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主な具体的事業 ジェンダー平等を啓発するイベント等の実施

実施方式

1

事業コード
事業名

01
ジェンダー平等社会の形成に向けた意
識改革のためのイベント、研修の実施 担当課 人権男女共同平和国際課

直接実施

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市民及び市職員に対するジェン
ダー平等の啓発を行うことができた
ため、「B」評価とする。
➣今後も他課と連携を図り、啓発を
推進する。

➣講演会の実施を通して、市民及び
市職員に対し、多様な性をはじめと
するジェンダー平等についての理解
を深め、気づきを促すことがができた
ため、「B」評価とする。
➣社会情勢に合わせて講演会の
テーマ設定を行い、今後も啓発を推
進する。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣講演会の開催
・テーマ：「Ｄ＆Ｉがなぜ組織の成長に
必要なのか？～ダイバーシティ＆イ
ンクルージョンの本質に迫る～」
・開催日：令和6年2月8日（木）
・講師：羽生　祥子 氏（著作家・メディ
アプロデューサー、株式会社羽生プ
ロ代表取締役社長）、若濱　靖樹 氏
（アフラック生命保険株式会社　ダイ
バーシティ＆インクルージョン推進部
長）
・参加者数：150人

➣講演会の開催
・テーマ：「多様な性ってなんだろう？
～すべての人にとって安心・安全な
職場づくり～」
・開催日：令和6年11月19日（火）
・講師：三戸 花菜子 氏（認定特定非
営利活動法人ReBit）
・参加者数：138人



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 2

事業コード
事業名

01
ジェンダー平等社会の形成に向けた意
識改革のためのイベント、研修の実施 担当課 職員課

主な具体的事業 ジェンダー平等に関する職員研修の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣職員向けの研修を実施し、職員の
ジェンダー平等・男女共同参画につ
いて理解を深め、多様性を生かす職
場づくりを推進した。
・新採用職員研修「人権施策・男女共
同参画社会研修」（ライブラリ研修）
　参加者88人
・全職員向け人権eラーニング研修
・職員専門研修　女性活躍推進ワー
クショップ
　参加者18人（令和5年度新採用職
員及び一般職員一部二部三部研修
受講対象者12人、公募職員6人）
・Ｄ＆Ｉ推進責任者・Ｄ＆Ｉ推進員向け
研修
　令和5年度ジェンダー平等・男女共
同参画講演会と合わせて実施、参加
者124人

➣職員向けの研修を実施し、職員の
ジェンダー平等・男女共同参画につ
いて理解を深め、多様性を生かす職
場づくりを推進した。
・新採用職員研修「人権施策・男女共
同参画社会研修」
　参加者115人
・全職員向け人権eラーニング研修
・職員専門研修　ジェンダー平等ワー
クショップ
　参加者20人（令和6年度一般職員
一部二部三部研修受講対象者）
・職員専門研修　多文化共生ワーク
ショップ
　参加者20人（令和6年度一般職員
一部二部三部研修受講対象者）
・Ｄ＆Ｉ推進責任者・Ｄ＆Ｉ推進員向け
研修
　第39回藤沢市人権啓発講演会及
び令和6年度ジェンダー平等・男女共
同参画講演会と合わせて実施、参加
者合計234人

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣さまざまな階層の職員に対して、
機会を捉えて重点目標の中核となる
具体的な事業が実施できたことを鑑
み、評価を「A」とする。
➣今後も、社会情勢を反映したテー
マ設定を行い、職員研修の実施に努
める。

➣さまざまな階層の職員に対して、
機会を捉えて重点目標の中核となる
具体的な事業が実施できたことを鑑
み、評価を「A」とする。
➣今後も、社会情勢を反映したテー
マ設定を行い、職員研修の実施に努
める。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 3

事業コード
事業名

02
ジェンダー平等の視点に立った広報・出
版物などにおける表現の配慮 担当課 広報シティプロモーション課

主な具体的事業 「広報ふじさわ」などの発行にあたっての配慮

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣掲載する文章やイラストに関して、
固定的性別役割分担を印象づける
表現・内容とならないよう配慮した。
➣事業・講座等申し込みの必要事項
を掲載する際に「性別」の項目があっ
た場合は、その必要性の有無につい
て担当課に確認を取る対応をした。

➣掲載する文章やイラストに関して、
固定的性別役割分担を印象づける
表現・内容とならないよう配慮した。
➣「広報ふじさわ」の表紙に掲載して
いる市の推計人口について、男○○
人、女○○人という表記を削除した。

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣過去の事例を共有するなど、協議
しながら事業を進めた。
➣提出された原稿においてふさわしく
ない表現がある場合は、その理由な
どを担当課に説明することを継続す
る。

➣過去の事例を共有するなど、協議
しながら事業を進めたため、評価を
「A」とする。
➣各部署から提出された原稿の中
に、ふさわしくない文言・表現がある
場合は、その削除や変更について担
当部署と協議することを継続して実
施する。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 4

事業コード
事業名

02
ジェンダー平等の視点に立った広報・出
版物などにおける表現の配慮 担当課 広報シティプロモーション課

主な具体的事業 藤沢市公式ホームページでの配慮

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市政情報を発信する際に、ジェン
ダー平等に配慮した表現・内容にな
るよう努めた。

➣市政情報を発信する際に、ジェン
ダー平等に配慮した表現・内容にな
るよう努めた。

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣即時性のある情報発信を特に意
識して対応した。
➣公式ホームページは各課でページ
を作成し公開するため、各課の作成
者および承認者がジェンダー平等の
視点を持って作業を行うなど、今後も
継続した意識向上を図る。

➣即時性のある情報発信を特に意
識して対応したため、評価を「A」とす
る。
➣公式ホームページは各課でページ
を作成し公開するため、各課の作成
者および承認者がジェンダー平等の
視点を持って作業を行うなど、今後も
継続した意識向上を図る。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 5

事業コード
事業名

02
ジェンダー平等の視点に立った広報・出
版物などにおける表現の配慮 担当課 広報シティプロモーション課

主な具体的事業 行政刊行物発行などに際しての配慮

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣文章やイラスト・コメントに関して、
不必要な性別表記をしないなど、ジェ
ンダー平等に配慮した表現を行っ
た。

➣生活情報誌「こんにちは藤沢市で
す」などの発行に当たって、不必要な
性別表記をしないなど、ジェンダー平
等に配慮した表現を行った。

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣会議などで事例を共有するなどし
て、意識啓発を図ることができた。
➣広報という立場を踏まえ、ジェン
ダー平等の視点を持つ意味を十分に
理解すべく継続して意識啓発をした
い。

➣ジェンダー平等への配慮が不足し
た文言・表現等について共有するな
どして、問題意識を持って業務を行う
ことができたため、評価を「A」とした。
➣広報の業務において、ジェンダー
平等の視点を持つことは特に重要で
あるため、引き続き意識啓発に取り
組みたい。



主な具体的事業 情報紙の発行やホームページ等での情報提供

実施方式

6

事業コード
事業名

03
ジェンダー平等に関する情報収集と提
供 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣セクシュアルマイノリティや女性活
躍をテーマにする等、ジェンダーに関
する幅広い情報を市民に提供できた
ため、評価を「B」とする。
➣デザイン・構成が紙による印刷時
代から変わらず、PDF形式での掲載
となっているため、今後見直しを検討
する。

➣男性育休や女性活躍をテーマにす
る等、ジェンダーに関する幅広い情
報を市民に提供し、ジェンダー平等
社会の意識づくりを図ることができた
ため、評価を「B」とする。
➣PDF形式での掲載では、視覚に障
がいのある方への情報保障の面や、
インターネットでの検索結果として表
示されないなどの課題があった。より
多くの市民への情報提供を図るた
め、令和7年度以降はHPに直接テキ
ストを掲載する形式に改める。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市民編集員による企画・編集によ
り、ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」を年
2回（6月、1月）発行した。
➣HPで最新号及びバックナンバーの
掲載を行うとともに、市公式LINEアカ
ウントを通して周知を図った。

➣市民編集員が企画・編集を行い、
ジェンダー平等・男女共同参画に関
するWeb記事「かがやけ地球」を年2
回（6月、1月）発行した。
➣HPで最新号及びバックナンバーの
掲載を行うとともに、市公式LINEアカ
ウントを通して周知を図った。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣図書館では、ジェンダー平等に関
する資料を数多く所蔵しているが、今
後も社会情勢を注視し、様々な話題
を取り扱う資料の収集に努める。ま
た、幅広い世代が利用する特長を生
かし、行政支援展示等の充実によ
り、広く普及啓発を図っていく。

➣ジェンダー平等に関する様々な話題を取
り扱う資料の収集に努めたため、評価を
「A」とする。
➣最新の社会情勢に対応できていない分
野もあるため、蔵書構成の一層の充実を
図っていきたい。また、令和6年度は、他の
展示との調整の結果、総合館のみでの実
施となったが、複数館の実施により広く周知
できるよう調整していきたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣資料収集方針に基づく、資料の収
集・提供
ジェンダー平等に関する図書資料件
数：件名が「男女共同参画」の図書32
件・男女共同参画社会基本法3件・男
女雇用機会均等法15件・男女平等62
件・女性問題942件・女性労働271件・
女性労働者311件・ジェンダー131件・
性的マイノリティ109件・性同一性障
がい67件
➣行政支援展示の実施
藤沢市ジェンダー平等週間にあわ
せ、4市民図書館で「考えてみよう！
ジェンダー平等」（R5.6.15～7.2）の展
示を行い、来館者への周知・啓発を
図った。
展示資料例：「教養としてのジェン
ダーと平和」「多様な性と生」「性差の
日本史」「ジェンダー・フリーの絵本」
「よくわかるLGBT」等

➣資料収集方針に基づく、資料の収集・提
供
ジェンダー平等に関する図書資料件数（件
名別）：男女共同参画33件・男女共同参画
社会基本法3件・男女雇用機会均等法15
件・男女平等63件・女性問題970件・女性労
働261件・女性労働者315件・ジェンダー148
件・性的マイノリティ120件・性同一性障がい
66件
➣行政支援展示の実施
藤沢市ジェンダー平等推進週間及び国際
女性の日にあわせて展示を行い、来館者
への周知・啓発を図った。
・「考えてみよう！ジェンダー平等　～6月23
日から29日は藤沢市ジェンダー平等推進週
間（男女共同参画週間）～」（R6.5.23～
6.25）
・「性別にかかわりなく誰もが生きやすい社
会へ　～3月8日は「国際女性の日」です～」
（R7.2.27～3.25）
展示資料例：「私は男でフェミニストです」
「議員の両性同数」「あいつゲイだって」「家
政婦の歴史」「ジェンダー史１０講」「シン・働
き方ー女性活躍の処方箋ー」等

主な具体的事業
ジェンダー、男女共同参画、セクシュアルマイノリティ等に関連した図書の
収集と提供

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 7

事業コード
事業名

03
ジェンダー平等に関する情報収集と提
供 担当課 総合市民図書館



主な具体的事業 市民意識調査の実施

実施方式

8

事業コード
事業名

04
ジェンダー平等に関する意識調査等の
実施 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

令和5年度は実施年度ではないた
め、評価対象外とする。

➣市民意識調査で把握した女性が
抱える課題等を踏まえ、「ふじさわ女
性支援計画」を策定することができた
ため、評価を「B」とする。
➣次期プラン策定に向け、ジェンダー
平等に関する意識調査の実施を検
討する。

変更事項

事業の達成状況 評価対象外
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣概ね5年毎に実施予定のため、令
和5年度の実績はない。

➣「困難な問題を抱える女性への支
援に関する法律」第8条第3項に基づ
く市町村基本計画の策定に向け、市
内在住の女性3,000人を対象として
「藤沢市女性の暮らしに関する市民
意識調査」を実施した。
・調査対象：藤沢市在住の満 12 歳
以上（中学1年生以上）の女性
・対象者数：3,000人
・抽出方法：無作為抽出
・調査方法：調査票を送付し、記入返
送又はインターネットによる回答
・調査期間：令和6年7月10日から7月
31日まで
・回答数：921人
・回答率：30.7%



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣一人一人の個性を大切にした保育
が実施できたため、評価を「A」とす
る。

➣一人一人の個性を大切にした保育
が実施できたため、評価を「A」とす
る。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各園において、日々の中で子ども
に関わる職員等が意識し、ジェン
ダー平等の視点も含め一人一人の
個性を大切にした保育を実施した。

➣各園において、日々の中で子ども
に関わる職員等が意識し、ジェン
ダー平等の視点も含め一人一人の
個性を大切にした保育を実施した。

主な具体的事業 園児等へのジェンダー平等に関する意識づけ

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 9

事業コード
事業名

05
家庭・保育園などにおける幼少期からの
ジェンダー平等意識の形成 担当課 保育課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣随時、保育の振り返りを行い、職
員研修や保護者啓発を行うことがで
きていることから評価を「A」とする。

➣随時、保育の振り返りを行い、職
員研修や保護者啓発を行うことがで
きていることから評価を「A」とする。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣子どもたちの成長・発達段階に合
わせた保育を行う中で、職員・保護
者へ、性別による固定的な役割分担
意識（色や服装、職業など）を持たせ
ないよう配慮した言葉かけや態度で
接するよう、随時、保育の振り返りを
行い、啓発を行った。

➣子どもたちの成長・発達段階に合
わせた保育を行う中で、職員・保護
者へ、性別による固定的な役割分担
意識（色や服装、職業など）を持たせ
ないよう配慮した言葉かけや態度で
接するよう、随時、保育の振り返りを
行い、啓発を行った。

主な具体的事業 保育に関わる職員、保護者などへの啓発、情報提供

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 10

事業コード
事業名

05
家庭・保育園などにおける幼少期からの
ジェンダー平等意識の形成 担当課 保育課



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 11

事業コード
事業名

06
ジェンダー平等に基づく教育課程の推
進 担当課 教育指導課

主な具体的事業 各教科、道徳、特別活動などの授業や行事における人権教育の推進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各学校において、各教科や道徳、
特別活動等のあらゆる学習活動の
機会をとらえて男女平等教育を実施
した。また、学校生活を通して児童・
生徒の性別にとらわれない、個々を
大切にした教育を実践した。

➣各学校において、各教科や道徳、
特別活動等のあらゆる学習活動の
機会をとらえてジェンダー平等につな
がる取組を実施した。また、学校生活
を通して児童・生徒の性別にとらわれ
ない、個々を大切にした取組を実践
した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣授業や行事に限らず、日常的に性
別にとらわれない、一人ひとりの個を
大切にした教育を実践できているた
め評価を「B」とする。今後も児童生徒
がさらに人権について理解し認識を
深めることができるよう、推進に努め
る。

➣授業や行事に限らず、日常的に性
別にとらわれない、一人ひとりの個を
大切にした教育を実践できているた
め評価を「B」とする。今後も児童生徒
がさらに人権について理解し認識を
深めることができるよう、推進に努め
る。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 12

事業コード
事業名

06
ジェンダー平等に基づく教育課程の推
進 担当課 教育指導課

主な具体的事業 ジェンダー平等の視点に立った教材・副読本の選定

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣小学校4年生、中学校1年生を対象
にセクシュアル・ハラスメント等防止
リーフレットを今年度もデータで6月に
配付した。また、教育委員会のホー
ムページにも掲載したり、人権環境
平和教育担当者会でも紹介したりす
るなど、広く周知に努めた。文科省が
進める「生命（いのち）の安全教育」
の内容も一部盛り込んだ。

➣小学校4年生、中学校1年生を対象
にセクシュアル・ハラスメント等防止
リーフレットを作成し、配付した。ま
た、教育委員会のホームページに掲
載したり、人権環境平和教育担当者
会でも紹介したりするなど、広く周知
に努めた。文科省が進める「生命（い
のち）の安全教育」の内容も一部盛り
込んだ。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣リーフレットをデータで早期に配付
し、二次元コードを付け読み取りやす
い形に変更するとともに、ホームペー
ジに掲載し広く周知することができた
ため評価を「B」とする。
➣リーフレットの内容等については、
今後も検討していく。

➣「生命（いのち）の安全教育」の内
容を鑑み、SNSの利用に際して、加
害者にも被害者にもならないよう注
意を促す内容を掲載することができ
たため、評価を「B」とした。今後も
リーフレットの内容等については、検
討していく。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 13

事業コード
事業名

06
ジェンダー平等に基づく教育課程の推
進 担当課 教育指導課

主な具体的事業 一人ひとりの個性を重視した進路指導の推進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各中学校において、卒業直後の進
路選択に関する指導だけでなく、自
分を知ることや社会人・職業人になっ
た自分を想定して長期的な視野に
立ったキャリア教育に取り組むととも
に、中学卒業後の進路に向けて、一
人ひとりの個性を大切にした進路指
導を行った。

➣各中学校において、卒業直後の進
路選択に関する指導だけでなく、自
分自身の個性や適正を知ることや社
会人・職業人になった自分を想定し
て長期的な視野に立ったキャリア教
育に取り組むとともに、中学卒業後
の進路に向けて、一人ひとりの個性
を大切にした進路指導を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣キャリア教育の取組に加え、高校
進学に向けた指導においては、不登
校生徒への支援を充実させること
で、一人ひとりの個性を大切にした進
路指導が行えるように努める。

➣キャリア教育及び進路指導におい
て、ジェンダー平等の視点も踏まえ、
実施できたため評価を「B」とする。
➣キャリア教育の取組に加え、中学
卒業後の進路選択に向けた指導に
おいては、不登校生徒への支援を充
実させることで、一人ひとりの個性を
大切にした進路指導が行えるように
努める。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 14

事業コード
事業名

07
心身の発育・発達と性に関わる教育の
推進 担当課 教育指導課

主な具体的事業
理科、保健体育科、特別活動などの授業における実施状況について、指導
主事が指導助言

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣体育科の保健領域では、「体の発
育・発達」、保健体育科（保健分野）
では、「心身の発達と心の健康」にお
いて、男女の心身について学び、互
いの性などについて理解する授業に
取り組んだ。また、保健指導、特別活
動をはじめ、教育活動全体を通して、
互いを尊重しあえるようにした。

➣体育科の保健領域では、「体の発
育・発達」、保健体育科（保健分野）
では、「心身の発達と心の健康」にお
いて、男女の心身について学び、互
いの性などについて理解できるよう
授業を行った。また、計画訪問等に
おいて、理科、保健指導、特別活動
をはじめ、教育活動全体を通して、互
いを尊重しあえるように指導助言を
行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣計画訪問等で指導助言を行ったた
め、評価を「B」とする。今後も引き続
き教育活動を通して取り組むことの
必要性について助言する。

➣計画訪問等で指導助言を行ったた
め、評価を「B」とする。今後も引き続
き教育活動を通して取り組むことの
必要性について助言する。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 15

事業コード
事業名

07
心身の発育・発達と性に関わる教育の
推進 担当課 教育指導課

主な具体的事業 スクールハラスメントの防止・啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣小学校4年生、中学校1年生を対象
にセクシュアル・ハラスメント等防止
リーフレットを配付した。また、教育委
員会のホームページに掲載したり、
人権環境平和教育担当者会でも紹
介したりするなど、広く周知に努め
た。文科省が進める「生命（いのち）
の安全教育」の内容も一部盛り込ん
だ。

➣小学校4年生、中学校1年生を対象
にセクシュアル・ハラスメント等防止
リーフレットを作成し、配付した。ま
た、教育委員会のホームページに掲
載したり、人権環境平和教育担当者
会でも紹介したりするなど、広く周知
に努めた。文科省が進める「生命（い
のち）の安全教育」の内容も一部盛り
込んだ。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣「生命（いのち）の安全教育」の内
容を鑑み、令和4年度に続き配付時
期を早め、6月に配付することができ
たため、評価を「B」とした。今後も
リーフレットの内容等については、検
討していく。

➣「生命（いのち）の安全教育」の内
容を鑑み、SNSの利用に際して、加
害者にも被害者にもならないよう注
意を促す内容を掲載することができ
たため、評価を「B」とした。今後も
リーフレットの内容等については、検
討していく。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 16

事業コード
事業名

07
心身の発育・発達と性に関わる教育の
推進 担当課 教育指導課

主な具体的事業 人権、環境、平和教育担当者会の開催

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣人権・環境・平和教育担当者会を
年間2回（①5月16日オンライン、②1
月16日集合研修）で開催した。1回目
のオンライン担当者会では、「デート
DV」「SNSを通じた被害が起きないた
めに」という内容を含めて情報発信し
た。

➣人権・環境・平和教育担当者会を
年間2回（①5月15日オンライン、②1
月14日集合研修）で開催した。1回目
のオンライン担当者会では「性の多
様性」、「インターネット・SNSなどによ
る人権侵害」という内容を含めて情報
発信した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣担当者会において、オンライン及
び集合研修で「ジェンダー平等」「生
命（いのち）の安全教育」について情
報提供することができたため、評価を
「B」とした。今後についても、人権教
育を推進するために担当者会の内容
について検討を進める。

➣担当者会において、オンライン及
び集合研修で「ジェンダー平等」「性
の多様性」について情報提供するこ
とができたため、評価を「B」とした。
今後についても、人権教育を推進す
るために担当者会の内容について検
討を進める。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣オンライン登壇の他、参加者から
希望のあったアーカイブ配信も行い、
参加者に配慮した環境設定にしたた
め、評価を「B」とする。
➣今後も、講演会参加や、教育依頼
が効果的に活用されるよう関係機関
との連携に努めていく。

➣昨年度と比較し、教育機関からの
思春期健康教育の実施件数増加や
講演会参加者数が増加傾向である
ため、子ども・青少年へのジェンダー
平等教育の推進に寄与したと考え、
評価を「B」とする。
➣今後も、講演会参加や、教育依頼
が効果的に活用されるよう関係機関
との連携に努めていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣思春期健康教育の実施
　中学校9校・高校3校　計12校
➣思春期講演会の実施
　年１回：オンライン登壇（集合開催）
21名・アーカイブ配信77名　計98名
申込

➣思春期健康教育の実施
　中学校14校・高校3校　計17校
➣思春期講演会の実施
　年１回：集合開催41名・アーカイブ
配信161名　計202名参加

主な具体的事業 思春期保健指導の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 17

事業コード
事業名

07
心身の発育・発達と性に関わる教育の
推進 担当課 親子すこやか課



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 18

事業コード
事業名

08 教育相談の充実 担当課 教育指導課

主な具体的事業
スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーによる相談環境の
充実

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市スクールカウンセラーを学
校規模に応じて1～2日、市立全小中
特別支援学校へ配置。
➣相談支援教室での不登校児童生
徒への支援及び保護者相談の実
施。
➣相談支援教室における小学生プロ
グラムの年間実施。
➣センターでの電話相談・来所相談
の実施。
➣スクールソーシャルワーカー(市3
名、県2名）の学校への派遣。
➣次年度就学予定児童に対する就
学相談の実施。

➣藤沢市スクールカウンセラーを学
校規模に応じて1～2日、市立全小中
特別支援学校へ配置。
➣特別支援教育専任スクールカウン
セラーを1名増員。
➣相談支援教室での不登校児童生
徒への支援及び保護者相談の実
施。
➣センターでの電話相談・来所相談
の実施。
➣スクールソーシャルワーカー(市3
名、県1名）の学校への派遣。
➣次年度就学予定児童に対する就
学相談の実施。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣センター、各学校において、必要に
応じて教育相談等を実施し、相談支
援教室では小学生プログラムを年間
実施できたため、評価を「B」とする。
➣今後も課題を抱える児童生徒や保
護者の支援体制の充実に努める。

➣センター、各学校において、必要に
応じて教育相談等を実施した。また、
相談支援教室では小学生プログラム
が定着し、利用ニーズが高まってき
たため、評価を「B」とする。
➣今後も課題を抱える児童生徒や保
護者の支援体制の充実に努める。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 19

事業コード
事業名

09
教育現場におけるジェンダー平等の職
場づくりと研修の推進 担当課 教育指導課/学務保健課

主な具体的事業
教職員へのジェンダー平等やセクシュアルハラスメント（スクールハラスメン
ト）に関する研修と実践事例の情報提供

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施した。第1回のオンライン
開催では、本市で進める様々な人権
施策をはじめ、人権課題について情
報提供し、教職員として子どもたちへ
の対応や日々の教育活動の中で生
かしていけるよう周知した。第2回で
は講師を招聘し「子どもの人権と安
心できる学級づくり～人的環境のユ
ニバーサルデザイン」の講座やセク
シュアルマイノリティ、スクールハラス
メント等、学校生活における留意す
べき点等を含む情報提供に努めた。

➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施した。第1回のオンライン
開催では、本市で進める様々な人権
施策をはじめ、ジェンダー平等やス
クールセクハラ等の人権課題につい
て情報提供し、教職員として子どもた
ちへの対応や日々の教育活動の中
でいかしていけるよう周知した。第2
回では講師を招聘し「インターネット
における人権侵害～ネット被害から
子どもを守れ～」の講座を開催し、
SNS等の利用に際して、加害者にも
被害者にもならないよう留意すべき
点等を含む情報提供に努めた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣2回目については専門家を講師と
して招聘し、「子どもの人権と安心で
きる学級づくり～人的環境のユニ
バーサルデザイン」の中で「他者との
関係」の内容を含む講演を行うことが
できたため評価を「B」とした。今後に
ついても、人権教育推進のための講
演内容について検討していく。

➣2回目については専門家を講師と
して招聘し、「インターネットにおける
人権侵害～ネット被害から子どもを
守れ～」の中で「情報リテラシー」の
内容を含む講演を行うことができた
ため評価を「B」とした。今後について
も、人権教育推進のための講演内容
について検討していく。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣男性を対象とした事業が複数公民
館で行われ、男性が地域に参画して
いく入り口をさらに広げることができ
た。今後も男性が家庭・地域に参加
するきっかけとなるような事業を実施
していく。

➣男性を対象とした事業が複数公民
館で行われ、男性の地域参画のきっ
かけをつくることができたため、評価
を「A」とする。今後も事業内容や開
催時間帯など検討し、男性にとっても
参加しやすい事業を実施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣男性対象事業を4公民館で4事業
実施した。
・参加者：延べ138人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・片瀬「オレの挑戦！！ダンディズ
ム」74人
・明治「男の腕まくり～そば打ちと調
理にチャレンジ！！」30人
・鵠沼「サークル共催「男の料理教
室」」13人
・遠藤「男性講座～男の学び塾～」21
人

➣男性対象事業を4公民館で4事業
実施した。
・参加者：延べ78人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・片瀬「オレの料理教室」22人
・明治「男の腕まくり～そば打ちと調
理にチャレンジ！！」32人
・辻堂「男性のためのスキンケア」8人
・遠藤「はじめての男の簡単料理」16
人

主な具体的事業 男性の家庭・地域への参画に促進する学習機会の提供

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 20

事業コード
事業名

10
生涯を通じたジェンダー平等学習の充
実 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年度も、ジェンダーについて
取り上げる講座を継続して行うことが
できた。事業を通じ、ジェンダー平等
の社会という目標を達成できるよう今
後も事業を実施していく。

➣事業数は減となったが令和6年度
も、ジェンダーについて取り上げる講
座を継続して行うことができたため、
評価を「B」とする。引き続きジェン
ダー平等の社会という目標を達成で
きるよう事業を実施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ジェンダー平等をテーマにした講
座を1公民館で2事業実施した。
・参加者：延べ66人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・片瀬「片瀬福寿学校（高齢者学級）」
44人
・片瀬「イルカ学級（乳幼児家庭教育
学級）」22人

➣ジェンダー平等をテーマにした講
座を1公民館で1事業実施した。
・参加者：延べ79人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・片瀬「イルカ学級（乳幼児家庭教育
学級）」79人

主な具体的事業 ジェンダー平等をテーマにした講座等の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 21

事業コード
事業名

10
生涯を通じたジェンダー平等学習の充
実 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



主な具体的事業 藤沢市人権施策推進指針による着実な推進

実施方式

22

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各課及び協議会等との連携によ
り、ふじさわ人権文化をはぐくむまち
づくり指針～藤沢市人権施策推進指
針改定版～に基づく各種施策を実施
できたことから、評価を「B」とする。
➣引き続き、庁内外の協議会等との
連携を図りつつ、人権施策の推進に
努める。

➣各課及び協議会等との連携によ
り、ふじさわ人権文化をはぐくむまち
づくり指針～藤沢市人権施策推進指
針改定版～に基づく各種施策を実施
でき、ジェンダー平等社会の実現を
めざす上で大切となる人権意識の醸
成に寄与したことから、評価を「B」と
する。
➣引き続き、庁内外の協議会等との
連携を図りつつ、人権施策の推進に
努める。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市人権施策推進指針に関す
る事業実績調査（令和4年度実績）を
行い、総合的な人権施策の推進につ
いて確認した。
➣職員の人権意識啓発のため、各
課ごとにテーマ設定を行い、これに
基づき各課で意識啓発の取組を行っ
た。
➣ふじさわ人権協議会を3回開催し、
藤沢市の人権施策についての意見
聴取及び審議を行った。
➣D&I推進会議（各部長で構成）を開
催し、各部との情報共有及び連絡調
整等を行った。

➣職員の人権意識啓発のため、各
課ごとにテーマ設定を行い、これに
基づき各課で意識啓発の取組を行っ
た。
➣ふじさわ人権協議会を3回開催し、
藤沢市の人権施策についての意見
聴取及び審議を行った。
➣D&I推進会議（各部長で構成）を開
催し、各部との情報共有及び連絡調
整等を行った。
➣時代の変化に対応し、重点的な取
組を推進していくため、令和7年度人
権施策推進方針を策定し、全庁に向
けて発出した。



主な具体的事業 人権教育及び人権啓発に関する施策の推進

実施方式

23

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

補助金・負担金

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各種啓発事業等を実施し、人権教
育及び人権啓発に関する施策を推
進する目標を概ね達成した。
➣目標を引き続き達成するために、
人権擁護委員と連携し、各種事業を
引き続き実施していく。

➣人権教育及び人権啓発に関する
施策を推進したことにより、職員の人
権に対する理解と認識を深めること
ができ、ジェンダー平等社会の実現
をめざす上で大切となる人権意識の
醸成に寄与したため、評価を「B」とす
る。
➣目標を引き続き達成するために、
人権擁護委員と連携し、各種事業を
引き続き実施していく。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市人権啓発講演会や人権メッ
セージパネル展の実施、人権啓発
リーフレットの作成・配布、人権団体
主催の講演会及び研修会への職員
参加により、人権意識啓発を図った。

➣藤沢市人権啓発講演会や人権メッ
セージパネル展の実施、人権啓発
リーフレットの作成・配布を行った。
➣様々なテーマの人権団体主催の
講演会及び研修会に職員が参加し、
人権意識啓発を図った。



主な具体的事業 人権啓発講演会、研修会の開催

実施方式

24

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各種啓発事業・研修等の実施をと
おして、市民及び市職員に対する人
権啓発を行うことができたことから、
評価を「A」とする。
➣継続性が重要であることから、中
長期的な視点で取組みを進めてい
く。

➣各種啓発事業・研修等の実施をと
おして、市民及び市職員に対する人
権啓発を行うことができ、ジェンダー
平等社会の実現をめざす上で大切と
なる人権意識が醸成されたことから、
評価を「A」とする。
➣継続性が重要であることから、中
長期的な視点で取組みを進めてい
く。

変更事項

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣人権男女共同平和国際課主催及
び他課と連携した講演会等を実施し
た。
・主催・連携講演会等　4事業
（第38回藤沢市人権啓発講演会、市
民講演会等）
➣庁内研修会等を開催し、職員の人
権意識啓発を図った。
・D&I推進員研修の実施
・新採用職員を対象とした研修の実
施
・人権eラーニング研修の実施
・職員専門研修の実施

➣藤沢市人権啓発講演会の開催
・テーマ：「気づきにくい偏見や差別”
マイクロアグレッション”って何？～や
さしく学ぶ人権の話～」
・開催日：令和6年11月1日（金）
・講師：渡辺 雅之 氏（大東文化大学
文学部特任教授/教職課程センター
副所長）
・参加者数：154人
➣他課と連携した講演会等の開催
（市民講演会等　3事業）
➣庁内研修会等を開催し、職員の人
権意識啓発を図った。
・人権eラーニング研修の実施
・D&I推進員研修の実施
・多文化共生に関する職員専門研修
の実施
・新採用職員を対象とした研修の実
施



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 25

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課 教育総務課

主な具体的事業 人権啓発の推進

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市長部局と連携し、「人権作文コン
テスト」を実施し、子どもたちの人権
意識啓発に努めた。
➣人権団体等が主催する自治体人
権担当者交流会議等への参加を通
し、教職員の人権意識啓発に努め
た。

➣市長部局と連携し、「人権作文コン
テスト」を実施し、子どもたちの人権
意識啓発に努めた。
➣人権団体等が主催する自治体人
権担当者交流会議等への参加を通
し、教職員の人権意識啓発に努め
た。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣参加要請のあった会議や研修等
には可能な範囲で参加し、人権啓発
の推進に資することができたため、
評価は「B」とした。
➣引き続き、人権団体等が主催する
会議・研修等を通して職員の人権啓
発の推進に努めるとともに、市長部
局と連携して人権施策を推進する。

➣参加要請のあった会議や研修等
には可能な範囲で参加し、人権啓発
の推進に資することができたため、
評価は「B」とした。
➣引き続き、人権団体等が主催する
会議・研修等を通して職員の人権啓
発の推進に努めるとともに、市長部
局と連携して人権施策を推進する。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 26

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課 教育総務課

主な具体的事業 他市教育委員会との連携による人権施策の推進

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣湘南三浦教育事務所が主催する
「人権教育研修会」や「湘三地区PTA
人権セミナー」など様々な研修会等を
PTA等に周知し、他市教育委員会と
連携し、人権・男女共同参画意識の
啓発を図るよう努めた。
➣人権団体等が主催する自治体人
権担当者交流会議等への参加を通
じ、他市の教育委員会における人権
施策の特徴的取組や具体的事例に
ついて情報・意見交換し、人権施策
の推進に努めた。

➣湘南三浦教育事務所が主催する
「人権教育研修会」や「湘三地区PTA
人権セミナー」など様々な研修会等を
PTA等に周知し、他市教育委員会と
連携し、人権・男女共同参画意識の
啓発を図るよう努めた。
➣人権団体等が主催する自治体人
権担当者交流会議等への参加を通
じ、他市の教育委員会における人権
施策の特徴的取組や具体的事例に
ついて情報・意見交換し、人権施策
の推進に努めた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣他市教育委員会や関係機関と連
携し、啓発事業を実施するとともに、
情報交換等を通じて人権啓発の推進
に資することができたため、評価は
「B」とした。
➣今後も、他市教育委員会や関係機
関との連携し、人権施策の推進に努
める。

➣他市教育委員会や関係機関と連
携し、啓発事業を実施するとともに、
情報交換等を通じて人権啓発の推進
に資することができたため、評価は
「B」とした。
➣今後も、他市教育委員会や関係機
関との連携し、人権施策の推進に努
める。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 27

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課 教育指導課

主な具体的事業 人権教育についての指導資料の作成、配布

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学校4年生用「楽し
い学校生活を送るために」、中学1年
生用「STOP！！スクール・セクハラ
／デートDV／SNS等を通じた被害」
を作成し、データで6月に配付した。
あわせて教師用の「指導の手引き」
を配付し、一人一台端末を用いるな
どして授業等で活用できるようにし
た。

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学校4年生用「楽し
い学校生活を送るために」、中学1年
生用「STOP！！スクール・セクハラ
／デートDV／SNS等を通じた被害」
を作成し、データで配付した。あわせ
て教師用の「指導の手引き」を配付
し、一人一台端末を用いるなどして授
業等で活用できるようにした。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣リーフレットのデータ化により、時
期を早めて発出することができた。
「デートDVの防止」や「セクハラの防
止」など、学校のニーズに合わせた
内容にできたため評価を「B」とした。
➣リーフレットの内容については、今
後も検討していく。

➣リーフレットにおいて、小学生向け
には「携帯電話やSNSなどを使うとき
に気をつけること」、中学生向けには
「デートDVの防止」や「セクハラの防
止」など、学校のニーズに合わせた
内容にできたため評価を「B」とした。
リーフレットの内容については、今後
も検討していく。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 28

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課 教育指導課

主な具体的事業 教職員への研修と実践事例の情報提供

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内55校の市立小・中・特別支援
学校の人権担当の教職員に向けて、
「人権・環境・平和教育担当者会」を
年2回実施した。第1回では、本市で
進める様々な人権施策をはじめ、人
権課題について情報提供し、日々の
教育活動の中で生かしていけるよう
周知した。第2回では講師を招聘し
「子どもの人権と安心できる学級づく
り～人的環境のユニバーサルデザイ
ン」というテーマで講演会を行った。
➣「令和5年度実践・活動の記録集」
としてとりまとめ、各校での実践の参
考としやすいように、データ化して、
情報提供した。

➣市内55校の市立小・中・特別支援
学校の人権担当の教職員に向けて
「人権・環境・平和教育担当者会」を
年2回実施した。第1回のオンライン
開催では、本市で進める様々な人権
施策をはじめ、ジェンダー平等やス
クールセクハラ等の人権課題につい
て情報提供し、教職員として子どもた
ちへの対応や日々の教育活動の中
で生かしていけるよう周知した。第2
回では講師を招聘し「インターネット
における人権侵害～ネット被害から
子どもを守れ～」の講座を開催し、
SNS等の利用に際して、加害者にも
被害者にもならないよう留意すべき
点等を含む情報提供に努めた。
➣各学校の取組を「令和6年度実践・
活動の記録集」としてとりまとめ、各
校での実践の参考としやすいように、
データ化して、情報提供した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣オンラインでの情報提供および集
合研修の講演会を実施したことや、
実践事例のデータ化などでDXにも取
り組んだため、評価を「B」とした。人
権・環境・平和教育担当者会の内容
や時期については、今後も検討して
いく。

➣オンラインでの情報提供および集
合研修の講演会を実施したことや、
担当者会において実践事例を紹介
することができたため、評価を「B」と
した。人権・環境・平和教育担当者会
の内容や時期については、今後も検
討していく。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣事業数は減少しているが、新規の
講座が開催され、新たな視点から人
権について考える機会を提供でき
た。今後も事業を通し、市民が人権
について学べる場と、それによって互
いの人権が尊重されるという目標達
成を目指す。

➣昨年度に続き今年度も新規の講
座が開催され、新たな視点から人権
について考える機会を提供できたた
め、評価を「A」とする。今後も事業を
通し、市民が人権について学べる場
と、それによって互いの人権が尊重
されるという目標達成を目指す。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣人権をテーマとした講座を2公民館
で2事業実施した。
・参加者：延べ39人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・遠藤「手話体験講座」28人
・善行「人権講座 「Ｉ ＬＯＶＥ ＭＥ」」11
人

➣人権をテーマとした講座を2公民館
で2事業実施した。
・参加者：延べ39人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・遠藤「人権講座『不登校支援って
何？』」8人
・辻堂「人権講演会『性はグラデー
ション　性の多様性について理解を
深めよう』」31人

主な具体的事業 人権をテーマとした講座等の開催

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 29

事業コード
事業名

11 人権施策の総合的な推進 担当課
生涯学習総務課・市民セン
ター



主な具体的事業 市民主体の国際化推進事業の実施

実施方式

30

事業コード
事業名

12
互いの文化を尊重した多文化共生のま
ちづくりの充実 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

その他

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣関係団体等と連携・協力し、直接
交流を中心に実施したため、評価は
「B」とする。今後も引き続き関係団体
等と連携・協力を行い取組を進める。

➣関係団体等と連携・協力し、直接
交流を中心に実施したことで、さまざ
まな文化を認め合い、お互いの人権
を尊重する意識を醸成することがで
きたため、評価は「B」とする。今後も
引き続き関係団体等と連携・協力を
行い取組を進める。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣姉妹都市のマイアミビーチ市との
提携65周年記念事業のマイアミビー
チ市マラソン大会へ市民ランナー2人
を派遣。
➣姉妹都市のウィンザー市で開催さ
れた青少年絵画交流展へ10歳から
12歳の12人の絵画を出展。
➣姉妹都市の保寧市ボランティア訪
問団受入事業では、チーム
FUJISAWA2020との交流、青少年訪
問団受入事業では、市内サッカー
チームとの交流試合を行うなど、関
係団体等と連携・協力して交流事業
を実施した。

➣姉妹都市のマイアミビーチ市との
ビデオメッセージ交換では、市内学
校で撮影したバンドの練習風景、
「JUMP UP U-20 WINTER
CONCERT」参加者のメッセージ等を
加え、交流を行った。
➣友好都市昆明市で開催された「中
国国際友好都市大会」への派遣で
は、湘南日本中国友好協会の会員と
共に訪問し、交流を行った。
➣姉妹都市のウィンザー市で開催さ
れた青少年絵画交流展へ10歳から
12歳の12人の絵画を出展した。
➣姉妹都市の保寧市で開催されたマ
ラソン大会へ、市民ランナー2人を派
遣した。青少年交流ではサッカー協
会と連携し、小学6年生選抜チーム17
人を派遣した。



主な具体的事業 多様な国際交流推進事業の実施

実施方式

31

事業コード
事業名

12
互いの文化を尊重した多文化共生のま
ちづくりの充実 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

委託・指定管理

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣地域の団体等と連携・協力し、国
際交流を実施したため、評価は「B」と
する。今後も地域の団体等と連携を
図り、継続的に国際交流を推進す
る。

➣地域の団体等と連携・協力し、国
際交流を実施したことで、さまざまな
文化を認め合い、お互いの人権を尊
重する意識を醸成することができた
ため、評価は「B」とする。今後も地域
の団体等と連携を図り、継続的に国
際交流を推進する。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣姉妹都市のマイアミビーチ市との
提携65周年を記念し、オンライン代
表者会談及びマイアミビーチ市マラソ
ン大会への派遣事業の実施。
➣友好都市の昆明市から聶耳記念
碑碑前祭に合わせて訪問団受入を
実施。
➣姉妹都市のウィンザー市で開催さ
れた青少年絵画交流展への出展。
➣姉妹都市の保寧市からボランティ
ア訪問団、青少年訪問団、職員視察
訪問団受入を実施。
➣「第14回湘南藤沢市民マラソン
2024」への姉妹友好都市招待事業を
実施し、市民、関係団体等と連携・協
力し、スポーツをはじめとした国際交
流を推進した。（国外1都市、国内1都
市）

➣姉妹都市のマイアミビーチ市と音
楽を通じた交流を行った。マイアミ
ビーチ高校ロックアンサンブルクラブ
とのメッセージ・演奏動画交換。
「JUMP UP U-20 WINTER
CONCERT」にてビデオを放映した。
➣友好都市の昆明市での彩雲基金
日本語スピーチコンテストに対する支
援及び、湘南中国語スピーチコンテ
ストへの支援を行った。
➣姉妹都市のウィンザー市で開催さ
れた青少年絵画交流展への出展。
➣姉妹都市の保寧市へマラソン大会
へ訪問団を派遣。サッカー交流で青
少年訪問団を派遣。
➣「第15回湘南藤沢市民マラソン
2025」への姉妹友好都市招待事業を
実施し、市民、関係団体等と連携・協
力し、スポーツをはじめとした国際交
流を推進した。（国外3都市、国内1都
市）



主な具体的事業 国際交流の場の提供

実施方式

32

事業コード
事業名

12
互いの文化を尊重した多文化共生のま
ちづくりの充実 担当課 人権男女共同平和国際課

重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣異文化・国際交流事業について、
ホームページ、InstagramやYouTube
を活用した周知を図ることができたた
め、評価は「B」とする。より多くの市
民の理解を深めるため、Instagram等
のSNSを活用した継続的な取組を図
る。

➣SNSを活用した周知啓発により、
異文化・国際交流事業への参加を促
したことで、人権を尊重した多文化共
生のまちづくりを推進することができ
たため、評価は「B」とする。より多く
の市民の理解を深めるため、
Instagram等のSNSを活用した継続的
な取組を図る。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣姉妹友好都市等の異文化・国際交
流事業について、藤沢市ホームペー
ジ、Instagram及びYouTubeで周知・
啓発活動を行った。

➣姉妹友好都市等の異文化・国際交
流事業について、藤沢市ホームペー
ジ、Instagram及びYouTubeで周知・
啓発活動を行った。



重点目標 １　人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 通番 33

事業コード
事業名

12
互いの文化を尊重した多文化共生のま
ちづくりの充実 担当課 青少年課

主な具体的事業 青少年の国際交流事業の推進

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣青少年国際化推進事業
青少年が地域で様々な外国の人々
と交流し相互に理解を深め、ともに生
きる体験を通して互いの人権を尊重
する心を養うとともに、地域から世界
に目を向けられる国際的視野を持つ
ことを目的としている。
・多文化共生ワークショップ「デジタ
ル・ストーリーテリング上映会・対話
会」
実施日　令和5年7月23日（日）　参加
人数：11人
　　　　　 令和6年2月3日（土）　 参加
人数：8人
・ふじさわ国際交流フェスティバルに
青少年国際化推進事業活動紹介
コーナーとポップコーンを出店
実施日　令和5年10月29日（日）
・ホームパーティ
実施日　令和5年12月17日（日）　参
加者：21人

➣青少年国際化推進事業
青少年が地域で様々な外国の人々
と交流し相互に理解を深め、ともに生
きる体験を通して互いの人権を尊重
する心を養うとともに、地域から世界
に目を向けられる国際的視野を持つ
ことを目的としている。
・ふじさわ国際交流フェスティバル
ポップコーン、フライドポテトを出店、
またステージでは事業実行委員活動
の紹介を行った。
実施日　令和6年10月27日（日）
・羽田空港で国際感覚up！
羽田空港国際線の視察を行い、青少
年の国際的視野を養った。
実施日　令和6年12月15日（日）
・「NAMASTE TOGETHER （ナマステ
トゥゲザー）世界を知ろう！インド編」
インド出身の実行委員がナビゲー
ターとなり、インドの紹介をして異文
化に触れることで、国際感覚を養っ
た。
実施日　令和7年3月8日（土）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣実行委員に外国籍の方が在籍し、
事業においては外国人の参加者も
見られたことから、人権に対する理解
を深められたため、評価は「B」とす
る。
➣今後も実行委員会や事業を通して
相互に人権を尊重し合い、国際的な
視野を広げる機会を提供する。

➣実行委員に外国籍の方が在籍し、
事業においては外国人の参加者も
見られたことから、人権に対する理解
を深められたため、評価は「B」とす
る。
➣今後も実行委員会や事業を通して
相互に人権を尊重し合い、国際的な
視野を広げる機会を提供する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 34

事業コード
事業名

13
議会、審議会、市職員など、市政（政治・
行政分野）への女性の参画促進 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 審議会等の女性登用比率アップ対応方針の徹底

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「審議会等の女性登用比率アップ
に向けての対応方針」を定め、多様
な視点・価値観に基づく社会づくりに
向け、誰もが政策・方針決定過程に
主体的に参画できるよう各課等に周
知するとともに、事前協議等の徹底
に努めた。
令和5年4月1日時点の審議会等の状
況及び女性の登用状況の集計を
行った結果、目標値50％に対し、実
績値42.6％であった。

➣令和6年度は、各課等において、
令和6年2月1日のD&I推進会議で決
定した「審議会等の女性登用比率
アップに向けての対応方針」に基づ
き、審議会等の委員選出の見直しや
委員の選任に向けた事前調査の徹
底に努めた。
➣令和6年4月1日時点の審議会等の
状況及び女性の登用状況の集計を
行った結果、目標値50％に対し、実
績値42.1％であったことを踏まえ、令
和7年1月30日にD&I推進会議を開催
し、令和7年度に向けた「「審議会等
の女性登用比率アップに向けての対
応方針」を発出した。
　対応方針では、DEIの視点を踏ま
え、あらゆる審議会等において「機会
の平等」が確保されるよう取組を進め
ることや、審議会によって女性登用
比率に偏りが生じないよう40～60％
をめざして取組を進めることを盛り込
んだ。

事業の達成状況
Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣実績値が目標値である50％を下
回ったため、評価を「Ｃ」とする。
➣政策・方針決定過程への女性の参
画を促進することの意義について、
各課等に周知を図る。なお、数値目
標を追うだけでは改善が難しいこと
から、職員の意識啓発を同時に進め
ていく必要がある。

➣対応方針を定期的に職員ポータル
へ掲出し、あらゆる分野でのジェン
ダー平等の促進に向けて、職員の意
識啓発を図ることができたため、評価
を「B」とする。
➣引き続き、政策・方針決定過程へ
の女性の参画を促進することの意義
について、各課等に周知を図る必要
がある。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 35

事業コード
事業名

13
議会、審議会、市職員など、市政（政治・
行政分野）への女性の参画促進 担当課 職員課

主な具体的事業 市職員の女性管理職登用に向けたキャリアアップ支援の充実

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣女性管理職については、部長級1
人、所長級2人、課長級4人、課長補
佐級6人、計13人を登用した。〔前年
度16人。女性管理職の割合は24.9％
（令和4年度は25.0％）。〕
➣女性監督者については、上級主査
級16人、主査級23人、計39人を登用
した。〔前年度比24人減。女性監督者
の割合は42.5％（令和4年度は
45.2％）〕

女性管理職　110人→109人（令和4
年度→令和5年度）
女性監督者　265人→265人（令和4
年度→令和5年度）
＊行Ⅰ（消防・教育公務員を除く）

➣女性管理職については、部長級0
人、所長級1人、課長級4人、課長補
佐級14人、計19人を登用した。〔前年
度13人。女性管理職の割合は25.2％
（令和5年度は24.9％）。〕
➣女性監督者については、上級主査
級19人、主査級22人、計41人を登用
した。〔前年度比2人増。女性監督者
の割合は42.3％（令和5年度は
42.5％）〕

女性管理職　109人→109人（令和5
年度→令和6年度）
女性監督者　265人→268人（令和5
年度→令和6年度）
＊行Ⅰ（消防・教育公務員を除く）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣引き続き、「藤沢市における女性
職員の活躍の推進に関する特定事
業主行動計画」に定める目標達成に
向けて、女性登用推進に努めたい。

➣多様な視点や価値観が政策・方針
決定過程に反映されるよう、女性職
員の管理監督者への登用を図ること
ができたため、評価を「B」とする。
➣引き続き、「藤沢市における女性
職員の活躍の推進に関する特定事
業主行動計画」に定める目標達成に
向けて、女性登用推進に努めたい。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 36

事業コード
事業名

13
議会、審議会、市職員など、市政（政治・
行政分野）への女性の参画促進 担当課 市民自治推進課

主な具体的事業 郷土づくり推進会議をはじめとした地域のまちづくりへの女性参画の促進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➢市内13地区の郷土づくり推進会議
及び地域活動団体（計141団体）の女
性参画比率は、目標値50.0％に対
し、43.3％（令和5年4月1日時点）だっ
た。

➢市民自治推進課から郷土づくり推
進会議の女性登用比率アップに向け
た取組について依頼をしている。
市内13地区の郷土づくり推進会議及
び地域活動団体（計141団体）の女性
参画比率は、目標値50.0％に対し、
43.1％（令和6年4月1日時点）だった。

事業の達成状況
Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➢目標値に達していない、昨年度よ
りも減少していることを加味し、評価
を「C」とする。
➢若年層の参画は徐々に増加傾向
であるので、女性参画しやすい会議
体に向けて、この流れを踏襲してい
きたい。

➢ジェンダー平等の促進に向けて、
地域のまちづくりへの女性の参画を
促すことができたため、評価を「B」と
する。
➢若年層の参画は徐々に増加傾向
であるので、女性が参画しやすい会
議体に向けて、この流れを踏襲して
いきたい。



評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣管理職の女性登用については、小
学校においては52.9％だが、中学校
においては47.4％である。全体的に
は昨年度と比べると女性管理職の登
用は横ばいだが、中学校において
は、引き続き登用アップに向けた取
組を進める必要があるため、評価を
「B」とする。

➣管理職の女性登用については、小
学校・中学校ともに50.0%となり、中学
校は昨年と比べると管理職登用が増
えた。管理職の女性登用比率が教員
の全体の男女比率と同程度になるよ
う、引き続き登用アップに向けた取組
を進める必要があるため、評価を
「B」とする。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市立小・中・特別支援学校の
教員男女比率は、男性40.9％、女性
59.1%である。また、管理職男女比
は、男性48.6％、女性51.4％である。

➣藤沢市立小・中・特別支援学校の

教員男女比率は男性42.1％、女性
57.9％である。また、管理職男女比
は、男性49.6%、女性50.4%である。

主な具体的事業 教員の能力・適性に応じた女性管理職登用の促進

実施方式

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 37

事業コード
事業名

13
議会、審議会、市職員など、市政（政治・
行政分野）への女性の参画促進 担当課 学務保健課

直接実施



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣「指揮隊」に女性職員を配置したこ
とで、現場で活動するすべての職務
で女性職員を配置できたことから、評
価を「A」としたもの。

➣女性職員に対し、総務省消防庁で
運用されている「女性消防吏員活躍
推進アドバイザー派遣」による研修を
実施できなかったため、評価を「Ｂ」と
したもの。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣女性職員の職域拡大として、令和
5年度の4月から女性職員を初めて
災害現場の指揮統制を図る「指揮
隊」に配置した。指揮隊に配置された
職員は、これまで119番通報を受ける
通信指令や救急の現場で活躍してお
り、災害活動を指揮する適性や経験
値を持ち合わせている。今後の女性
職員のキャリアビジョンのモデルケー
スになると考えている。
➣採用広報については、8月に実施
した神奈川県消防フェアにおいて、女
性職員の採用広報ブースを設け、他
市町村の女性消防職員と合同で、採
用説明や女性職員討論会を実施す
るなど、女性消防職員の更なる比率
向上を図った。

➣今後の女性職員の職域等の拡大
に向け、令和5年度から他市消防本
部への派遣について調整を行い、令
和7年度から女性職員1人が出向で
きる体制を整えることができた。
➣採用広報については、女性を対象
とした就職説明会を開催し、女性職
員3人から消防局の紹介をすること
ができた。

主な具体的事業 女性消防職員の経験・適性を生かした職域の拡大

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 38

事業コード
事業名

13
議会、審議会、市職員など、市政（政治・
行政分野）への女性の参画促進 担当課 消防総務課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年4月に、統一地方選に伴う
改選があった結果、女性議員が6人
から10人に増加した。議員定数の4
分の1以上が女性議員となり、議会
全体としても、女性議員の活躍に向
けて前向きな雰囲気があるため、よ
り一層意識啓発に取り組んでいきた
い。

➣政策・方針決定過程への女性の参
画促進に向けて、女性議員が活動し
やすい環境づくりを行うことができた
ため、評価を「B」とする。
➣令和5年4月に、統一地方選に伴う
改選があった結果、女性議員が6人
から10人に増加した。議員定数の4
分の1以上が女性議員となり、議会
全体としても、女性議員の活躍に向
けて前向きな雰囲気があるため、よ
り一層意識啓発に取り組んでいきた
い。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣全国市議会議長会から提供された
「市議会における男女共同参画の推
進に関する議員研修モデルプログラ
ムについて」の案内を議員用タブレッ
トにて掲出した。

➣藤沢市議会ハラスメントの防止に
関する条例を制定し、議員及び職員
へのパワーハラスメント、セクシュア
ルハラスメント等のハラスメントに対
して相談窓口やハラスメント調査・審
査会の設置等によって、女性議員が
活動しやすい環境づくりに寄与した。
➣令和6年11月7日に全議員対象とし
た「地方議会における多様性と女性
参画拡大について」をテーマとした研
修を実施し、女性議員が活動しやす
い環境づくりの意識啓発に寄与した。
➣全国市議会議長会から提供された
「市議会における男女共同参画の推
進に関する議員研修モデルプログラ
ムについて」の案内を議員用タブレッ
トにて掲出した。

主な具体的事業
女性議員が活動しやすい環境づくりと市政への関心を高めるための意識啓
発の促進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 39

事業コード
事業名

13
議会、審議会、市職員など、市政（政治・
行政分野）への女性の参画促進 担当課 議会局総務課



評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣今後も引き続き市内の学校に出向
き、児童に対して意識啓発を促進し
ていきたい。

➣市内のおよそ半数の公立小学校
で講義や投票体験を実施し、実施後
のアンケートで児童から概ね良好な
反応を受けている。政策・方針決定
過程への女性参画に向けて意識啓
発を図れたことから「B」評価とする。
今後も引き続き市内の学校に出向
き、より多くの児童に対して意識啓発
を促進していきたい。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣若年層への意識啓発促進のため
模擬投票などで市政への関心を高め
ている。具体的には市内の小学校
（令和5年度実施校数17校）に出向き
講義を行い、選挙の話や投票の体験
をさせ、選挙への関心を高めている。
また、講義の中で政治分野における
男女共同参画の推進に関する法律
ができたことを説明している。

➣若年層への意識啓発促進のため
模擬投票などで市政への関心を高め
ている。具体的には市内の小学校
（令和6年度実施校数17校）に出向き
講義を行い、選挙の話や投票の体験
をさせ、選挙への関心を高めている。
また、講義の中で政治分野における
男女共同参画の推進に関する法律
ができたことを説明している。

主な具体的事業 市政への関心を高めるための若年層への意識啓発の促進

実施方式

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 40

事業コード
事業名

13
議会、審議会、市職員など、市政（政治・
行政分野）への女性の参画促進 担当課 選挙管理委員会事務局

直接実施



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 41

事業コード
事業名

14
企業・団体などにおける女性登用の促
進 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 企業・団体等に向けた女性登用についての意識啓発及び情報提供の促進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣令和6年2月8日（木）に、「Ｄ＆Ｉがな
ぜ組織の成長に必要なのか？～ダ
イバーシティ＆インクルージョンの本
質に迫る～」をテーマにした講演会を
開催した。周知チラシを「勤労ふじさ
わ」に同封したほか、ふじさわＳＤＧｓ
共創パートナー制度に登録している
企業等に事業周知を行うなど、各企
業への事業周知にも努めた。

➣企業・団体等の関係者が出席する
労働問題懇話会において、女性の活
躍推進について説明を行い、関係者
への周知を図った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣企業・団体等に対し事業周知を図
るなど積極的な取組を行ったので、
評価を「Ｂ」とする。
➣今後も他課と連携を図り、啓発を
進めていく。

➣企業・団体等への情報提供を通じ
て、政策・方針決定過程への女性の
参画促進に関する意識を高めること
ができたため、評価を「B」とする。
➣講演会・セミナーの啓発事業周知
にとどまらず、企業・団体等へ周知す
る方法を検討する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 42

事業コード
事業名

14
企業・団体などにおける女性登用の促
進 担当課 産業労働課

主な具体的事業
広報等さまざまな媒体による市内企業・団体等に向けた情報提供・意識啓
発の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣毎月産業労働課にて発行している
「勤労ふじさわ」において、国が所管
している女性活躍推進サイトや助成
制度等を掲載。（毎月約1,800部発
行）
藤沢市公式LINEでも毎月配信を行っ
ている。

➣毎月産業労働課にて発行している
「勤労ふじさわ」において、国が所管
している女性活躍推進サイトや助成
制度等を掲載。（毎月約1,800部発
行）
藤沢市公式LINEでも毎月配信を行っ
ている。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市内企業及び市民に向けて、有益
な情報の発信を定期的に行うことが
でき、広く周知が図られた。引き続き
事業を継続することで、労使ともに情
報提供、意識啓発に繋げる。

➣市内企業及び市民に向けて、女性
登用の促進に関して有益な情報を定
期的に発信することができ、広く周知
が図られたため、評価を「B」とする。
引き続き事業を継続することで、労使
ともに情報提供、意識啓発に繋げ
る。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣女性を対象とした事業を、時間帯
も工夫して行うことで、女性へ新たな
学びの機会を提供することができた。
今後も女性が地域に参加し、生涯学
習を続けていけるよう事業を実施す
る。

➣サークル支援の側面も含め、女性
へ新たな学びの機会を提供すること
ができたため、評価を「A」とする。
➣今後も女性が地域に参加し、生涯
学習を続けていけるよう事業を実施
する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣女性対象事業を1公民館で1事業
実施した。
・参加者：38人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・湘南台「ナイトピラティス」38人

➣女性対象事業を3公民館で5事業
実施した。
・延べ参加者：77人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・明治「サークル体験会『シニア女性
の気軽に楽しむコーラス体験』」22
人、「マタニティ講座『妊婦さんのため
のアロマストレッチ』」9人
・長後「長後公民館サークル共催事
業　『楽しく歌う女性合唱～みんなで
奏でる楽しいハーモニー～』」12人、
「レディースバドミントン講習会」25人
・善行「サークル体験事業『高齢者女
性コーラス体験講座』」9人

主な具体的事業 女性を対象にした学習機会の提供

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 43

事業コード
事業名

15
女性のエンパワーメントのための学習の
充実 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター/市民自治推進課



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 44

事業コード
事業名

16
男女共同参画ネットワーク協力員による
事業展開 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 男女共同参画ネットワーク協力員への研修

実施方式 直接実施

変更事項

令和4年4月1日「男女共同参画ネットワーク協力員」を「ふじさわジェンダー
平等ネットワーク協力員」に名称を変更。
地域活動のなり手不足や啓発手法の変化を踏まえ、令和6年3月31日を
もって「ふじさわジェンダー平等ネットワーク協力員」を廃止。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣研修として、ジェンダー平等・男女
共同参画関連の講演会への参加に
ついて周知した。
・第３８回藤沢市人権啓発講演会
　実施日：令和5年6月2日（金）
　テーマ：ふじさわ人権文化をはぐく
むまちづくり～誰もが幸せに暮らすた
めに、私たちにできること～
・2市1町広域連携事業特別講演会
　実施日：令和5年11月22日（水）
　テーマ：当事者を政治の場へ～若
い世代・女性の政治参加促進の活動
から～
・藤沢市ジェンダー平等・男女共同参
画講演会
　実施日：令和5年2月8日（木）
　テーマ：Ｄ＆Ｉがなぜ組織の成長に
必要なのか？～ダイバーシティ＆イ
ンクルージョンの本質に迫る～

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

廃止

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣講演会への参加を通じて、ジェン
ダー平等・男女共同参画の理解を深
めることができたため、評価を「Ｂ」と
する。
➣地域活動のなり手不足や啓発手
法の変化を踏まえ、令和6年3月31日
をもって「ふじさわジェンダー平等ネッ
トワーク協力員」を廃止した。今後
は、地域における周知啓発活動の実
施手法を検討する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 45

事業コード
事業名

16
男女共同参画ネットワーク協力員による
事業展開 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 男女共同参画ネットワーク協力員と連携した啓発活動

実施方式 直接実施

変更事項

令和4年4月1日「男女共同参画ネットワーク協力員」を「ふじさわジェンダー
平等ネットワーク協力員」に名称を変更。
地域活動のなり手不足や啓発手法の変化を踏まえ、令和6年3月31日を
もって「ふじさわジェンダー平等ネットワーク協力員」を廃止。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣コロナ禍を経て、地域活動や啓発
活動の実施手法は変化してきてお
り、「ふじさわジェンダー平等ネット
ワーク協力員」の負担もある中、従来
のような啓発活動を再開することが
できなかった。

事業の達成状況
Ｄ　重点目標を踏まえた取組ができ
なかった。

廃止

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コロナ禍で休止した事業が再開で
きなかったため、評価を「D」とする。
➣地域活動のなり手不足や啓発手
法の変化を踏まえ、令和6年3月31日
をもって「ふじさわジェンダー平等ネッ
トワーク協力員」を廃止した。今後
は、地域における周知啓発活動の実
施手法を検討する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 46

事業コード
事業名

17 女性のキャリア形成支援 担当課 産業労働課

主な具体的事業 女性向けセミナーの開催

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣就労支援及び資格取得講座を実
施し、働く女性の子育てと仕事の両
立支援や、スキルアップを図った。
〇就労支援講座
・就職氷河期世代向け　1回 9人
・女性向け　1回　10人
・障がい者向け　1回　6人
・中高年齢者向け　1回　26人
〇資格取得講座
・宅地建物取引士　15人
・簿記検定3級　15人
・3級ファイナンシャル・プランニング
検定　15人
・ITパスポート　15人
・医療事務（医科）能力検定　15人

➣就労支援及び資格取得講座を実
施し、働く女性の子育てと仕事の両
立支援やスキルアップを図った。
また、令和6年度から「女性のための
デジタル事務人材育成セミナー」を新
たに実施し、ＩＴスキルの取得から就
労までのサポートを行った。
○就労支援講座
・就職氷河期世代向け　2回21人
・女性向け（子育て）　1回8人
・障がい者向け　1回12人
・中高年齢者向け　1回15回
・女性向け（プレセミナー）2回106人
・女性向け（実践セミナー）30人
○資格取得講座
・宅地建物取引士　15人
・簿記検定3級　15人
・ファイナンシャルプランナー検定3級
15人
・ＩＴパスポート　15人
・ビジネス実務法務検定試験3級　15
人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣複数の講座を実施することにより、
幅広い年齢層の女性のキャリア形成
が図られた。
➣内閣府の地域女性活躍推進交付
金を活用した女性デジタル事務人材
の育成を図る新規拡充事業の実施と
引き続き就職氷河期世代や中高年
等に焦点をあてた支援を充実させ
る。

➣複数の講座を実施することにより、
幅広い年齢層の女性のキャリア形成
が図られたため、評価を「B」とする。
➣内閣府の地域女性活躍推進交付
金を活用した「女性デジタル事務人
材育成セミナー」を令和6年度初めて
実施した。満足度の高いセミナーと
なったので、引き続き行っていきた
い。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 47

事業コード
事業名

17 女性のキャリア形成支援 担当課 産業労働課

主な具体的事業 キャリアカウンセリングの実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣個人に対する就職や転職など、
キャリア形成を支援するキャリアカウ
ンセリング「働き方相談室」を実施し
た。
毎週水曜日、木曜日、金曜日、日曜
日午前9時30分～午後5時30分　1人
1回、50分の個別相談
相談件数　302件（うちオンライン33
件）

➣個人に対する就職や転職など、
キャリア形成を支援するキャリアカウ
ンセリング「働き方相談室」を実施し
た。
毎週水曜日、木曜日、金曜日、日曜
日午前9時30分～午後5時30分　1人
1回、50分の個別相談
相談件数　304件（うちオンライン24
件）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣相談人員を増加し、様々な相談者
の悩みや考え方に寄り添い、効果的
な就労支援ができた。今後は女性相
談者限定のキャリアカウンセリングを
新たに実施することに加え、引き続き
多くの方の就労相談の場所として体
制を維持していく。

➣働きたい女性を含め、様々な相談
者の悩みや考え方に寄り添い、効果
的な就労支援ができたことから、評
価を「B」とする。引き続き多くの方の
就労相談の場所として体制を維持し
ていく。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 48

事業コード
事業名

17 女性のキャリア形成支援 担当課 産業労働課

主な具体的事業 資格取得講座の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣資格取得講座を実施し、働く女性
の子育てと仕事の両立支援や、スキ
ルアップを図った。
〇資格取得講座
・宅地建物取引士　15人
・簿記検定3級　15人
・3級ファイナンシャル・プランニング
検定　15人
・ITパスポート　15人
・医療事務（医科）能力検定　15人

➣資格取得講座を実施し、働く女性
の子育てと仕事の両立支援や、スキ
ルアップを図った。
○資格取得講座
・宅地建物取引士　15人
・簿記検定3級　15人
・ファイナンシャルプランナー検定3級
15人
・ＩＴパスポート　15人
・ビジネス実務法務検定試験3級　15
人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣複数の講座を実施することにより、
幅広い年齢層の女性のキャリア形成
が図られた。
➣内閣府の地域女性活躍推進交付
金を活用した女性デジタル事務人材
の育成を図る新規拡充事業の実施と
引き続き就職氷河期世代や中高年
等に焦点をあてた支援を充実させ
る。

➣複数の講座を実施することにより、
幅広い年齢層の女性のキャリア形成
が図られたため、評価を「B」とする。
➣引き続き内閣府の地域女性活躍
推進交付金を活用した女性デジタル
事務人材の育成を図る事業の実施と
就職氷河期世代を含む中高年や孤
独・孤立者等に焦点をあてた支援を
充実させる。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 49

事業コード
事業名

17 女性のキャリア形成支援 担当課 産業労働課

主な具体的事業 コミュニティビジネス起業セミナーや事業者見学会などの開催支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣コミュニティビジネスセミナー（男性
6人、女性6人）
2月4日　参加者12人
「自分自身の「強み」を生かす「やり
がい」としてのコミュニティビジネス」と
題したイベントを開催した。コミュニ
ティビジネスの定義や特徴を確認し、
事例紹介などを行った。
➣事例発表会（2月28日）来場者数73
人
「女性の働き方応援フェスタin湘南」と
題したイベントを開催した。各種専門
家によるビジネスに関する悩み相談
や女性起業家による働き方見本市
（ブース展示）を開いた。

➣コミュニティビジネスセミナー（男性
17人、女性9人）
2月27日・3月6日　参加者26人
「地域の課題探しと可能性：スキルと
経験と人脈で地域に貢献」と題したイ
ベントを開催した。コミュニティビジネ
スの定義や特徴を確認し、事例紹介
などを行った。
➣事例発表会（3月13日）来場者数74
人
「女性の働き方応援フェスタin湘南」と
題したイベントを開催した。各種専門
家によるビジネスに関する悩み相談
や女性起業家による働き方見本市
（ブース展示）を開いた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コミュニティビジネスセミナーや事
例発表会により目的を概ね達成した
ため、評価は「B」とする。引き続きセ
ミナーや事例発表会の開催によりコ
ミュニティビジネス事業者の支援を行
う。

➣コミュニティビジネスセミナーや事
例発表会により、創業意欲のある女
性への支援が図られたため、評価は
「B」とする。引き続きセミナーや事例
発表会の開催によりコミュニティビジ
ネス事業者の支援を行う。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 50

事業コード
事業名

17 女性のキャリア形成支援 担当課 産業労働課

主な具体的事業
コミュニティビジネス創業者や創業希望者に対する相談業務や専門家によ
る事業診断の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣コミュニティビジネス経営相談
・窓口・出張：17件（男性3、女性14
件）

➣コミュニティビジネス経営相談
・窓口・出張：12件（男性7、女性5件）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣経営相談でコミュニティビジネス創
業者や創業希望者の相談、支援等を
行ったため評価は「B」とする。引き続
きコミュニティビジネス経営相談や情
報共有を行う。

➣コミュニティビジネス創業者や創業
希望者への経営相談を通して、創業
意欲のある女性への支援が図られた
ため、評価は「B」とする。引き続きコ
ミュニティビジネス経営相談や情報共
有を行う。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 51

事業コード
事業名

17 女性のキャリア形成支援 担当課 産業労働課

主な具体的事業 事業所開設時の事業所にかかる賃借料及び改装工事費の助成

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣コミュニティビジネス事業者に対す
る賃借料等支援
・賃料補助：1件
・改装工事費補助：1件

➣コミュニティビジネス事業者に対す
る賃借料等支援
・賃料補助：1件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コミュニティビジネス支援事業補助
金に必要となる事業計画書について
事業診断を行い、賃借料等支援を
行ったため評価は「B」とする。コミュ
ニティビジネス事業者の事業所開設
時の支援を継続して取り組む。

➣昨年度にコミュニティビジネス支援
事業補助金の支援を決定した事業者
に対し、今年度も引き続き賃借料等
支援を行い、創業意欲のある女性へ
の支援が図られたため、評価は「B」
とする。コミュニティビジネス事業者
の事業所開設時の支援を継続して取
り組む。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 52

事業コード
事業名

18 女性の雇用・就労機会の促進 担当課 産業労働課

主な具体的事業 湘南合同就職面接会の開催

実施方式 補助金・負担金

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣湘南合同就職面接会を実施し、女
性の就労支援に努めた。
・実施日　1月26日
・参加者数　61人
・採用決定者　13人

➣湘南合同就職面接会を実施し、女
性の就労支援に努めた。
・実施日　1月29日
・参加者数　97人
・採用決定者　8人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣参加者数、採用決定者数ともに前
年比増となり、幅広い年齢層の求職
者に対し、効果的な就労支援を行う
ことができた。引き続き他市町とハ
ローワーク藤沢と連携を行い、求職
者、求人者双方にとって効果的な手
法を検討しながら事業計画を行う。

➣参加者数が前年度と比較し大幅に
増え、幅広い年齢層の求職者に対
し、効果的な就労支援を行うことがで
きたため、評価を「B」とする。引き続
き他市町やハローワーク藤沢と連携
を行い、求職者、求人者双方にとっ
て効果的な手法を検討しながら事業
計画を行う。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 53

事業コード
事業名

19
女性の活躍推進に関する協議の場の設
置 担当課

産業労働課/人権男女共同平
和国際課

主な具体的事業 労働問題懇話会の開催

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化等を図
るため、労働問題懇話会を開催し、
労働側委員、使用者側委員、労働関
係機関、行政側委員による労働行政
の一層の推進に向けた協議を行っ
た。
実施日：11月22日、3月4日

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化等を図
るため、労働問題懇話会を開催し、
労働側委員、使用者側委員、労働関
係機関、行政側委員による労働行政
の一層の推進に向けた協議を行っ
た。
実施日：8月21日、3月18日

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができた。今後も女性活躍推進に
関する協議の場として、労働問題懇
話会を開催する。

➣令和6年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができたため、評価を「B」とする。
今後も女性活躍推進に関する協議
の場として、労働問題懇話会を開催
する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 54

事業コード
事業名

20
職場におけるハラスメント等防止に向け
た労働関連法規の遵守についての情報
提供

担当課 産業労働課

主な具体的事業 職場におけるハラスメント防止に向けた周知・啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣勤労ふじさわを発行し、様々なハラ
スメント防止に向けて事業主・労働者
への意識向上を図った。
5月号・11月号（各月約1,800部発行）

➣勤労ふじさわを発行し、様々なハラ
スメント防止に向けて事業主・労働者
への意識向上を図った。
6月号・11月号（各月約1,800部発行）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣勤労ふじさわにて職場におけるハ
ラスメント防止に向けて、事業主や労
働者へ周知、啓発が図られた。今後
も引き続き、勤労ふじさわ等で周知・
啓発を行っていく。

➣勤労ふじさわにて職場におけるハ
ラスメント防止に向けて、事業主や労
働者へ周知、啓発が図られたため、
評価を「B」とする。今後も引き続き、
勤労ふじさわ等で周知・啓発を行って
いく。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 55

事業コード
事業名

21 女性の労働相談体制の充実 担当課 産業労働課

主な具体的事業 一般労働相談の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣社会保険労務士による労働相談を
行った（火：市民相談情報課、土：Ｆプ
レイス）
なお、毎月第2土曜日は女性の社会
保険労務士が相談に対応し、女性の
労働相談体制の充実を図った。
101回実施、相談人数延べ242人（う
ち女性161人）

➣社会保険労務士による労働相談を
行った（火：市民相談情報課、土：Ｆプ
レイス）
なお、毎月第2土曜日は女性の社会
保険労務士が相談に対応し、女性の
労働相談体制の充実を図った。
97回実施、相談人数延べ260人（うち
女性157人）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣女性ならではの相談について、女
性の社会保険労務士による相談日
の設定により、女性相談者の相談内
容の充実が図られた。女性相談者が
全体の相談者の半数以上を占めた
ため、評価は「B」とする。引き続き相
談体制の確保に努める。

➣女性ならではの相談について、女
性の社会保険労務士による相談日
の設定により、女性相談者の相談内
容の充実が図られたため、評価を
「B」とする。女性相談者が全体の相
談者の半数程度を占めたため、評価
は「B」とする。引き続き相談体制の
確保に努める。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 56

事業コード
事業名

21 女性の労働相談体制の充実 担当課 産業労働課

主な具体的事業 街頭労働相談会の開催

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣かながわ労働センター湘南支所及
び社会保険労務士会と街頭労働相
談を実施した。
実施日：Mr.MAX湘南藤沢店5月11
日・辻堂駅5月16日・藤沢駅10月31
日・湘南台駅11月6日
相談人数延べ286人（うち女性192
人）

➣かながわ労働センター湘南支所及
び社会保険労務士会と街頭労働相
談を実施した。
実施日：辻堂駅5月16日・藤沢駅6月
20日・辻堂駅10月31日・湘南台駅11
月19日
相談人数延べ399人（うち女性249
人）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年から開催場所を1か所増やし
ての開催となった。女性相談者が全
体相談者の半数以上を占めたため、
評価は「B」とする。今後も引き続き街
頭労働相談を実施する。

➣女性相談者が全体相談者の半数
以上を占めたため、評価は「B」とす
る。今後も引き続き街頭労働相談を
実施する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 57

事業コード
事業名

22 国・県などの労働関係機関との連携 担当課 産業労働課

主な具体的事業 かながわ労働センター湘南支所との連携

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化などを
図るため、労働問題懇話会を開催
し、労働側委員、使用者側委員、労
働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を
行った。
実施日：11月22日、3月4日
➣かながわ労働センター湘南支所と
の共催で、企業向け労務管理セミ
ナーを実施した。
実施日：12月7日第1部「労使トラブル
を防ぐ就業規則見直しのポイント～
最新の法改正のおさらいとイキイキ
とした職場作りをめざして～」
12月1日第2部「シフト制労働者の適
切な雇用管理について～厚生労働
省の留意事項を踏まえた実務ポイン
ト～」
参加者　第1部・第2部　39人

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化などを
図るため、労働問題懇話会を開催
し、労働側委員、使用者側委員、労
働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を
行った。
実施日：8月21日、3月18日
➣かながわ労働センター湘南支所と
の共催で、企業向け労務管理セミ
ナーを実施した。
実施日：12月10日第1部「育児・介護
休業法の改正に向けた実務ポイント
～働き方改革関連法等のおさらいと
働きやすい職場をめざして～」
12月10日第2部「フリーランス新法の
概要と企業に求められる実務ポイン
ト」
参加者　第1部53人
　　　　　 第2部43人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣かながわ労働センター湘南支所と
連携し、労働問題懇話会や労務管理
セミナーを今年度も継続して実施した
ことにより、労働問題に係る諸問題
等の意見交換や知識を深めることが
できたため、評価は「B」とする。今後
も連携し、労働・雇用問題等の協議
や企業向けのセミナーを実施する。

➣かながわ労働センター湘南支所と
連携して事業を実施したことにより、
労働問題に係る諸問題等の意見交
換や知識を深めることができ、女性
労働施策を円滑に推進することがで
きたため、評価は「B」とする。今後も
連携し、労働・雇用問題等の協議や
企業向けのセミナーを実施する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 58

事業コード
事業名

22 国・県などの労働関係機関との連携 担当課 産業労働課

主な具体的事業 湘南地域雇用対策推進協議会に参加

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣湘南地域雇用対策協議会は、藤
沢・平塚・小田原・松田公共職業安定
所管内における地方公共団体、経済
団体等と公共職業安定所との雇用問
題に関する相互の連携を図るため、
例年開催されている
・開催日　5月29日
・出席団体　地方公共団体：9　公共
職業安定所：4　経済団体等：7
・議題として最近の雇用失業情勢、
神奈川労働局の行政運営方針、各
機関の雇用対策について報告が行
われ、出席者間で意見交換を実施、
情報の共有を行った。

➣湘南地域雇用対策協議会は、藤
沢・平塚・小田原・松田公共職業安定
所管内における地方公共団体、経済
団体等と公共職業安定所との雇用問
題に関する相互の連携を図るため、
例年開催されている
・開催日　5月27日
・出席団体　地方公共団体：9　公共
職業安定所：4　経済団体等：7
・議題として最近の雇用失業情勢、
神奈川労働局の行政運営方針、各
機関の雇用対策について報告が行
われ、出席者間で意見交換を実施、
情報の共有を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣近隣の管内における最近の雇用
情勢や神奈川労働局の方針などを
確認することができた。
➣労働関係機関において広く情報共
有を行うことは、本市における施策の
実施においても参考になることから、
今後も継続して参加する。

➣女性労働施策の円滑な推進に向
け、近隣の管内における最近の雇用
情勢や神奈川労働局の方針などを
確認することができたため、評価を
「B」とする。
➣労働関係機関において広く情報共
有を行うことは、本市における施策の
実施においても参考になることから、
今後も継続して参加する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 59

事業コード
事業名

23
NPOなど市民活動への支援、情報提供
と連携 担当課 市民自治推進課

主な具体的事業 市民活動推進委員会の運営

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣学識経験者や市民活動関係者、
公募市民等の委員が、それぞれの
知見や立場から、市民活動推進計画
に基づく取組、市民活動支援施設等
の運営、ミライカナエル活動サポート
事業について審議を行い、市民活動
の推進が図られた。
➣議題に応じてWeb会議システムを
活用し、平日夜間の時間帯の開催回
にあっても出席しやすい会議運営を
行った。（年9回・内4回はWeb会議に
よる開催）

➣学識経験者や市民活動関係者、
公募市民等の委員が、それぞれの
知見や立場から、市民活動推進計画
に基づく取組、市民活動支援施設等
の運営、ミライカナエル活動サポート
事業について審議を行い、市民活動
の推進が図られた。
➣議題に応じてWeb会議システムを
活用し、平日日中の時間帯の開催回
にあっても出席しやすい会議運営を
行った。（年10回・内6回はWeb会議
による開催）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市民活動推進に係る活発な意見
交換が行われ、取組に活かされたこ
とから、評価を「B」とする。
➣今後もｗｅｂ会議システムを積極的
に活用するほか、令和6年度からは、
議題に応じて、開催の時間帯を夜間
から日中に変更し、参画する委員の
負担軽減を図る。

➣市民活動推進に係る活発な意見
交換が行われ、取組に活かされたこ
とから、評価を「B」とする。
➣令和7年度は市民活動推進計画の
改定に関する審議が増えてくること
から、ｗｅｂ会議システムなどデジタル
技術を積極的に活用することなどに
より効率的な議事運営を図る。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 60

事業コード
事業名

23
NPOなど市民活動への支援、情報提供
と連携 担当課 市民自治推進課

主な具体的事業 市民活動支援施設の管理運営

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣アフターコロナの環境下で、多くの
団体にとって活動しやすい環境が
戻ってきているため、団体がより存在
感を持てるよう、発信力の強化や情
報発信に関する講座を多く開催し
た。（市民活動に関する学習機会の
開催　市民活動推進センター6回、市
民活動プラザむつあい2回）
➣施設設備の活用方法や施設の登
録に関する相談のほかITに関連する
相談、市民活動団体に対する助成金
に関する相談など、計463件の相談
に対応し、市民活動団体のより活発
な活動に寄与した。また、継続して相
談を受けている団体については、特
定の分野に関する相談のみならず、
活動全体の伴走的な支援を行った。

➣市民活動団体が地域の中で力を
発揮していけるよう、広報力の強化と
広報機会の提供に関する講座を多く
開催した。（市民活動に関する学習
機会の開催　市民活動推進センター
4回、市民活動プラザむつあい2回）
➣NPO法人の設立相談、施設設備
の活用方法や施設の利用登録に関
する相談、ITに関連する相談の他、
団体の活動場所として利用する市民
の家や市民センターの予約方法に関
する相談など、計545件の相談に対
応し、市民活動団体のより活発な活
動に寄与した。また、継続して相談を
受けている団体については、特定の
分野に関する相談のみならず、活動
全体の伴走的な支援を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市民活動団体の情報発信力を高
めるための講座を多く開講すること
で、団体の広報活動を促進したため
評価を「B」とする。
➣勢いを取り戻しつつある市民活動
団体の活動を支援するため、講座や
相談等の手段を用いて、団体の活動
に有用な支援を続けていく。

➣市民活動団体の情報発信力を高
めるための講座を多く開講すること
で、団体の広報活動を促進したため
評価を「B」とする。
➣市民活動団体の活動を支援する
ため、講座や相談等の手段を用い
て、団体の活動に有用な支援を続け
ていく。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 61

事業コード
事業名

23
NPOなど市民活動への支援、情報提供
と連携 担当課 市民自治推進課

主な具体的事業 市民活動団体を支援する制度の実施（ミライカナエル活動サポート事業）

実施方式 補助金・負担金

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市民活動団体の提案事業を支援
する「ミライカナエル活動サポート事
業」により、審査選考を経て採択され
た11団体に対し、補助金交付や伴走
支援等、団体の成長段階に応じたサ
ポートを行った。
➣補助金・交付金の交付
【スタート支援コース】5団体
【ステップアップ支援コース】3団体
【協働コース】3団体（行政との協働1
団体・行政以外との協働2団体）
➣事業実施へのサポート
・スタート支援コース・ステップアップ
支援コース対象団体に対し、伴走支
援講座及び相談会を実施。
・協働コース対象団体に対し、定期的
な進捗状況ヒアリングと協働コーディ
ネーターによる事業調整等を実施。

➣市民活動団体の提案事業を支援
する「ミライカナエル活動サポート事
業」により、審査選考を経た6団体に
対し、補助金交付や伴走支援等、団
体の成長段階に応じたサポートを
行った。
➣補助金・交付金の交付
【スタート支援コース】3団体
【ステップアップ支援コース】1団体
【協働コース】2団体（行政との協働2
団体）
➣事業実施へのサポート
・スタート支援コース・ステップアップ
支援コース対象団体に対し、伴走支
援講座及び相談会を実施。
・協働コース対象団体に対し、定期的
な進捗状況ヒアリングと協働コーディ
ネーターによる事業調整等を実施。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣団体の成長段階に応じた側面的
支援の結果、全ての採択事業の実
施が完了したため、評価を「B」とす
る。
➣令和6年度も広く申請団体を募集
し、審査選考を経て採択団体に対す
る支援を行う。

➣6団体に対し、団体の成長段階に
応じた側面的支援を行った結果、事
業が完了したため、評価を「B」とす
る。
➣令和7年度もスタート支援コース・
ステップアップ支援コースへの申請を
募集し、補助金交付等の支援を行
う。協働コースについては、募集を一
時停止し、共創を推進する部署との
事業整理を行う。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 62

事業コード
事業名

23
NPOなど市民活動への支援、情報提供
と連携 担当課 市民自治推進課

主な具体的事業 NPO法人の設立認証事務

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内のみに事務所を有する特定
非営利活動法人数は、令和6年3月
31日時点で199法人となった。
➣令和5年度の認証事務等の件数
は、設立の認証6件、役員の変更届
97件、定款の変更の認証11件、定款
の変更の届出1件、解散の届出7件
であった。

➣市内のみに事務所を有する特定
非営利活動法人数は、令和7年3月
31日時点で188法人となった。
➣令和6年度の認証事務等の件数
は、設立の認証3件、役員の変更届
96件、定款の変更の認証3件、定款
の変更の届出5件、解散の届出5件
であった。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣NPO法人の設立や新規事業の展
開のための定款変更に係る相談が
あり、認証手続き業務を行った。
➣事業の停滞や会員の高齢化によ
る解散の相談、届出もあったが、今
後もまちづくりの担い手であるNPO法
人との協働の推進のため、NPO法人
に係る設立認証事務を実施する。

➣NPO法人の設立認証等事務を通
して、NPO法人運営の支援等に寄与
することができたため、「B」評価とす
る。
➣今後も、まちづくりの担い手である
NPO法人との協働の推進のため、
NPO法人に係る設立認証事務を実
施する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 63

事業コード
事業名

24
ジェンダー平等についての情報提供、学
習機会・学習相談の充実 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 情報紙の発行やホームページ等での情報提供

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市民編集員による企画・編集によ
り、ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」を年
2回（6月、1月）発行した。
➣HPで最新号及びバックナンバーを
掲載を行うとともに、市公式LINEアカ
ウントを通して周知を図った。

➣市民編集員が企画・編集を行い、
ジェンダー平等・男女共同参画に関
するWeb記事「かがやけ地球」を年2
回（6月、1月）発行した。
➣HPで最新号及びバックナンバーの
掲載を行うとともに、市公式LINEアカ
ウントを通して周知を図った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣セクシュアルマイノリティや女性活
躍をテーマにする等、ジェンダーに関
する幅広い情報を市民に提供できた
ため、評価を「B」とする。
➣Web記事に留まらず、ジェンダー平
等推進週間や国際女性の日のパネ
ル展示に活用するなど、幅広く啓発
に役立てていく。

➣男性育休や女性活躍をテーマにす
る等、ジェンダーに関する幅広い情
報を市民に提供し、地域における
ジェンダー平等の推進に寄与したた
め、評価を「B」とする。
➣Web記事の内容をジェンダー平等
推進週間や国際女性の日のパネル
展示や、図書館での関連図書展示
の際に掲示するなど、地域での啓発
に活用する。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣さまざまな媒体を用いることで、幅
広い周知を図った。情報の発信形式
の改善や、SNSの活用も視野に入れ
て、今後も情報提供の充実を図って
いく。

➣生涯学習に関する情報提供の充
実により、ジェンダー平等社会を支え
る市民活動の育成・支援につながっ
たことから、評価を「A」とする。
➣引き続き多様な媒体を活用した学
習情報の発信により、学習相談機能
の充実や学びのきっかけとなる機会
の提供を図る。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣広報ふじさわやインターネット等の
媒体を通じて、各公民館の事業や生
涯学習活動推進室に関する情報を
周知していった。
　公民館登録サークル情報について
は、各公民館窓口や藤沢市のホーム
ページで公開するなどして伝達を
行った。

➣ホームページやSNSなどのWeb媒
体や広報ふじさわなど、多様な媒体
を活用し、公民館及び生涯学習大学
の事業・講座などの学習情報を発信
した。
　公民館登録サークル情報について
は、各公民館及び生涯学習総務課
において案内する他、市ホームペー
ジにも公開している。

※「生涯学習活動推進室」は令和5年
度をもって閉室した。同室で行ってい
た生涯学習事業については、生涯学
習総務課で実施する。

主な具体的事業 生涯学習に関する情報の提供

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 64

事業コード
事業名

24
ジェンダー平等についての情報提供、学
習機会・学習相談の充実 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣学習相談の件数が減少している
が、相談内容の検証やホームペー
ジ、Youtubeチャンネルを活用した講
座情報の提供を推進した結果と捉え
ている。今後も幅広く学ぶ機会の提
供に努める。

➣学習相談の充実により、ジェン
ダー平等社会を支える市民活動の育
成・支援に寄与したことから、評価を
「B」とする。
➣ホームページやSNSなどのWeb媒
体を活用した効果的な情報提供に努
める。より多くの生涯学習情報を収
集・ストックすることについても課題で
ある。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣生涯学習活動推進室にて人材、団
体、事業、施設、資格等様々な情報
の提供や、学習方法の助言や講座、
講師、サークル、施設案内等につい
てジェンダー平等・男女共同参画を
含めた市民の様々な学習相談に対
応した。
・学習相談件数：64件

➣生涯学習に関するさまざまな問い
合わせや相談に対し、庁内や関係機
関の講座・イベントや施設、サークル
活動等をはじめとした生涯学習情報
を提供するとともに、学習方法に関す
るサポートを行った。

学習相談件数：46件

※「生涯学習活動推進室」は令和5年
度をもって閉室した。同室で行ってい
た生涯学習事業については、生涯学
習総務課で実施する。

主な具体的事業 学習相談の充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 65

事業コード
事業名

24
ジェンダー平等についての情報提供、学
習機会・学習相談の充実 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣計画どおり事業を実施することが
できた。今後は市関係課等との連携
を強化し、市民ニーズに見合った事
業展開を図る。

➣生涯学習事業の実施により、ジェ
ンダー平等社会を支える市民活動の
育成・支援につながったことから、評
価を「A」とする。
➣生涯学習講座については、時代の
ニーズに合った講座メニューの選定
や、さまざまな媒体を活用した情報発
信などを行う。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市民が「いつでも、どこでも、だれ
でも」学びたいことを学び、その成果
を一人ひとりの暮らしや地域生活の
場面に生かすことで、人生をより豊か
なものにすることを目的として生涯学
習活動推進室を運営した。
事業数：8事業/参加者数：638人
サロン利用者数：延べ409人

➣各種団体・機関や庁内各課と連携
し、地域活動や藤沢の魅力再発見な
どをテーマとした生涯学習講座を開
催した。

講座数：8講座/参加者数：565人

主な具体的事業 藤沢市生涯学習活動推進室（フラッポ）を通じた支援

実施方式 直接実施

変更事項
「生涯学習活動推進室」は令和5年度をもって閉室した。同室で行っていた
生涯学習事業については、生涯学習総務課で実施する。

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 66

事業コード
事業名

24
ジェンダー平等についての情報提供、学
習機会・学習相談の充実 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣今後も引き続き、人材バンク登録
講師の積極的な活用を推進する。あ
わせて、全ての講師登録者との面談
を行い、講師としての活動経験から
のフィードバックを得るなどにより、事
業の制度充実を図る。

➣「湘南ふじさわ学びネット」を通じて
人材の発掘・支援を行ったことによ
り、ジェンダー平等社会を支える市民
活動への参加を促すことができたこ
とから、評価を「A」とする。
➣人材バンク制度について、各種イ
ベントなどの機会を捉えて周知を行
い、講座機会の提供につなげる。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣生涯学習大学で人材バンク登録
講師を起用した「ふらっとフラッポ」、
「講師紹介・体験会」などを開催し、
人材バンク登録者の積極的な活用を
推進した。
・人材バンク登録件数：255件
　（個人）219人（団体）36団体
・人材バンク利用件数：83件

➣生涯学習人材バンクの市民講師
による体験講座「ふらっとフラッポ」、
講師体験会を開催した。
　あわせて、デジタル作品展示（活動
内容紹介）、講師紹介動画を市ホー
ムページなどに公開した。
　また、市民講師に対する面談・ミニ
講座を行い、講座内容及びスキルの
確認や、制度に対する意見・要望な
どを聴取した。
　

人材バンク登録件数：210件
（個人）180件、（団体）30件
人材バンク利用件数：76件

主な具体的事業 生涯学習人材バンク「湘南ふじさわ学びネット」の運営

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 67

事業コード
事業名

25 人材登録制度の充実 担当課 生涯学習総務課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣今後も引き続き、人材バンク登録
講師の積極的な活用を推進する。あ
わせて、全ての講師登録者との面談
を行い、講師としての活動経験から
のフィードバックを得るなどにより、事
業の制度充実を図る。

➣人材バンク登録講師への支援を
行ったことにより、ジェンダー平等社
会を支える市民活動への参加を促す
ことができたことから、評価を「A」とす
る。
➣人材バンク制度について、各種イ
ベントなどの機会を捉えて周知を行
い、講座機会の提供につなげる。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣生涯学習大学で人材バンク登録
講師を起用した「ふらっとフラッポ」、
「講師紹介・体験会」などを開催し、
人材バンク登録者の積極的な活用を
推進した。
・人材バンク登録件数：255件
　（個人）219人（団体）36団体
・人材バンク利用件数：83件

➣生涯学習人材バンクの市民講師
による体験講座「ふらっとフラッポ」、
講師体験会を開催した。
　あわせて、デジタル作品展示（活動
内容紹介）、講師紹介動画を市ホー
ムページなどに公開した。
　また、市民講師に対する面談・ミニ
講座を行い、講座内容及びスキルの
確認や、制度に対する意見・要望な
どを聴取した。
　

人材バンク登録件数：210件
（個人）180件、（団体）30件
人材バンク利用件数：76件

主な具体的事業 藤沢市生涯学習活動推進室（フラッポ）を通じた支援

実施方式 直接実施

変更事項
「生涯学習活動推進室」は令和5年度をもって閉室した。同室で行っていた
生涯学習事業については、生涯学習総務課で実施する。

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 68

事業コード
事業名

25 人材登録制度の充実 担当課 生涯学習総務課



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 69

事業コード
事業名

26
地域コミュニティにおける世代間交流の
促進 担当課 市民自治推進課

主な具体的事業 郷土づくり推進会議への多世代参画の促進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➢令和5年度は委員改選がなく、会
議体への参画はなし。令和6年度の
委員改選に向けて、多世代参画が実
現できるよう、運用の手引きの更新
や募集方法の再検討を行った。

➢令和6年度郷土づくり推進会議公
募委員改選にあたり、藤沢市公式
LINEセグメント配信やチーム
FUJISAWA2020ウェブサイトでの情
報発信など、積極的な広報手段を講
じるとともに、令和4年度に引き続き
電子申請による応募受付を行い、既
存手段では情報が届かない又は応
募がしにくいと想定される新規層の
取り込みを行うことで、多世代参画の
促進を図った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➢令和5年度は委員改選がなく、多
世代の会議への参画は見込めな
かった。委員改選に向けての準備を
進める年として、事務の部分で充実
した取組ができたため、評価を「B」と
した。

➣地域におけるジェンダー平等の推
進に向けて、多様な市民の地域参加
の促進を図ることができたため、評価
を「B」とする。
➣令和8年度改選に向けて更なる若
年層の取り込みを図るべく、令和6年
度新たに着手した取組についてアン
ケートを実施し、次回改選の参考と
する。
※人権男女共同平和国際課での評
価基準の変更により、事業の達成状
況は定性評価としている。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣幅広い属性の市民を対象に事業
を展開することで、世代や地域の交
流のきっかけを作ることができた。今
後もさまざまな事業を通じ、従来の利
用者以外も含めた多くの市民間のつ
ながりを高めていくように事業を実施
していく。

➣幅広い属性の市民を対象に事業
を展開することで、従来の利用者以
外も含めた多くの世代や地域の交流
のきっかけを作ることができたため、
評価を「A」とする。
➣今後も地域活動や世代間交流が
促進されるようにさまざまな事業を実
施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣地域活動の促進を目的に、公民館
活動へ参加しにくい層を対象に6公
民館で7事業を実施した。
・参加者：延べ1,183人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・明治「中高生講座「初めての韓国～
バーチャルトリップとスナック・泥コス
メ体験」」71人
・藤沢「日本語教室」473人、「身障者
俳句講座」109人、「身障者短歌講
座」54人
・大庭「サークル連絡会共催事業「盆
踊りを踊りませんか？」」55人
・六会、長後、湘南台「サウンドテー
ブルテニス(施設開放事業）」273人
・湘南台「ＭＩＮＴＯＭＯにほんごきょう
しつ」148人

➣地域活動の促進を目的に、公民館
活動へ参加しにくい層を対象に8公
民館で10事業を実施した。
・参加者：延べ588人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・明治「中高生講座『保寧市の中高生
とオンライントーク～初めての韓国
Vol.2』」71人
・藤沢「日本語教室」82人、「韓国教
室～韓国語と文化を学ぼう～」41人、
「中国家庭料理教室～水餃子を皮か
らつくってみよう！～」16人、「認知症
サポーター養成講座」29人
・村岡「バスケしよう！～楽しく速く上
手く～中学生のためのプロ選手によ
るクリニック」15人
・六会、長後、湘南台「サウンドテー
ブルテニス(施設開放事業）」193人
・善行「1日限定！『ぜんぎょう夜　Caf
é』」15人
・湘南台「ＭＩＮＴＯＭＯにほんごきょう
しつ」107人、「はじめてのえんぴつ
画」19人

主な具体的事業 地域活動を促進するための講座の開催や世代間交流、協働活動の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 70

事業コード
事業名

26
地域コミュニティにおける世代間交流の
促進 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 71

事業コード
事業名

27
学校・家庭・地域の連携強化、PTA活動
への支援 担当課 教育総務課

主な具体的事業
中学校区を基本とした15の地域協力者会議の開催等を通じた地域課題の
協議

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市が「学校・家庭・地域連携推進会
議会長会」に業務委託し、各地域協
力者会議（15会議）が事業の実施母
体となって、各会議において子どもた
ちのための取組について協議した。
➣学校運営協議会と地域学校協働
本部との連携、今後の効果的な進め
方について協議した。
・会議開催：93回（参加者：延べ1,472
人）

➣市が「学校・家庭・地域連携推進会
議会長会」に業務委託し、各地域協
力者会議（15会議）が事業の実施母
体となって、各会議において子どもた
ちのための取組について協議した。
➣学校運営協議会と地域学校協働
本部との連携、今後の効果的な進め
方について協議した。
・会議開催：127回（参加者：延べ
2,100人）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣地域課題の共有や協議ができた
ため、評価は「Ｂ」とする。
➣今後も各地域の特性に応じた継続
した協議が必要であり、地域課題の
共有、解決に向けた方策を検討す
る。

➣地域課題の共有や協議ができた
ため、評価は「Ｂ」とする。
➣今後も各地域の特性に応じた継続
した協議が必要であり、地域課題の
共有、解決に向けた方策を検討す
る。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 72

事業コード
事業名

27
学校・家庭・地域の連携強化、PTA活動
への支援 担当課 教育総務課

主な具体的事業 各地区の特徴を生かした事業の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各地域協力者会議（15会議）にお
いて事業を計画し、実施した。
・事業数：152事業（参加者：延べ
14,920人）
・ようこそ先輩in湘南台（湘南台地域
協力者会議）
・遠足、社会科見学支援（片瀬地区
青少年支援フォーラム）
・ふれあい広場（長後共育フォーラ
ム）
・大人からの「あいさつ・声かけ運動」
（御所見地区ふれあい共育ネット
ワーク）
・さつまいも堀りとコスモス狩り（秋葉
台サンシャイン）
・アジサイまつり（大清水心のかけは
し会）
・親子でふじキュンダンスを踊ろう（湘
南大庭地区子どもサポート会議）
・Yワイフェスタ2023（鵠沼ふれあいト
ライアングル）ほか

➣各地域協力者会議（15会議）にお
いて事業を計画し、実施した。
・事業数：308事業（参加者：延べ
15,833人）
・ようこそ先輩in湘南台（湘南台地域
協力者会議）
・遠足付き添い支援（片瀬地区青少
年支援フォーラム）
・ふれあいコンサート（長後共育
フォーラム）
・大人からの「あいさつ・声かけ運動」
（御所見地区ふれあい共育ネット
ワーク）
・農作物体験事業（田植え）（遠藤地
区青少年育成協力会）
・アジサイまつり（大清水心のかけは
し会）
・夏休み特別事業「ふじキュンダンス
を踊ろう」（湘南大庭地区子どもサ
ポート会議）
・ミシンボランティア（鵠沼ふれあいト
ライアングル）ほか

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各地区の工夫により事業実施がで
きたため、評価は「B」とする。
➣今後も各地区の特徴を生かした事
業の実施のため各地区で検討・協議
する。

➣各地区の工夫により事業実施がで
きたため、評価は「B」とする。
➣今後も各地区の特徴を生かした事
業の実施のため各地区で検討・協議
する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 73

事業コード
事業名

27
学校・家庭・地域の連携強化、PTA活動
への支援 担当課 教育総務課

主な具体的事業 PTA育成事業の充実

実施方式 補助金・負担金

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「藤沢の子どもたちのためにつな
がる会」への活動支援とともに、同会
と連携し、ＰＴＡ等組織活動に資する
取組を展開した。
➣全校の保護者と教職員がつながる
交流会を開催できた。
➣各校PTA等の活動支援として、情
報交換会の開催や活動アンケート調
査の実施などができた。
➣学校給食課との共催による中学校
給食試食会の開催ができた。

➣「藤沢の子どもたちのためにつな
がる会」への活動支援とともに、同会
と連携し、ＰＴＡ等組織活動に資する
取組を展開した。
➣全校の保護者と教職員がつながる
交流会を開催できた。
➣各校PTA等の活動支援として、情
報交換会の開催や活動アンケート調
査の実施などができた。
➣学校給食課との共催による中学校
給食試食会の開催ができた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣PTA等組織の育成につながる各種
事業が実施できたため、評価は「B」
とする。
➣PTA等組織の役員は毎年度変更
になることも多いことから、今後も継
続した事業実施をする中で、有効な
実施手法について検討する。

➣PTA等組織の育成につながる各種
事業が実施できたため、評価は「B」
とする。
➣PTA等組織の役員は毎年度変更
になることが多く、、またPTA組織自
体が解散になる学校も増えているこ
とから、今後も継続した事業実施を
する中で、有効な実施手法について
検討する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 74

事業コード
事業名

27
学校・家庭・地域の連携強化、PTA活動
への支援 担当課 教育総務課

主な具体的事業 PTA役員研修会の開催

実施方式 補助金・負担金

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内ＰＴＡ等組織に対して、湘南三
浦教育事務所が主催する「人権教育
研修会」や「湘三地区PTA人権セミ
ナー」など様々な研修会等を周知し、
人権・ジェンダー平等の促進に努め
た。
➣PTA等活動のための研修会を開
催し、PTA等活動についての理解を
深めるとともに、参加者間による情報
交換や悩みの共有をすることができ
た。

➣市内ＰＴＡ等組織に対して、湘南三
浦教育事務所が主催する「人権教育
研修会」や「湘三地区PTA人権セミ
ナー」など様々な研修会等を周知し、
人権・ジェンダー平等の促進に努め
た。
➣PTA等活動のための研修会を開
催し、PTA等活動についての理解を
深めるとともに、参加者間による情報
交換や悩みの共有をすることができ
た。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣様々な手法を用いて人権・ジェン
ダー平等意識の啓発活動が実施で
きたため、評価は「B」とする。
➣PTA等組織の役員は毎年度変更
になることも多いことから、今後も継
続した事業実施をする中で、有効な
実施手法について検討する。

➣様々な手法を用いて人権・ジェン
ダー平等意識の啓発活動が実施で
きたため、評価は「B」とする。
➣PTA等組織の役員は毎年度変更
になることが多く、、またPTA組織自
体が解散になる学校も増えているこ
とから、今後も継続した事業実施を
する中で、有効な実施手法について
検討する。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣子育て世代が今後も事業に参加
できるように、これからも保育つき事
業の取組を継続していく。

➣保育つき事業の実施により、子育
て中の市民の地域参加を促進できた
ことから、評価を「A」とする。
➣子育て世代の事業参加を促せるよ
うに、今後も保育つき事業の取組を
継続していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣保育つき事業を13公民館中10館
で実施した。

➣保育つき事業を13公民館中1１館
で実施した。

主な具体的事業 各種事業開催における保育つき事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 75

事業コード
事業名

28
保育つき事業の促進と保育者活動への
支援 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年に比べて参加者数が増加し
た。この事業によって保育つき事業
を今後も推進していけるよう、今後も
実施を続けていく。

➣前年に比べて実施回数、参加者数
ともに減少したため、評価を「B」とす
る。
➣保育つき事業をこれからも推進し
ていけるよう、今後も本事業の実施
を続けていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣公民館所属の保育ボランティアを
対象に、3公民館で研修会等を実施
した。
・参加者：延べ59人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・明治「保育ボランティア育成事業」
21人
・辻堂「保育ボランティア研修会」31
人
・御所見「保育ボランティア養成講
座」7人

➣公民館所属の保育ボランティアを
対象に、2公民館で研修会等を実施
した。
・参加者：延べ8人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・片瀬「保育ボランティア養成講座
『子ども好きな方お待ちしてます！』」
6人
・明治「保育ボランティア育成事業」2
人

主な具体的事業 保育ボランティア研修会の開催

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 76

事業コード
事業名

28
保育つき事業の促進と保育者活動への
支援 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



事業の達成状況
Ｄ　重点目標を踏まえた取組ができ
なかった。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣今後は子ども家庭課と連携し、保
育に関する講習会等の情報を保育
ボランティアへ提供していく。

➣情報提供により、保育つき事業を
支える保育ボランティア活動を支援
できたことから、評価を「A」とする。
➣引き続き関係課と連携し、今後も
保育に関する講習会等の情報を保
育ボランティアへ提供していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣保育ボランティアのスキルアップを
目的として実施してきたが、他課の講
習と内容が重複する面があったこと
を踏まえ、令和5年度から開催を見合
わせることとした。

➣子ども家庭課と連携し、保育に関
する講習会等の情報を保育ボラン
ティアへ提供した。

主な具体的事業 保育者セミナーの開催

実施方式 直接実施

変更事項
他課の講習と重複する面があったことを踏まえ、令和5年度から開催を見合
わせ、保育に関する講習会等の情報を保育ボランティアへ提供することとし
た。

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 77

事業コード
事業名

28
保育つき事業の促進と保育者活動への
支援 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和6年度においては、推奨期限
を踏まえた入れ替えの必要性がない
ため、令和7年度以降の整備計画を
検討する。

➣事業の実施により、ジェンダー平
等に配慮した防災備蓄資機材の整
備ができたため、評価を「A」とする。
今後については、在庫管理の中で推
奨期限や梱包状態等を点検しつつ、
必要に応じて入れ替え等を実施して
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市地域防災計画においては、
避難対策に「男女双方の視点、ジェ
ンダー平等に配慮した生活環境の確
保」を掲げ、ジェンダー平等意識が反
映されている。
また、防災備蓄資機材整備計画に加
えていた生理用品については、令和
4年度末までに備蓄率100％を達成。
令和5年度においては、推奨期限及
び梱包状態を踏まえて入れ替えを実
施した。

➣藤沢市地域防災計画においては、
避難対策に「男女双方の視点、ジェ
ンダー平等に配慮した生活環境の確
保」を掲げ、ジェンダー平等意識が反
映されている。
　また、防災備蓄資機材整備計画に
位置づけている生理用品について
は、令和4年度末までに備蓄率100％
を達成した。

主な具体的事業 地域防災計画の策定及び調整へのジェンダー平等意識の反映

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 78

事業コード
事業名

29
自主防災組織、消防団活動の充実強化
に向けたジェンダー平等の促進 担当課 防災政策課



事業の達成状況
Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣藤沢市防災会議委員は、各団体
の役職者が選任されている。会議に
おいては、ジェンダー平等に係る資
料配付とともに説明も行ってきた。今
後も、より女性委員を選出しやすい
環境づくりに努めていく。

➣女性登用比率が目標値である
15％を下回ったため、評価を「C」とし
ているが、一方で藤沢市防災会議は
各機関の専門家が中心となり、防災
に関する重要事項を審議することか
ら、主に各団体の役職者を中心に委
員が選任されているという背景があ
り、女性の登用促進は容易ではな
い。
　これまでも会議開催時や委員の変
更時には、ジェンダー平等に係る資
料配付とともに説明を行ってきたた
め、今後も継続してより女性委員の
選出がしやすい環境づくりに努めて
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市防災会議委員を選任する
各団体に対し、ジェンダー平等の意
義を示し、理解協力を求めたが、男
女比率の改善には至らず、令和5年4
月1日時点での女性登用比率は
2.5％となっている。

➣藤沢市防災会議委員を選任する
各団体に対し、ジェンダー平等の意
義を示し、理解協力を求めるととも
に、藤沢市防災会議の構成機関を新
たに追加する等、女性登用比率アッ
プに向けた取組を進めた結果、新た
に3人の女性委員の登用が図られ、
男女比率が向上した。
　令和6年4月1日時点での女性登用
比率は9.8％となっている。

主な具体的事業 藤沢市防災会議における女性の積極的登用

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 79

事業コード
事業名

29
自主防災組織、消防団活動の充実強化
に向けたジェンダー平等の促進 担当課 防災政策課



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 80

事業コード
事業名

29
自主防災組織、消防団活動の充実強化
に向けたジェンダー平等の促進 担当課 災害対策課

主な具体的事業 防災リーダー研修、指定避難所等での運営訓練等への女性の参加促進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各地区で行う、自主防災組織の総
会等に出席し、女性視点での避難所
運営に関するチラシを配布するととも
に、市公式ホームページへの掲載を
行った。

➣各地区で行う、自主防災組織の総
会等に出席し、女性視点での避難所
運営に関するチラシを配布するととも
に、市公式ホームページへの掲載を
行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣防災リーダー研修を、12地区で実
施し、参加者293名のうち65名が女性
であり、参加促進が概ね達成できた
と考え、評価を「B」とする。今後も、
各地区説明会等で啓発を行うこと
で、運営訓練等への女性参加を促進
していく。

➣防災リーダー研修を、12地区で実
施し、参加者268名のうち78名が女性
であり、参加促進が概ね達成できた
と考え、評価を「B」とする。今後も、
各地区説明会等で啓発を行うこと
で、運営訓練等への女性参加を促進
していく。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 81

事業コード
事業名

29
自主防災組織、消防団活動の充実強化
に向けたジェンダー平等の促進 担当課 災害対策課

主な具体的事業 国民保護協議会等の委員への女性委員の登用促進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣関係機関に対して、女性の積極的
な登用について、説明を行った。法
律に基づく職務指定があるが、委員
数37名のうち女性委員が2名に増加
した。

➣ 関係機関に対して、女性の積極
的な登用について、説明を行った。
法律に基づく職務指定があるが、委
員数37名のうち女性委員2名を維持
した。

事業の達成状況
Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣法律に基づく職務指定があるた
め、女性委員を増やすことが難しい
状況であるが、引き続き関係者に対
して、ジェンダー平等・男女共同参画
の意義を説明していく。

➣法律に基づく職務指定があるた
め、女性委員を増やすことが難しい
状況であるが、引き続き関係者に対
して、ジェンダー平等・男女共同参画
の意義を説明していく。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣新たに女性が活動できる制度を設
けることができたため、評価を「B」と
した。今後も入団者確保策を検討し
ていく。

➣機能別消防団員制度を設けた初
年度と比較し、イベントでの女性団員
参加も増えた結果、市民の認知度が
向上でき、入団者も増加したため、評
価を「B」とした。
今後の取組として、女性団員に向け
た研修や交流会の開催を検討する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣機能別消防団員の制度として、役
割を限定した「音楽団員」の募集を行
い活動を開始。女性の入団者も増加
し、これまで、実員に対して2パーセン
ト台だった割合が4パーセント台と
なった。

➣消防団員入団促進のため、ホーム
ページなどの広報を充実させたこと
により、基本団員4名、機能別消防団
員（大規模災害団員）2名の女性が入
団し、女性団員数は21名となり、割合
は4.8パーセントとなった。
（消防庁から消防団員に占める女性
の割合について10パーセントを目
標、令和8年度末まで5パーセントと
する目標が示されている）

主な具体的事業 女性団員が活動しやすい環境整備の促進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 82

事業コード
事業名

29
自主防災組織、消防団活動の充実強化
に向けたジェンダー平等の促進 担当課 警防課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣研修への参加促進について、実行
することができたため、評価を「B」と
した。
今後も研修等の参加について、積極
的に取り組んでいく。

➣男性団員が参加していた機関員講
習会に女性団員が参加するなど、女
性団員の参加促進ができたため、評
価を「B」とした。
今後も女性団員向けの研修を行うな
ど、積極的に取り組んでいきたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内研修である救命講習に6人、
県消防協会の女性消防団員研修に1
人、全国で開催される消防団女性大
会に1人が参加し、知識、技術の向上
はもちろんのこと、他の団員との交流
を深めることができた。

➣前年度に引き続き市内研修（救命
講習、機関員講習会）や県消防協会
の研修（新入団員研修、女性消防団
員研修）、日本消防協会主催の全国
消防団員活性化大会に参加し、知
識・技術の向上が図れた。

主な具体的事業 研修への女性団員の参加促進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 83

事業コード
事業名

29
自主防災組織、消防団活動の充実強化
に向けたジェンダー平等の促進 担当課 警防課



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 84

事業コード
事業名

30
ジェンダー平等に配慮した指定避難所
等運営の促進 担当課 災害対策課

主な具体的事業 ジェンダー平等を意識した指定避難所等運営の改善

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣本市全職員を対象に、「女性視点
の避難所運営について」のe-ラーニ
ング研修を実施した。

➣指定避難所等に従事する職員を
対象に、「女性視点等から避難所運
営を考える防災研修」を実施した。
・開催日：令和6年11月21日（木）
・講師：浅野　幸子 氏（減災と男女共
同参画　研修推進センター　共同代
表・早稲田大学地域社会と危機管理
研究所　招聘研究員）
・参加者数：80人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣研修修了後アンケートにて挙げら
れた職員からの意見等を踏まえ、誰
もが安全・安心に過ごすことのできる
避難所を目指し、検討を継続する。

➣研修を通して、性別や立場にとら
われず、防災・災害には様々な視点
からの配慮が必要であるということを
周知することができ、職員の意識改
革の一助になったと考え、評価を「B」
とする。
➣研修修了後アンケートにて挙げら
れた職員からの意見等を踏まえ、誰
もが安全・安心に過ごすことのできる
避難所を目指し、検討を継続する。



重点目標 ２　あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 通番 85

事業コード
事業名

30
ジェンダー平等に配慮した指定避難所
等運営の促進 担当課 災害対策課

主な具体的事業
女性やセクシュアルマイノリティへの対応を取り入れた避難施設マニュアル
の配布

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣女性視点での避難所運営に関す
る内容を盛り込んだ「藤沢市避難所
運営マニュアル」を改訂し、各地区に
配布を行った。

➣女性視点での避難所運営に関す
る内容を盛り込んだ「藤沢市避難所
運営マニュアル」について、女性用品
の需要性や配布の仕方についての
記載、ジェンダーに関する配慮につ
いての追記を行った。各地区の避難
所運営委員会等に対しての配布、ま
たホームページへの掲載を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣ジェンダー平等を意識した指定避
難所等運営について、他市等の事例
等を参考にして、ハード面やソフト面
の両面から検討する。

➣ジェンダー平等を意識した避難所
等運営についてマニュアルに詳細を
追記することでより市民に周知するこ
とができ、避難所運営における意識
改革の一助になったとして評価を「B」
とする。
➣避難所等運営については、他市等
の事例等を参考にして、ハード面や
ソフト面の両面から検討する。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 86

事業コード
事業名

31
長時間労働抑制・職場環境の改善等に
向けた企業や関係機関との連携 担当課 産業労働課

主な具体的事業 関係機関との連携

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化等を図
るため、労働問題懇話会を開催し、
労働側委員、使用者側委員、労働関
係機関、行政側委員による労働行政
の一層の推進に向けた協議を行っ
た。
実施日：11月22日、3月4日

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化等を図
るため、労働問題懇話会を開催し、
労働側委員、使用者側委員、労働関
係機関、行政側委員による労働行政
の一層の推進に向けた協議を行っ
た。
実施日：8月21日、3月18日

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができた。今後も女性活躍推進に
関する協議の場として、労働問題懇
話会を開催する。

➣令和6年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができたため、評価を「B」とする。
今後も労働問題懇話会等を通して、
働き方改革に向けた意識改革の推
進を行う。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 87

事業コード
事業名

31
長時間労働抑制・職場環境の改善等に
向けた企業や関係機関との連携 担当課 産業労働課

主な具体的事業 ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議の開催

実施方式 直接実施

変更事項
令和3年度で「ワーク・ライフ・バランス推進会議」を廃止し、具体的事業の
内容は「労働問題懇話会」で議論する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣令和3年度をもって、ワークライフ・
バランス推進会議は廃止とし、労働
問題懇話会での取り扱いとした。
労働問題懇話会実施日：11月22日、
3月4日

➣令和3年度をもって、ワークライフ・
バランス推進会議は廃止とし、労働
問題懇話会での取り扱いとした。
労働問題懇話会実施日：8月21日、3
月18日

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣労働問題懇話会で、健康経営やビ
ジネスケアラー等の議題を中心とし
たワークライフ・バランスについて協
議を行ったことにより、知識を深め、
より良い労働行政の企画等に活かす
ことができた。引き続き関係機関と連
携し、労働問題懇話会を開催する。

➣労働問題懇話会で、健康経営やビ
ジネスケアラー等の議題を中心とし
たワークライフ・バランスについて協
議を行ったことにより、知識を深め、
より良い労働行政の企画等に活かす
ことができたため、評価を「B」とする。
引き続き関係機関と連携し、労働問
題懇話会を開催する。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 88

事業コード
事業名

31
長時間労働抑制・職場環境の改善等に
向けた企業や関係機関との連携 担当課 産業労働課

主な具体的事業 ワーク・ライフ・バランス推進に関する企業向け、市民向け事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣アクサ生命保険株式会社と人材不
足解消及び健康経営の推進等に関
する連携協定を締結し、企業向けセ
ミナーを実施した。

企業向けセミナー
「人材不足解消・健康経営セミナー」
実施日　11月21日
参加人数　19人

➣藤沢商工会議所やアクサ生命保
険株式会社と連携し、健康経営
フォーラムを開催した。

健康経営フォーラム
実施日　11月26日
参加人数
認定企業　39人
一般参加　27人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市内事業者に向けた健康経営の
推進が図られた。健康経営の推進を
軸に様々なワークライフ・バランス推
進事業を継続して実施する。

➣市内事業者に向けた健康経営の
推進が図られたため、評価を「B」とす
る。健康経営の推進を軸に様々な
ワークライフ・バランス推進事業を継
続して実施する。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣仕事と生活の両立に関するWeb記
事を作成し、周知啓発を図ったことか
ら、評価を「B」とする。
➣引き続き、ワーク・ライフ・バランス
に係る啓発を関係課と協力して推進
する。

➣働き方改革の推進に向けて、仕事
と生活の両立に関するWeb記事を作
成し、周知啓発を図ったことから、評
価を「B」とする。
➣引き続き、ワーク・ライフ・バランス
に係る啓発を関係課と協力して推進
する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」夏号
（133号）において、「家事をこんなに
任されていては！」を掲載し、総務省
の調査結果から、未だ家事負担は女
性の方が重い状況があることを紹介
した。
➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」冬号
（134号）において、「国際女性デーを
女性活躍について考えるきっかけ
に」を掲載し、日本における女性活躍
推進の現状について紹介した。

➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」135
号「男性の育児参加に向けて～育休
の取得を考えてみませんか～」にお
いて、令和4年に創設された「産後パ
パ育休」を紹介するとともに、実際に
育休を取得した男性職員のインタ
ビューを掲載した。
➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」136
号においても、「男性の育児休業取
得～有意義なものとするために～」を
タイトルとして、男性の育児休業取得
に関する記事を掲載した。

主な具体的事業 情報紙やホームページ等を活用した啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 89

事業コード
事業名

32 仕事と生活の両立についての意識啓発 担当課 人権男女共同平和国際課



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 90

事業コード
事業名

32 仕事と生活の両立についての意識啓発 担当課 産業労働課

主な具体的事業 関係機関との連携

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化等を図
るため、労働問題懇話会を開催し、
労働側委員、使用者側委員、労働関
係機関、行政側委員による労働行政
の一層の推進に向けた協議を行っ
た。
実施日：11月22日、3月4日

➣労働・雇用問題に関して幅広く検
証協議し、勤労者の生活の安定、福
祉の向上、地元企業の活性化等を図
るため、労働問題懇話会を開催し、
労働側委員、使用者側委員、労働関
係機関、行政側委員による労働行政
の一層の推進に向けた協議を行っ
た。
実施日：8月21日、3月18日

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができた。今後も仕事と生活の両
立についての意識啓発に関する協議
の場として、労働問題懇話会を開催
する。

➣令和6年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができたため、評価を「B」とする。
今後も仕事と生活の両立についての
意識啓発に関する協議の場として、
労働問題懇話会を開催する。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 91

事業コード
事業名

32 仕事と生活の両立についての意識啓発 担当課 産業労働課

主な具体的事業 ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議の開催

実施方式 直接実施

変更事項
令和3年度で「ワーク・ライフ・バランス推進会議」を廃止し、具体的事業の
内容は「労働問題懇話会」で議論する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣令和3年度をもって、ワークライフ・
バランス推進会議は廃止とし、労働
問題懇話会での取り扱いとした。
労働問題懇話会実施日：11月22日、
3月4日

➣令和3年度をもって、ワークライフ・
バランス推進会議は廃止とし、労働
問題懇話会での取り扱いとした。
労働問題懇話会実施日：8月21日、3
月18日

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができた。今後も仕事と生活の両
立についての意識啓発に関する協議
の場として、労働問題懇話会を開催
する。

➣令和6年度は労働問題懇話会を2
回実施し、労働・雇用問題について
協議を行うことにより知識を深め、よ
り良い労働行政の企画等に活かすこ
とができたため、評価を「B」とする。
今後も仕事と生活の両立についての
意識啓発に関する協議の場として、
労働問題懇話会を開催する。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 92

事業コード
事業名

32 仕事と生活の両立についての意識啓発 担当課 産業労働課

主な具体的事業 ワーク・ライフ・バランス推進に関する企業向け、市民向け事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣アクサ生命保険株式会社と人材不
足解消及び健康経営の推進等に関
する連携協定を締結し、企業向けセ
ミナーを実施した。

企業向けセミナー
「人材不足解消・健康経営セミナー」
実施日　11月21日
参加人数　19人

➣藤沢商工会議所やアクサ生命保
険株式会社と連携し、健康経営
フォーラムを開催した。

健康経営フォーラム
実施日　11月26日
参加人数
認定企業　39人
一般参加　27人

第1部
一般参加企業：健康経営セミナー
認定企業：感謝状贈呈式

第2部
パネルディスカッション

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市内事業者に向けた健康経営の
推進が図られた。健康経営の推進を
軸に様々なワークライフ・バランス推
進事業を継続して実施する。

➣市内事業者に向けた健康経営の
推進が図られたため、評価を「B」とす
る。健康経営の推進を軸に様々な
ワークライフ・バランス推進事業を継
続して実施する。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣Web記事及びパネル展をとおして
周知を図ったので、評価を「B」とす
る。今後も引き続き、男性の家事・育
児参加に関する情報提供を行う。

➣Web記事による周知・啓発を通じ
て、家庭における固定的性別役割分
担意識の解消に向けて働きかけを行
うことができたため、評価を「B」とす
る。今後も引き続き、男性の家事・育
児参加に関する情報提供を行う。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」冬号
（132号）の記事「誰のための「女性活
躍」？～女性活躍はあなたにとって
のチャンス～」を藤沢市ジェンダー平
等推進週間パネル展で掲示し、仕事
とライフイベントとの両立支援は、女
性だけでなく、男性にとっても有意義
な取組であることを紹介した。

➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」135
号「男性の育児参加に向けて～育休
の取得を考えてみませんか～」にお
いて、令和4年に創設された「産後パ
パ育休」を紹介するとともに、実際に
育休を取得した男性職員のインタ
ビューを掲載した。
➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」136
号においても、「男性の育児休業取
得～有意義なものとするために～」を
タイトルとして、男性の育児休業取得
に関する記事を掲載した。

主な具体的事業 情報紙やホームページ等を活用した啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 93

事業コード
事業名

33 男性の家事、育児への参加促進 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣夫やパートナーの教室参加を再開
し、また、10月から対象や内容を見
直したことで、実績も増えたため、評
価を「B」とした。
➣今後は参加形態や人数等、教室
の運営の仕方を検討予定。

➣どちらのコースも対象や定員を拡
大して実施し、参加人数も増加したこ
とで、男性に対しても育児に関する情
報提供を行うことができたため、評価
を「A」とした。
食事と歯の健康コースについては、
前年度より参加人数が大幅に増加し
た。
妊娠から産後の生活コースについて
は、毎回申込が定員に達する等、
ニーズの高さが伺えるため、今後も
参加形態や回数、人数等、教室運営
の方法について検討予定。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

【4～9月】
平日2日間コース　9コース171人
土曜コース　　　　　6コース185人
【10月～3月】※コース名・開催形態
の変更実施
食事と歯の健康　　　　6コース64人
妊娠から産後の生活　6コース275人
ホームページ動画配信視聴数　463
回

食事と歯の健康コース
　12回209人
妊娠から産後の生活コース
　12回637人
ホームページ動画配信視聴数
　227回

主な具体的事業 両親学級（マタニティクラス）の開催

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 94

事業コード
事業名

33 男性の家事、育児への参加促進 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

廃止

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣父子手帳の交付により、妊娠期か
ら男性（パートナー）の家事・育児参
加に関する情報提供を行うことがで
きたため、評価を「B」とする。
➣令和6年度からは妊娠届出時に、
父子に向けた内容を集約したふじさ
わ子育てガイドを配付するため父子
手帳の交付を終了する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣父子手帳の交付数：2,920冊
（＝母子健康手帳交付数）

➣父子手帳としての配付は終了。
※参考：ふじさわ子育てガイド配布
数：2,578冊（＝妊娠届出書、交付申
請書数）

主な具体的事業 父子手帳の交付

実施方式 その他

変更事項
令和6年度より父子手帳としての配布は終了し、父子手帳で周知啓発している内容をふ
じさわ子育てガイドに集約して妊娠届出時に配付。

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 95

事業コード
事業名

33 男性の家事、育児への参加促進 担当課 親子すこやか課



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 96

事業コード
事業名

33 男性の家事、育児への参加促進 担当課
生涯学習総務課・市民セン
ター

主な具体的事業 男性を対象とした育児講座等の開催

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣男性を含む市民を対象とした育児
講座を11公民館で11事業開催した。
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
藤沢、鵠沼、六会、片瀬、御所見、遠
藤、長後、辻堂、善行、湘南大庭、湘
南台
「乳幼児家庭教育学級」合計155人
（実数）

➣男性を含む市民を対象とした育児
講座を7公民館で7事業開催した。
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
藤沢、片瀬、御所見、長後、辻堂、湘
南大庭、湘南台
「乳幼児家庭教育学級」合計102人
（実数）

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣申し込みが少なく中止になった館
もあったが、全体では昨年より参加
者が増加した。今後も男性も対象とし
た保護者向け講座を開催し、育児・
家庭への参加を促していく。

➣事業実施数が昨年度に比べると
減少したが、7公民館において男性も
対象とした乳幼児家庭教育学級を実
施できたことから、評価を「A」とする。
引き続き男性も対象とした保護者向
け講座を開催し、育児・家庭への参
加を促していく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 97

事業コード
事業名

34 男性の介護への参加促進 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 家族介護者教室の開催

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣高齢者等を介護している家族等を
対象に、孤立防止に向けた介護者相
互の交流や介護に必要な知識の習
得の場を設けた。
［委託事業の教室開催回数］　46回
・参加延べ人数　468人（うち男性100
人、女性367人、その他1人）
［市が直接実施した講演会の開催回
数］　2回
・参加延べ人数　87人(うち男性13
人、女性74人)

➣高齢者等を介護している家族等を
対象に、孤立防止に向けた介護者相
互の交流や介護に必要な知識の習
得の場を設けた。

［委託事業の教室開催回数］　39回
・参加延べ人数　472人（うち男性110
人、女性362人、その他0人）

［市が直接実施した講演（市直営）の
開催回数］　3回
1回目：参加延べ人数　68人(うち男
性18人、女性50人)
2回目：参加延べ人数　62人(うち男
性16人、女性28人、オンライン参加
18人)
3回目：参加延べ人数　56人(うち男
性11人、女性44人、その他1名)

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣委託事業である家族介護者教室
の全体の参加者数は増加した一方
で、男性参加者の割合は、令和3年
度21％、令和4年度約25％、令和5年
度21％となっている。市直営の講演
会の参加者数は、男性参加者の割
合が15％程度であり、低値となって
いる。アンケートの結果を踏まえ、令
和6年度はLINEのセグメント配信を増
やすことで、より多くの市民に周知
し、男性の参加者が増えるよう取り組
んでいく。

➣市直営の講演会の参加者数は、
男性参加者の割合が約27％(オンラ
イン開催参加者除く）となり昨年度よ
り増加したため、評価を「B」とする。
今後もLINEのセグメント配信等を増
やすことで、より多くの市民へ周知を
行い、男性参加者が増えていくよう取
り組んでいく。
また、市直営の2回目講演会では、会
場だけではなくオンラインを含めたハ
イブリッド形式で開催した。今後も多
様な方法での開催を検討し、より多く
の市民の方の参加を図る。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 98

事業コード
事業名

34 男性の介護への参加促進 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 在宅介護者の会の運営

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣高齢者等を介護している家族等を
対象に、孤立防止に向けた介護者相
互の交流や介護に必要な知識の習
得の場となる家族会の運営を行っ
た。
・合計12回
・延べ参加人数　89名

➣高齢者等を介護している家族等を
対象に、孤立防止に向けた介護者相
互の交流や介護に必要な知識の習
得の場となる家族会の運営を行っ
た。
・合計12回
・延べ参加人数72名

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度より微増しており、新規参
加者も増加しているため、評価を「B」
とする。
➣今後も月1回開催し、周知を進めて
参加人数の増加に取り組みたい。

➣参加人数は前年度より減少してい
るが、参加者の希望により薬剤師に
よる講話を企画実施するなど取組を
工夫し、男性を含めた新規参加者の
増加に努めたため、評価を「B」とす
る。
➣今後も月1回の開催と、新規参加
者が増加するよう、広報やプログラム
にも工夫をして取り組みたい。



変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 99

事業コード
事業名

35 乳幼児期の保育・教育の充実 担当課 子ども総務課

主な具体的事業 待機児童の解消に向けた保育所等の整備

実施方式 直接実施

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣就学前児童数の減少が続く中、利
用申込児童数はやや鈍化したものの
増加している。
施設整備については、このような状
況を踏まえ、保育の需要量を精査し
ながら慎重に検討しており、令和5年
度は公募による新設整備を実施しな
いこととした。
➣既存保育施設の保育環境を確保
するとともに定員拡大を図るため、再
整備の支援を行った。

➣就学前児童数の減少が続く中、利
用申込児童数は増加している。
施設整備については、このような状
況を踏まえ、令和8年4月開所に向け
て、認可保育所設置運営事業者及び
小規模保育事業の認可保育所化の
募集を行った。
➣令和5年度からの2か年事業とし
て、既存保育施設の保育環境を確保
するとともに定員拡大を図るため、再
整備の支援を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和6年4月1日現在の国基準の待
機児童が生じたものの、保育需要に
対応する策を講じられたため、評価
を「Ｂ」とする。
➣令和6年度は、「藤沢市保育所整
備計画（ガイドライン）」の改定を行
い、引き続き、保育需要に対応する
策を講じていく。

➣令和7年4月1日現在の国基準の待
機児童が生じたものの、保育需要に
対応する策を講じられたため、評価
を「Ｂ」とする。
➣令和7年度は、「藤沢市子ども・若
者共育計画」に基づき、引き続き、保
育需要に対応する策を講じていく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 100

事業コード
事業名

35 乳幼児期の保育・教育の充実 担当課 保育課

主な具体的事業 一時預かり事業、延長保育事業などの充実

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣保護者の就労時間の長時間化等
に対応するため、通常の開所時間を
超えて早朝や夕方（場合によっては
夜間）に延長保育を行っている。ま
た、就労及び就学、冠婚葬祭、保護
者の疾病・入院等により、緊急・一時
的に保育を必要とする児童に対する
一時預かり事業を公立法人立計19
か所の保育所で実施。
[令和5年度の利用状況]
・登録者数　1,859人
・延べ利用者数　27,853人

➣保護者の就労時間の長時間化等
に対応するため、通常の開所時間を
超えて早朝や夕方（場合によっては
夜間）に延長保育を行っている。ま
た、就労及び就学、冠婚葬祭、保護
者の疾病・入院等により、緊急・一時
的に保育を必要とする児童に対する
一時預かり事業を公立法人立計21
か所の保育所で実施。
[令和6年度の利用状況]
・延べ利用者数　29,218人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣利用状況は増加傾向にあるが、評
価は「B」とする。一時預かり事業につ
いては、登録方法の見直し等、利用
者に寄り添い、高い意識をもって、今
後も必要な保育を提供していく。

➣保護者の多様なニーズへの対応
を図ることができたため、評価は「B」
とする。一時預かり事業については、
登録方法の見直し等、利用者に寄り
添い、高い意識をもって、今後も必要
な保育を提供していく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 101

事業コード
事業名

36
発達に課題がある子どもの支援体制の
充実 担当課 こども家庭センター

主な具体的事業 子ども発達支援事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣子ども発達支援事業
・子どもサポートファイルの配布　233
冊
・子どもの発達障がいの啓発リーフ
レットを関係機関にて活用してもらう
ため配布　　1,980冊
➣市民向け発達障がい啓発講座
・5回連続講座
・単発講座
➣家族支援講座
・心理士、言語聴覚士、作業療法士
による３つの講座をYouTubeで配信
を行った。
➣子ども発達相談
・新規相談件数　648件
・個別専門相談実人数　1,372人

➣子ども発達支援事業
・子どもサポートファイルの配布　302
冊
・子どもの発達障がいの啓発リーフ
レットを関係機関にて活用してもらう
ため配布　　2,100冊
➣市民向け発達障がい啓発講座
・5回連続講座と7回連続講座
・単発講座
➣家族支援講座
・心理士、言語聴覚士、作業療法士
による3つの講座をYouTubeで配信を
行った。
➣子ども発達相談
・新規相談件数　598件
・個別専門相談実人数　1,413人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣啓発リーフレットの配布や研修会
を行うことにより、意識啓発や関係機
関との連携を強化することができた
ため、評価を「B」とする。令和6年度
から、こども家庭センターの設置に伴
い、相談・支援を一体的に行えるよ
う、連携を行っていく。

➣啓発リーフレットの配布や研修会
を行うことにより、意識啓発や関係機
関との連携を強化することができた
ため、評価を「B」とする。こども家庭
センターとして引き続き相談・支援を
一体的に行えるよう、連携を行ってい
く。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 102

事業コード
事業名

36
発達に課題がある子どもの支援体制の
充実 担当課 こども家庭センター

主な具体的事業 特別支援保育に対する補助の実施

実施方式 補助金・負担金

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内の私立幼稚園、認定こども
園、幼児教育施設に対して、特別支
援保育費の補助金を交付した。
・対象人数
58人（うち幼稚園及び認定こども園55
人、幼児教育施設3人）
・実施園数
21園（うち幼稚園及び認定こども園19
園、幼児教育施設2園）

➣市内の私立幼稚園、認定こども
園、幼児教育施設に対して、特別支
援保育費の補助金を交付した。
・対象人数
79人（うち幼稚園及び認定こども園75
人、幼児教育施設4人）
・実施園数
22園（うち幼稚園及び認定こども園19
園、幼児教育施設3園）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣対象人数及び実施園数は前年度
とさほど増減なく、見込みどおりの交
付申請があったため評価を「B」とす
る。
➣障がい児や発達に特別な支援を
必要とする児童が集団生活を経験す
ることは、社会性の向上や情緒の発
達を促す上で重要であることから今
後も特別支援保育のために要する経
費に対し、補助金を交付する。

➣対象人数の増加に適切に対応し、
障がい児の発達支援の推進に寄与
することができたため評価を「B」とす
る。
➣障がい児や発達に特別な支援を
必要とする児童が集団生活を経験す
ることは、社会性の向上や情緒の発
達を促す上で重要であることから今
後も特別支援保育のために要する経
費に対し、補助金を交付する。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 103

事業コード
事業名

36
発達に課題がある子どもの支援体制の
充実 担当課 こども家庭センター

主な具体的事業 障がい児通所支援

実施方式 補助金・負担金

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣障がいのある児童や発達に課題
がある児童に対して、児童通所支援
等の支援を行った。
・児童通所支援（実人数）　1,595人

➣障がいのある児童や発達に課題
がある児童に対して、児童通所支援
等の支援を行った。
・児童通所支援（実人数）　1,783人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣利用者が増加する中でも、適切に
支給決定を行うことができたため、評
価を「B」とする。
➣引き続き、障がい児相談事業の充
実や通所支援サービスの質の向上
を図っていく。

➣利用者が増加する中でも、適切に
支給決定を行うことができたため、評
価を「B」とする。
➣引き続き、障がい児相談事業の充
実や通所支援サービスの質の向上
を図っていく。



変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 104

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 子ども総務課

主な具体的事業
「第２期藤沢市子ども・子育て支援事業計画」に基づく子ども・子育て支援施
策の展開

実施方式 直接実施

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「第2期藤沢市子ども・子育て支援
事業計画」に基づき、計画的に施設
や事業を提供するとともに、藤沢市
子ども・子育て会議を5回開催し、子
育て支援に関する現状報告や今後
の取組等、令和6年度の次期計画策
定に向けた基礎調査について調査・
審議した。

➣「第2期藤沢市子ども・子育て支援
事業計画」に基づき、計画的に施設
や事業を提供するとともに、藤沢市
子ども・子育て会議を4回開催し、子
育て支援に関する現状報告や今後
の取組について調査・審議した。
また、令和6年度の取組として、計画
期間が満了となる当該計画につい
て、こども基本法に基づく市町村こど
も計画に一体化して策定を行い、子
ども・子育て支援事業の量の見込み
及び確保方策を定めた。

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣「第2期藤沢市子ども・子育て支援
事業計画」の子育て支援に関する現
状報告及び、計画策定に向けた基礎
調査等の報告を滞りなく実施すること
ができた。令和6年度は次期計画策
定について、調査・審議を行う予定で
ある。

➣「第2期藤沢市子ども・子育て支援
事業計画」に関する各種事業につい
て、概ね需要に対する供給を充足で
きていた。一方で、保育所等の待機
児童が発生したことを踏まえながら、
その対応を図るため、施設整備の検
討や保育士確保に向けた取組を実
施することができたため、評価を「A」
とする。
➣引き続き、新たに策定した計画に
基づき、待機児童の縮減や各種の子
ども・子育て支援事業の提供を図る。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣感染症のリスクも低減したことか
ら、予約制を廃止したことで利用者の
増加に繋がった。利用希望者数に対
して、施設の広さが充分でないため1
センターは予約制を継続している。昼
休みに閉所していた時間も開所し
て、親子の居場所づくりをより良いも
のにしていく。

➣各支援センターの多様な子育て
ニーズに対応した限定広場と通常の
広場を実施することで、バランスよく
事業を行うことができたため、評価を
「B」とした。
➣引き続き、子育て世代の育児環境
において、子育て支援センターとして
必要とされる支援を実施していけるよ
う担当間で連携を図って取り組んで
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣乳幼児期から就学までの親子を対
象に、子育て支援事業を実施。来所
者はのべ62,384人。子育てに関する
相談は14,257件行った。1センターを
除き、予約制を廃止した。
➣市内8か所で実施している巡回子
育てひろばは、計113回実施。利用者
数は1,873人。相談件数は513件。
➣六会、辻堂子育て支援センター
で、「マタニティひろば」を開催。利用
者は463人。
➣0～6か月の乳幼児を対象とした限
定ひろばを開催。利用者は1,990人。
➣出張0～6か月ベビーのひろばを4
か所で開催。利用者数は491人。

➣乳幼児期から就学までの親子を対
象に、子育て支援事業を実施。来所
者はのべ55,310人。子育てに関する
相談は14,232件行った。1センターの
み、予約制で実施。
➣市内8か所で実施している巡回子
育てひろばは、計107回実施。利用者
数は1,825人。相談件数は526件。
➣六会、辻堂子育て支援センター
で、「マタニティひろば」を開催。利用
者は414人。
➣0～6か月の乳幼児を対象とした限
定ひろばを開催。利用者は2,019人。
➣出張0～6か月ベビーのひろばを4
か所で開催。利用者数は349人。

主な具体的事業 子育て支援センター事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 105

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣広場利用の予約制を廃止したこと
で、約7,300人の利用者増に繋がっ
た。
➣一方、藤沢版つどいの広場事業に
関しては、事業継続が困難になって
しまった団体もあり、利用者の増加に
反して実施箇所の減となったため総
合的な評価は「B」とした。

➣初来所者が居心地よく利用でき、
リピーターに繋がるよう広場の内容を
工夫して取り組むことができたため、
評価を「B」とした。
➣藤沢版つどいの広場事業に関して
は、地域性が異なるため、事業団体
が意欲を持ち取り組めるよう、聞き取
りなどを行い事業の充実につなげて
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣妊娠期から就学前までの親子が
気軽につどい交流できる場として、つ
どいの広場事業を市内4か所で実
施。利用者数24,291人。子育てに関
する相談1,685件に対応。子育てに関
する情報提供を10,017件行った。令
和5年度より予約制を廃止。子育て中
の親子がより利用しやすい環境をつ
くることができた。
➣藤沢版つどいの広場事業を市内6
か所で実施。各支援センター・つどい
の広場からは距離のある利用者も、
自宅から身近な場所で集い、交流を
することができた。

➣妊娠期から就学前までの親子が
気軽につどい交流できる場として、つ
どいの広場事業を市内4か所で実
施。利用者数21,981人。子育てに関
する相談1,529件に対応。子育てに関
する情報提供を7,892件行った。子育
て中の親子がより利用しやすい環境
をつくることができた。
➣藤沢版つどいの広場事業を市内6
か所で実施。各支援センター・つどい
の広場からは距離のある利用者も、
自宅から身近な場所で集い、交流を
することができた。

主な具体的事業 つどいの広場事業の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 106

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣継続的に親子の居場所を確保す
ることができたため評価を「B」とす
る。子育てボランティアの人数は充足
しているが、地域により従事できる人
数の偏りが大きいため、北部地区で
ボランティア養成講座を開催する等、
人数を調整していく必要がある。

➣継続的に親子の居場所を確保す
ることができたため、評価を「B」とす
る。
➣今後の取り組みとしては、子育て
ボランティアの人数が不足している
地域の体制を検討。また、従事して
いる公立保育園の職員体制が変化
していく中での日程調整などの課題
がある。それぞれの課題を解決し、
事業実施に向けて取り組んでいく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内子どもの家、児童館を活用
し、親子同士や子育てボランティアと
の相互交流、保育士への育児相談を
実施。「♪あいあい♪」は1,856人、
「きらきら☆ぼし」は1,282人の来所と
なり、親子の居場所として活用してい
くことができた。
➣地域子育て人材育成を目的に、子
育てボランティア養成講座及び、活
動している子育てボランティアに対し
情報交換会を実施。養成講座にて新
規のボランティア7名が加わり、子育
てボランティア登録者数計59人。

➣市内子どもの家、児童館を活用
し、親子同士や子育てボランティアと
の相互交流、保育士への育児相談を
実施。「♪あいあい♪」は1,703人、
「きらきら☆ぼし」は862人の来所とな
り、親子の居場所として活用していく
ことができた。
➣地域子育て人材育成を目的に、子
育てボランティア養成講座及び、活
動している子育てボランティアに対し
情報交換会を実施。子育てボラン
ティア登録者数計48人。

主な具体的事業 子育てふれあいコーナー事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 107

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市内13地区すべてで、地域版「子
育て応援メッセ」を開催することがで
きた。子育て企画課からは、支援セ
ンターやつどいの広場等の情報提供
を主に行ったが、メッセから足を運ぶ
きっかけになるよう、R6年度以降も継
続していく。

➣市内13地区すべてで、地域版「子
育て応援メッセ」を開催することがで
きたため、評価は「B」とする。
➣今後も支援センターやつどいの広
場等の情報提供等を行ない、地域に
おける子育て支援の促進につながる
ようサポートしていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢、片瀬、鵠沼、明治、村岡、辻
堂、遠藤、湘南大庭、善行、六会、湘
南台、御所見、長後の計13地区に
て、地域版「子育て応援メッセ」を開
催。各地域の公民館等を中心に、藤
沢市内の子育てを応援する方々や
子育てに関わる団体やサークルが情
報提供を行った。親子や子育てにか
かわる方々が、楽しみながら交流で
きる機会となった。

➣藤沢、片瀬、鵠沼、明治、村岡、辻
堂、遠藤、湘南大庭、善行、六会、湘
南台、御所見、長後の計13地区に
て、地域版「子育て応援メッセ」を開
催。各地域の公民館等を中心に、藤
沢市内の子育てを応援する方々や
子育てに関わる団体やサークルが情
報提供を行った。親子や子育てにか
かわる方々が、楽しみながら交流で
きる機会となった。

主な具体的事業 市民との協働事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 108

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 親子すこやか課



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 109

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 こども家庭センター

主な具体的事業 ファミリー・サポート・センター事業の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣おねがい会員：6,671人　まかせて
会員：926人
　どっちも会員：557人　活動件数：
11,056件
➣関係機関へのチラシの配布など、
事業の更なる周知を図った。
➣まかせて会員・どっちも会員を増や
すために、広報誌や市役所でのデジ
タルサイネージ、市公式LINEでの配
信等でまかせて会員研修会の周知
を図った。
➣より多くの方のニーズに応えるた
め、子育て短期支援事業の利用登
録等のために窓口にいらした方に
も、需要があればファミリー・サポー
ト・センター事業の案内も同時に行っ
た。

➣おねがい会員：6,603人　まかせて
会員：942人
　どっちも会員：561人　活動件数：
12,728件
➣関係機関へのチラシの配布など、
事業の更なる周知を図った。
➣まかせて会員・どっちも会員を増や
すために、広報誌や市役所でのデジ
タルサイネージ、市公式LINEでの配
信等でまかせて会員研修会の周知
を図った。
➣カラフルフジサワ「ふじさわ情報ナ
ビ」の特集で、まかせて会員・どっち
も会員獲得に向けた広報ツールを制
作した。
➣より多くの方のニーズに応えるた
め、子育て短期支援事業の利用登
録等のために窓口にいらした方に
も、需要があればファミリー・サポー
ト・センター事業の案内も同時に行っ
た。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度よりも活動件数は増加して
おり、子育て家庭の様々なニーズに
応えることができたので評価を「B」と
する。
➣おねがい会員と比較して、まかせ
て会員が少ない。将来的に活動への
影響が出ないよう、まかせて会員・
どっちも会員を確保していく必要があ
る。広報や市公式LINEなどを活用
し、より多くの方に登録していただけ
るよう、周知活動を行っていく。

➣前年度よりも活動件数は増加して
おり、多様化する子育て家庭の様々
なニーズに応えることができたので
評価を「B」とする。
➣おねがい会員と比較して、まかせ
て会員が少ない。将来的に活動への
影響が出ないよう、まかせて会員・
どっちも会員双方を確保していく必要
がある。より多くの方に登録していた
だけるよう、広報や市公式LINEなど
の様々な広報媒体を活用して引き続
き周知活動を積極的に行っていく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 110

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 こども家庭センター

主な具体的事業 子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業）の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣関係機関へチラシ等を配布し、必
要に応じて事業の説明を行うなど、
更なる周知を図った。
【ショートステイ事業】
・利用人数　31人
・延べ利用日数　368日
【トワイライトステイ事業】
・利用人数　15人
・延べ利用回数　94回

➣関係機関へチラシ等を配布し、必
要に応じて事業の説明を行うなど、
更なる周知を図った。また、当課で関
わりがある家庭に必要に応じて事業
の案内を行い、適切なサービスに繋
げた。
【ショートステイ事業】
・利用人数　31人
・延べ利用日数　372日
【トワイライトステイ事業】
・利用人数　20人
・延べ利用回数　214回

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣利用日数が前年度よりも増加し、
援助が必要な家庭に対して適切な
サービスを提供できたため、評価を
「B」とする。
➣より多くの子育て家庭のライフスタ
イルやニーズに合ったサービスを提
供できるよう、引き続き周知活動を
行っていく。

➣ショートステイ、トワイライトステイと
もに利用日数が前年度よりも増加
し、援助が必要な家庭に対して適切
なサービスを提供できたため、評価
を「B」とする。
➣より多くの子育て家庭のライフスタ
イルやニーズに合ったサービスを提
供できるよう、引き続き周知活動を
行っていく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 111

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 保育課

主な具体的事業 保育所における地域の子育て家庭を対象とした相談・交流事業の充実

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内の公立・法人立保育所におい
て、保育所の持つ専門的知識を活用
した育児相談や育児情報の提供を
行った。

➣市内の公立・法人立保育所におい
て、保育所の持つ専門的知識を活用
した育児相談や育児情報の提供を
行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣従来の事業での対応は一定でき
ているため評価は「B」とする。地域の
子育て家庭に寄り添い、さらに身近
な存在に感じてもらい声を引きだせ
るような対応をしていきたい。

➣地域に開かれた保育園として、子
育て世帯への支援が図れたため評
価は「B」とする。地域の子育て家庭
に寄り添い、さらに身近な存在に感じ
てもらい声を引きだせるような対応を
していきたい。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 112

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 保育課

主な具体的事業 園庭開放、体験保育、世代間等交流事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内の公立保育所の園庭や遊具
の開放を行った。
・参加人数　延べ人1,031人
➣市内の公立保育所において園見
学（外からの見学）、地域交流等を
行った。
・参加人数　延べ人6,258人

➣市内の公立保育所の園庭や遊具
の開放を行った。
・参加人数　延べ人1,055人
➣市内の公立保育所において園見
学（外からの見学）、地域交流等を
行った。
・参加人数　延べ人6,750人
➣園見学については、2025年3月「ふ
じまど」の活用を始めた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣園見学・地域交流とともに、園庭開
放の参加者も増加しており、、評価は
「B」とする。今後も周知方法や内容
を工夫し地域における子育て支援の
促進をしていく。

➣園見学・地域交流の参加者は増加
しており、園庭開放についてはリピー
ターも多いことから、評価は「B」とす
る。今後も周知方法や内容を工夫し
地域における子育て支援の促進をし
ていく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 113

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 保育課

主な具体的事業 子育て支援センターとの連携による子育て支援事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣保育園児の子育て支援センター訪
問
合計8回実施

子育て支援センターで保育園の職員
が、保育園について説明したり、園で
実施している子育て支援の内容等、
紹介する取り組みを実施した。
子育て支援センター4か所ごと年3回
合計12回

➣保育園児の子育て支援センター訪
問
合計8回実施

子育て支援センターで保育園の職員
が、保育園について説明したり、園で
実施している子育て支援の内容等、
紹介する取り組みを実施した。
子育て支援センター4か所ごと年3回
合計12回

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣新たな取り組みも実施できている
が評価は「B]とする。情報共有等行っ
ているが、連携して取り組む事業内
容や方法等さらに検討していく必要
がある。

➣継続的な取り組みとして実施でき
ているため評価は「B」とする。情報共
有等行っているが、連携して取り組
む事業内容や方法等さらに検討して
いく必要がある。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣新たに3クラブ設置したことにより
125人定員増加し、児童の健全育成
と保護者の就労支援、子育て支援に
寄与したため、評価は「B」とする。今
後はさらに支援を充実させるよう取り
組む。

➣新たに2クラブ設置したことにより
定員が増加し、児童の健全育成と保
護者の就労支援、子育て支援に寄与
したため、評価は「B」とする。今後も
さらに多くの児童及び保護者の支援
を充実させるよう事業取り組む。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣77児童クラブで事業を実施。
・児童クラブ入所者数　4,230人…令
和5年4月1日現在
・児童クラブ入所希望児童の入所率
 （入所児童数/入所希望者数）
95.9%…令和5年4月1日現在

➣79児童クラブで事業を実施。
・児童クラブ入所者数　4,364人…令
和6年4月1日現在
・児童クラブ入所希望児童の入所率
 （入所児童数/入所希望者数）
92.6%…令和6年4月1日現在

主な具体的事業 放課後児童健全育成事業の実施

実施方式 補助金・負担金

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 114

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 青少年課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コロナ禍で縮小していた開所日数
等を徐々に従来どおりに戻すことが
できたこと、2校の新規設置に向け関
係機関と調整し試行実施を行うこと
ができたことから、評価を「B」とする。
今後も事業実施校の拡大等に努め、
放課後の居場所の確保につなげて
いきたい。

➣コロナ禍で縮小していた開所日数
等を、コロナ前の従来どおりに戻すこ
とができたこと、2校の新規設置に向
け関係機関と調整し試行実施を行う
ことができたことから、評価を「B」とす
る。今後も事業実施校の拡大等に努
め、放課後の居場所の確保につなげ
ていきたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣亀井野小学校区放課後子ども教
室
・開室日数：107日
・利用児童人数：3,162人
➣小糸小学校区放課後子ども教室
・開室日数：185日
・利用児童人数：2,767人
➣富士見台小学校区放課後子ども
教室
・開室日数：27日
・利用児童人数：594人
➣御所見小学校区放課後子ども教
室
・開室日数：14日
・利用児童人数：342人
➣善行小学校区放課後子ども教室
・開室日数：14日
・利用児童人数：318人

➣亀井野小学校区放課後子ども教
室
・開室日数：180日
・利用児童人数：5,763人
➣小糸小学校区放課後子ども教室
・開室日数：187日
・利用児童人数：2,385人
➣富士見台小学校区放課後子ども
教室
・開室日数：31日
・利用児童人数：530人
➣御所見小学校区放課後子ども教
室
・開室日数：74日
・利用児童人数：2,305人
➣善行小学校区放課後子ども教室
・開室日数：80日
・利用児童人数：2,208人
➣新林小学校区放課後子ども教室
・開室日数：13日
・利用児童人数：591人
➣天神小学校区放課後子ども教室
・開室日数：11日
・利用児童人数：374人

主な具体的事業 放課後子ども教室推進事業の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 115

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 青少年課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣青少年指導員活動を行う上で必要
な青少年の健全育成・非行防止に関
する知識の習得を図ることができた
ため、評価は「B」とする。今後も研修
等の機会を提供していく。

➣青少年指導員活動を行う上で必要
な青少年の健全育成・非行防止に関
する知識の習得を図ることができた
ため、評価は「B」とする。今後も研修
等の機会を提供していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣全体研修会「子どもが心を開くとき～
「信頼」を育む子どもとの関わり方～」
・実施日:令和5年6月15日、参加者:129
人
・内容　子どもと信頼関係を築くための
よりよいコミュニケーションについて
➣全体研修会「ゲーム指導」
・実施日：令和5年11月16日、参加者：
101人
・内容　青少年指導員が各地区で健全
育成事業を行う際に活用できるゲーム
やレクリエーションを学ぶ
➣理事研修「横浜少年鑑別所視察研
修」
・実施日：令和6年1月18日、参加者：27
人
・内容　非行防止活動に資する知識とし
て、少年鑑別所の生活や非行少年につ
いて

➣青少年にとってよい環境を考えるつど
い「どう守る？デジタルネイティブの子ど
もの脳」
・実施日:令和6年7月10日、参加者:135
人
・内容　デジタルネイティブである子ども
たちのデジタル依存について
➣全体研修会「ゲーム指導」
・実施日：令和6年11月21日、参加者：95
人
・内容　青少年指導員が各地区で健全
育成事業を行う際に活用できるゲーム
やレクリエーションを学ぶ
➣理事研修「市原青年矯正センター」
・実施日：令和7年1月16日、参加者：29
人
・内容　非行防止活動に資する知識とし
て、青年矯正センターの生活や非行少
年について

主な具体的事業 青少年指導員の研修の充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 116

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 青少年課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣今年度は有観客で実施することが
でき、出演者・観客ともに楽しむ様子
が見られたため、評価は「B」とする。
次年度も引き続き事業を継続してい
きたい。

➣出演者・観客ともに楽しむ様子が
見られ、地域における青少年の居場
所の充実を図ることができたため、評
価は「B」とする。次年度も引き続き事
業を継続していきたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣JUMP UP U-20 WINTER
CONCERT
・実施日　令和6年1月28日
・出演　19グループ(80人)、観覧者
351人

➣JUMP UP U-20 WINTER
CONCERT
・実施日　令和7年1月26日
・出演　13グループ(56人)、観覧者
301人

主な具体的事業 青少年健全育成事業の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 117

事業コード
事業名

37 地域における子育て支援の促進 担当課 青少年課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣保護者の経済的負担の軽減や子
育て環境の整備が図られたため、評
価はＡとした。
➣令和6年4月から助成対象年齢を
満18歳に達する日以後の最初の3月
31日まで拡大するため、改めて制度
の周知、案内を行い、申請漏れを防
ぐ必要がある。

➣保護者の経済的負担の軽減や子
育て環境の整備が図られたため、評
価はＡとした。
➣申請漏れのないよう、住民異動手
続との連携や、未申請者への申請勧
奨、広報等による制度周知に努め
る。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣中学校修了までの児童の入通院
に係る医療費の助成を行った。
・延べ対象者数　663,173人
・助成件数　1,011,954件
・助成額　2,159,013,154円

➣満18歳に達する日以後の最初の3
月31日までの児童の入通院に係る
医療費の助成を行った。

・延べ対象者数　768,633人
・助成件数　1,108,419件
・助成額　2,408,591,720円

※令和6年4月診療分から対象年齢
拡大（中学校修了まで→18歳年度
末）

主な具体的事業 小児への医療費助成の充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 118

事業コード
事業名

38 小児に対する医療の充実 担当課 子育て給付課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣2,000グラム以下の乳児、又は医
師が養育を必要と認めた乳児に対
し、入院に係る医療費及び食事代の
助成を行うことにより、保護者の経済
的負担の軽減に寄与したため、評価
は「A」とする。
➣対象者が限られることから、指定
医療機関と連携を図り、制度案内を
行うよう努める。

➣2,000グラム以下の乳児又は医師
が養育医療を必要と認めた乳児に対
し、入院に係る医療費及び食事代の
助成を行うことにより、保護者の経済
的負担の軽減に寄与したため、評価
は「A」とする。
➣申請漏れのないよう、指定養育医
療機関及び関係部署と連携を密に
し、制度周知に努める。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣2,000グラム以下の乳児、又は医
師が養育を必要と認めた乳児の入院
に係る医療の給付を行った。
・延べ対象者数　90人
・助成件数　238件
・助成額　25,340,974円

➣出生時の体重が2,000グラム以下
の乳児又は医師が養育医療を必要
と認めた乳児の入院に係る医療費等
の給付を行った。

・延べ対象者数　69人
・助成件数　165件
・助成額　27,162,747円

主な具体的事業 未熟児養育医療の給付

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 119

事業コード
事業名

38 小児に対する医療の充実 担当課 子育て給付課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣対象児童の保険診療の自己負担
分を助成することによって、保護者の
経済的負担の軽減と児童の健やか
な成長に寄与したため、評価は「A」と
する。
➣今後も対象者が限られることから、
ホームページなどで制度案内を行っ
ていく。

➣対象児童の保険診療の自己負担
分を助成することによって、保護者の
経済的負担の軽減と児童の健やか
な成長に寄与したため、評価は「A」と
する。
➣申請漏れのないよう、指定医療機
関との連携を図る。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣給付対象となる疾患のある18歳未
満の児童が、手術などを行うことによ
り治療効果が期待できる場合、その
治療に要する医療費の給付を行っ
た。
・支給認定件数　10件
・助成件数　35件
・助成額　499,362円

➣給付対象となる疾患のある18歳未
満の児童が、手術などを行うことによ
り治療効果が期待できる場合、その
治療に要する医療費の給付を行っ
た。

・支給認定件数　9件
・助成件数　30件
・助成額　619,512円

主な具体的事業 育成医療の給付

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 120

事業コード
事業名

38 小児に対する医療の充実 担当課 子育て給付課



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 121

事業コード
事業名

39 育児、介護休業制度の普及促進 担当課
人権男女共同平和国際課/産
業労働課

主な具体的事業 情報紙やホームぺージ等を活用した啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣勤労ふじさわを発行し、育児、介護
休業制度について紹介した。
4月号・10月号
約1,800部発行

➣勤労ふじさわを発行し、育児、介護
休業制度について紹介した。
4月号・5月号・9月号
約1,800部発行

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市内の事業者及び労働者に向け
て、国の制度等について広く周知が
図られた。引き続き制度等の啓発を
行っていく。

➣市内の事業者及び労働者に向け
て、国の制度等について広く周知が
図られたため、評価を「B」とする。引
き続き制度等の啓発を行っていく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 122

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 生活支援型ホームヘルプサービスの実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣介護保険における要支援・要介護
認定が非該当である65歳以上の高
齢者で、在宅で生活をし、介護保険
における要支援・要介護の認定が非
該当であるものの、日常生活におい
て主に家事援助が必要であると認め
られる方に対してホームヘルパーの
派遣を行った。
・延べ利用人数　12人　実利用者数
1人
・利用回数　49回

➣65歳以上の高齢者で、在宅で生活
をし、介護保険における要支援・要介
護の認定が非該当であるものの、日
常生活において主に家事援助が必
要であると認められる方に対して
ホームヘルパーの派遣を行った。
・延べ利用人数　12人　実利用者数
1人
・利用回数　45回
➣本事業の在り方について再検討を
行い、地域福祉推進課所管の「共生
型ホームヘルプ事業」との統合を行
い、本事業は令和6年度で終了となっ
た。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣介護保険非該当の方が対象だ
が、サービスが必要な方に適切に提
供できたため、評価を「B」とする。
➣利用者人数等が毎年増加せず、
ほぼ横ばいという状況で、今後本事
業の在り方について、再検討していく
必要があると考えられる。

➣介護保険非該当の方が対象だ
が、サービスが必要な方に適切に提
供できたため、評価を「B」とする。
➣本事業の在り方について再検討を
行い、地域福祉推進課所管の「共生
型ホームヘルプ事業」との統合を行
い、本事業は令和6年度で終了となっ
た。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 123

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 一時入所サービスの実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣65歳以上で在宅生活が困難な高
齢者を一時的に養護する必要がある
場合に、養護老人ホームにて短期入
所を行った。
・実利用者数　22人
・延べ利用日数　274日

➣65歳以上で在宅生活が困難な高
齢者を一時的に養護する必要がある
場合に、養護老人ホームにて短期入
所を行った。
・実利用者数　34人
・延べ利用日数　376日

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣必要な高齢者に短期入所サービ
スを養護老人ホームと連携してサー
ビス提供できたことから評価「B」とす
る。
➣前年度と比べて、延べ利用日数は
減少しているが、実利用人数は増加
しており、長期利用者が減少してい
る。今後も継続して、委託先施設や
支援関係者と協力し取り組んでいく。

➣必要な高齢者に短期入所サービ
スを養護老人ホームと連携してサー
ビス提供できたことから評価「B」とす
る。
➣前年度と比べて、実利用人数の増
加に伴い延べ利用日数も増加してお
り、長期利用者は減少している。今
後も継続して、委託先施設や支援関
係者と協力し取り組んでいく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 124

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 紙おむつの支給

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣在宅でねたきりや認知症のため、
日常的に紙おむつを使用している人
に毎月紙おむつを支給し、介護者世
帯の身体的・経済的な負担を軽減し
た。
・実利用者数　1,402人
・延べ利用件数　36,415件

➣在宅でねたきりや認知症のため、
日常的に紙おむつを使用している人
に毎月紙おむつを支給し、介護者世
帯の身体的・経済的な負担を軽減し
た。
・実利用者数　1,497人
・延べ利用件数　37,992件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣必要な対象者のニーズに合わせ
た支給が達成できたため評価を「B」
とする。
➣今後も利用者ニーズを把握し、
サービスの充実に努める。

➣必要な対象者のニーズに合わせ
た支給が達成できたため評価を「B」
とする。
➣今後も利用者ニーズを把握し、
サービスの充実に努める。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 125

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 寝具乾燥消毒サービスの実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣65歳以上で在宅生活する人で、寝
具類が汚れがちになるねたきりの人
や布団干しができない等寝具乾燥が
困難な人の寝具類を丸洗い、消毒乾
燥を行い、生活衛生の維持を図ると
ともに、介護者の負担軽減を図った。
・実利用者数　149人
・延べ実施回数　　2,181回

➣65歳以上で在宅生活する人で、寝
具類が汚れがちになるねたきりの人
や布団干しができない等寝具乾燥が
困難な人の寝具類を丸洗い、消毒乾
燥を行い、生活衛生の維持を図ると
ともに、介護者の負担軽減を図った。
・実利用者数　139人
・延べ実施回数　　2,153回

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣利用者に対し適切にサービス提供
ができたため、評価を「B」とする。
➣今後も利用者の負担軽減が図ら
れるようサービスの提供に努める。

➣利用者に対し適切にサービス提供
ができたため、評価を「B」とする。
➣今後も利用者の負担軽減が図ら
れるようサービスの提供に努める。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 126

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 緊急通報サービスの実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣慢性疾患等により、日常生活上注
意を要するひとり暮らし高齢者又は
高齢者世帯等に対して、緊急通報装
置を設置した。このことにより、緊急
時等の連絡システムが構築され、平
常時の利用者の見守りや相談が行
われるとともに、緊急時における救
護・救援活動の即時対応が図られ
た。
・利用者件数　880人

➣慢性疾患等により、日常生活上注
意を要するひとり暮らし高齢者又は
高齢者世帯等に対して、緊急通報装
置を設置した。このことにより、緊急
時等の連絡システムが構築され、平
常時の利用者の見守りや相談が行
われるとともに、緊急時における救
護・救援活動の即時対応が図られ
た。
・利用者件数　934人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣昨年度に比べ、本事業が周知され
てきて、利用者数は増加傾向にある
ため、評価を「B」とする。
➣今後も利用者数を伸ばしていくた
めに、周知活動を広く取り組んでい
く。

➣昨年度に比べ、本事業が周知され
てきて、利用者数は増加傾向にある
ため、評価を「B」とする。
➣今後も利用者数を伸ばしていくた
めに、周知活動を広く取り組んでい
く。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 127

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 高齢者支援課

主な具体的事業 認知症等行方不明SOSネットワークシステムによる支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣認知症などのために、行方不明と
なるおそれのある高齢者を介護して
いる家族が事前に高齢者の情報を
登録することで、行方不明になった際
にいち早く警察等の関係機関が連携
して捜索し、早期保護を図った。
➣保護された際、早期に身元を確認
できるよう、登録者に二次元コード付
き見守りシール（携帯電話等で読み
取ると、市役所・警察等の電話番号
を表示）の配布を開始した。1人あた
りシール及びアイロンシール各10枚
配布。
・登録実人数　104人　（男性41人、女
性63人）
・市内における身元不明発見及び保
護件数　1件

➣認知症などのために、行方不明と
なるおそれのある高齢者を介護して
いる家族が事前に高齢者の情報を
登録することで、行方不明になった際
にいち早く警察等の関係機関が連携
して捜索し、早期保護を図った。
➣保護された際、早期に身元を確認
できるよう、登録者に二次元コード付
き見守りシール（携帯電話等で読み
取ると、市役所・警察等の電話番号
を表示）の配布を開始した。1人あた
りシール及びアイロンシール各10枚
配布。
・登録実人数　109人　（男性47人、女
性62人）
・市内における身元不明発見及び保
護件数　1件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度同様に発見及び保護が図
られていたため、評価を「B」とする。
➣市内高齢者人口も増加傾向にあ
ることから、当事業の需要は高まって
いくと考える。そのため、今後も継続
して各関係機関と協力し取り組んで
いく。

➣前年度同様に発見及び保護が図
られていたため、評価を「B」とする。
➣市内高齢者人口も増加傾向にあ
ることから、当事業の需要は高まって
いくと考える。そのため、今後も継続
して各関係機関と協力し取り組んで
いく。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 128

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 障がい者支援課

主な具体的事業 短期入所支援

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣障がい者の自立支援と社会活動
の充実を図るために、一時的に宿泊
を伴ったサービスの提供を行った。
・短期入所（年間実利用人数417人）

➣障がい者の自立支援と社会活動
の充実を図るために、一時的に宿泊
を伴ったサービスの提供を行った。
・短期入所（年間実利用人数422人）

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度と比べ、年間利用が大きく
上回る人数となったため、評価を「Ａ」
とした。今後も、障がい福祉サービス
を必要とする障がい者に適正な支給
決定を行うこととする。

➣前年度と比べ、年間利用が上回る
人数となったため、評価を「Ａ」とし
た。今後も、障がい福祉サービスを
必要とする障がい者に適正な支給決
定を行うこととする。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 129

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 障がい者支援課

主な具体的事業 ホームヘルパーの派遣

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣障がい者の自立支援と社会活動
の拡充を図るために必要な障がい福
祉サービスの提供を行った。
・実利用人数　835人
・利用時間数　139,229.5時間

➣障がい者の自立支援と社会活動
の拡充を図るために必要な障がい福
祉サービスの提供を行った。
・実利用人数　890人
・利用時間数　162,098.3時間

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣障がい者に適正な支援を行い、障
がい者やその家族の身体的・精神的
負担を軽減したので、評価を「A」とす
る。
今後も障がい福祉サービスを必要と
する障がい者に適正な支給決定を行
うこととする。

➣障がい者に適正な支援を行い、障
がい者やその家族の身体的・精神的
負担を軽減したので、評価を「A」とす
る。
今後も障がい福祉サービスを必要と
する障がい者に適正な支給決定を行
うこととする。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 130

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 障がい者支援課

主な具体的事業 訪問入浴サービスの実施

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市内事業所数　8か所（前年度比
±0件）
・利用人数　　　　40人
・支払い件数　　462件

➣市内事業所数　　9か所（前年度比
±　1件）
・利用人数　　　　　46人
・支払い件数　　　489件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣実績は前年比でやや減の傾向に
ある。背景としては、当事者の介助に
あたり利用されるサービスが身体介
護、施設入所等に切り替わったケー
スが一定数あることによるものと推察
されるが、ニーズに応じた支給決定
を適切に行えている体制に変化はな
いため、「B」評価とする。

➣実績は前年度比でやや増の傾向
にある。ニーズに応じた支給決定を
適正に行えている体制に変化はない
ため「B」評価とする。
➣今後も、障がい福祉サービスを必
要とする障がい者に適正な支給決定
を行い、障がい者やその家族の負担
軽減を図る。



重点目標 ３　ワーク・ライフ・バランスの推進 通番 131

事業コード
事業名

40
高齢者介護、障がい者介護に関する
サービスの充実 担当課 障がい者支援課

主な具体的事業 施設での入通所サービスの実施

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣障がい者の自立支援と社会活動
の拡充を図るために必要な障がい福
祉サービスの提供を行った。
・施設入所支援　231人
・生活介護　1,089人
・機能訓練　2人
・生活訓練　73人
・就労移行支援　309人
・就労継続支援Ａ型（雇用型）　84人
・就労継続支援Ｂ型（非雇用型）　929
人

➣障がい者の自立支援と社会活動
の拡充を図るために必要な障がい福
祉サービスの提供を行った。
・施設入所支援　229人
・生活介護　1,072人
・機能訓練　7人
・生活訓練　94人
・就労移行支援　341人
・就労継続支援Ａ型（雇用型）　88人
・就労継続支援Ｂ型（非雇用型）
1035人

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度と比べ、生活介護・生活訓
練・就労継続支援B型の利用者が特
に増加した実績となったため評価を
「A」とした。今後も障がい福祉サービ
スを必要とする障がい者に適正な支
給決定を行うこととする。

➣前年度と比べ、生活訓練・就労移
行支援・就労継続支援B型の利用者
が特に増加した実績となったため評
価を「A」とした。今後も障がい福祉
サービスを必要とする障がい者に適
正な支給決定を行うこととする。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 132

事業コード
事業名

41 あらゆる暴力防止のための周知啓発 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 情報紙やホームページ等を活用した啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣広報「ふじさわ」11月10日号で「女
性に対する暴力をなくす運動」の周
知記事を掲載し、相談窓口の周知を
図った。また、職員によるパープルリ
ボンバッジ着用をとおして、暴力防止
のための周知啓発に努めた。
➣茅ヶ崎市、寒川町と連携して「デー
トＤＶ防止啓発チラシ」を作成し、市内
公立中学校2年生に配布した。

➣広報「ふじさわ」11月10日号で「女
性に対する暴力をなくす運動」の周
知記事を掲載し、相談窓口の周知を
図った。また、職員によるパープルリ
ボンバッジ着用をとおして、暴力防止
のための周知啓発に努めた。
➣茅ヶ崎市、寒川町と連携して「デー
トＤＶ防止啓発チラシ」を作成し、市内
公立中学校2年生に配布した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各パネル展でのチラシ等の掲出・
配布実績に鑑み、「B」評価とする。
➣今後もパネル展示や市立中学校
へのチラシ配布をとおして、デートDV
などの防止啓発に努める。

➣広報ふじさわ等を通じて、あらゆる
暴力防止に向けた意識向上を図ると
ともに、相談窓口の周知を行うことが
できたため、「B」評価とする。
➣引き続き、機会を捉えた周知啓発
活動に努める。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 133

事業コード
事業名

41 あらゆる暴力防止のための周知啓発 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 「DV相談窓口案内カード」の配布による相談窓口の周知

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「ＤＶ相談窓口案内カード」を公共
施設・市内百貨店等36か所のトイレ
への設置、配布を行った。

➣公共施設・市内百貨店等40か所の
トイレへの設置、配布を行った。
➣市内医療機関340か所への配布を
行った。
➣「女性に対する暴力をなくす運動」
に合わせ、民生委員502人への配布
を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DV相談窓口案内カードの作成及
び配布実績に鑑み、評価を「B」とす
る。
➣今後もカードの配布場所を広げら
れるよう取り組む。

➣DV相談窓口案内カードの作成及
び配布実績に鑑み、評価を「B」とす
る。
➣庁内外を問わず、市民が多く訪れ
る場所にカードを設置できるよう取り
組む。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市広報や市HPなど様々な広報媒
体を活用し、周知・啓発を行うことが
できたため、評価を「B」とする。
➣現在の社会情勢に鑑み、児童虐
待を未然に防ぐためには市民等に向
けて更なる周知・啓発が必要である。
引き続き、様々な媒体を活用して周
知・啓発活動を行う。

➣市広報や市HPなど様々な広報媒
体を活用し、周知・啓発を行うことが
できたため、評価を「B」とする。
➣現在の社会情勢に鑑み、児童虐
待を未然に防ぐためには市民等に向
けて更なる周知・啓発が必要である。
引き続き、様々な媒体を活用して周
知・啓発活動を行う。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣11月の「オレンジリボン・児童虐待
防止推進キャンペーン」実施月間に
おいて、広報誌、庁内デジタルサイ
ネージ、市HP、職員ポータル壁紙を
活用して、児童虐待防止の啓発及び
周知を行った。
➣市内4図書館において市民等を対
象に、児童虐待に対する意識啓発を
図ることを目的に、ポスターや関連図
書の展示を行った。
➣各関係機関宛てにこども家庭庁作
成の児童虐待防止に関するポスター
やリーフレットを配布し、啓発及び周
知を行った。

➣11月の「オレンジリボン・児童虐待
防止推進キャンペーン」実施月間に
おいて、広報誌、市HPを活用して、
児童虐待防止の啓発及び周知を
行った。
➣総合市民図書館において市民等
を対象に、児童虐待に対する意識啓
発を図ることを目的に、ポスターや関
連図書の展示を行った。
➣各関係機関宛てにこども家庭庁作
成の児童虐待防止に関するポスター
やリーフレットを配布し、啓発及び周
知を行った。

主な具体的事業 「広報ふじさわ」やホームページ等による児童虐待防止の啓発及び周知

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 134

事業コード
事業名

41 あらゆる暴力防止のための周知啓発 担当課 こども家庭センター



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣研修実施方法を対面とZoomでの
ハイブリッドにしたことで、受講者の
利便性が上がったと考えるため、評
価を「B」とする。
➣今後も引き続き、研修を通して児
童虐待防止に関して市民や関係機
関の理解を深めていく。

➣日頃から子どもと接する関係機関
に対し研修を行い、児童虐待につい
ての周知啓発を行うことができたた
め、評価を「B」とする。
➣今後も引き続き、研修を通して児
童虐待防止に関して市民や関係機
関の理解を深めていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣児童虐待防止
・テーマ「一緒に探そう　この子の居
場所」にて、市民向け啓発研修を実
施した。当日受講者16人、Zoom14
人、計30人が参加、受講した。
➣児童虐待防止に関する研修を実
施し、関係機関に対して啓発活動を
行った。
・啓発研修等の開催　3回実施　76人
参加

➣児童虐待防止に関する研修を実
施し、関係機関に対して啓発活動を
行った。
・啓発研修等の開催　1回実施　42人
参加

主な具体的事業 市民や関係機関に向けた児童虐待防止に関する研修や講座の開催

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 135

事業コード
事業名

41 あらゆる暴力防止のための周知啓発 担当課 こども家庭センター



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 136

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 市内医療機関への情報提供

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市医師会に所属する医療機
関343か所にDV相談窓口案内カード
を送付し、各医療機関でカードを配布
した。

➣ＤＶ被害の早期発見を目的とした
取組として、藤沢市医師会に所属す
る医療機関339か所及び設置希望の
あった医療機関1か所にDV相談窓口
案内カードを送付し、各医療機関で
カードを配布した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DV相談窓口案内カードの作成及
び配布実績に鑑み、評価を「B」とす
る。
➣今後も藤沢市医師会と連携して取
組を進めていく。

➣DV相談窓口案内カードの作成及
び配布実績に鑑み、評価を「B」とす
る。
➣今後も藤沢市医師会等と連携し、
ＤＶ被害の早期発見に向けた取組を
進めていく。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 137

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課 生活援護課

主な具体的事業 民生委員児童委員等への情報提供

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣民生委員児童委員に対して生活
保護世帯の情報提供を行うとともに、
担当している世帯の問題点を把握し
た場合には速やかに連絡を入れても
らうよう依頼し情報共有の連携を図っ
た。

➣民生委員児童委員に対して生活
保護世帯の情報提供を行うとともに、
担当している世帯の問題点を把握し
た場合には速やかに連絡を入れても
らうよう依頼し情報共有の連携を図っ
た。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣民生委員児童委員との情報共有
において、適切な対応を取ったため
評価を「B」とする。今後も情報共有を
行い、世帯の状況変化に対応出来る
よう協力していく。

➣民生委員児童委員との情報共有
において、適切な対応を取ったため
評価を「B」とする。今後も情報共有を
行い、世帯の状況変化に対応出来る
よう協力していく。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 138

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課 地域福祉推進課

主な具体的事業 福祉保健総合相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣福祉・保健の総合的な相談窓口と
して、福祉サービスなどに関する相
談・情報提供や、世帯の中に課題を
抱える人が複数存在する、福祉以外
の分野にまたがる課題がある、など
さまざまな相談に対して、関係各課
等と連携し、支援を行った。

➣福祉・保健の総合的な相談窓口と
して、福祉サービスなどに関する相
談・情報提供や、世帯の中に課題を
抱える人が複数存在する、福祉以外
の分野にまたがる課題がある、など
さまざまな相談に対して、関係各課
等と連携し、支援を行った。

・相談件数
福祉総合相談支援センター：830件
北部福祉総合相談室：212件
計：1,042件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣相談内容に応じて関係各課と連携
を図り、支援を行うことができたた
め、評価を「B」とする。
➣引き続き福祉総合相談窓口の周
知を図り、課題を抱える人の早期発
見や関係各課と連携した適切な支援
を行っていく。

➣相談内容に応じて関係各課と連携
を図り、支援を行うことができたた
め、評価を「B」とする。
➣引き続き福祉総合相談窓口の周
知を図り、課題を抱える人の早期発
見や関係各課と連携した適切な支援
を行っていく。



主な具体的事業 高齢者虐待専門相談窓口の実施

実施方式

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 139

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課
地域福祉推進課/高齢者支援
課

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣講演会の実施により、虐待相談窓
口の周知、意識啓発や虐待予防の
視点を持って支援にあたる機会と
なったため、評価を「B」とする。
➣講演会を通じて、虐待のとらえ方
や予防の観点等、虐待に関する関す
る共通認識ができ、支援者のスキル
アップにつながった。引き続き、講演
会等の実施により、意識啓発や予防
措置について周知していく機会を
作っていく。

➣講演会の実施により、被虐待者の
多数を占める認知症患者に対するケ
アの方法について学びを深めること
ができ、また普及啓発の機会にも
なったことから評価を「B」とする。
➣今後も新たに作成した認知症ケア
パスも活用しながら認知症への理解
を深め、高齢者虐待に至る前に支援
につながるように啓発を行っていく。
併せて、高齢者虐待についても引き
続き普及啓発及び予防措置の周知
をする機会を設けていく。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣福祉総合相談支援センター
・相談件数　12件（虐待暴力相談）
➣関係各課や地域の相談支援機関
との連携を図った。
➣養護者支援の立場から、自立に向
けた支援を展開した。
➣講演会
1月18日「高齢者虐待防止に向けて
私たちができること～虐待対応の考
え方と課題について～」
高齢者施設従事者、介護保険事業
者従事者58人参加。講演会の中で、
本市の虐待相談窓口や虐待対応フ
ローについて周知を図った。
➣高齢者虐待相談窓口
新規相談件数　160件
継続相談件数　145件
➣関係各課や地域の相談支援機関
との連携を図った。

➣福祉総合相談支援センター
・相談件数　13件（虐待暴力相談）
➣関係各課や地域の相談支援機関
との連携を図った。
➣養護者支援の立場から、自立に向
けた支援を展開した。
➣講演会
2月17日「認知症のケアについて一
緒に学びませんか～ユマニチュード
Ⓡの第一歩～」
高齢者施設従事者、介護保険事業
者従事者56人参加。講演会の時間
内で認知症事業や地域包括支援セ
ンターの周知を図った。
➣高齢者虐待相談窓口
新規相談件数：181件
対応件数：369件
終結件数：171件
➣関係各課や地域の相談支援機関
との連携を図った。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣研修は、講義に加えグループワー
クにより事業所間の情報交換の機会
を提供した。また、今年度から事業所
に対して講義動画を貸し出した後、
フォロー研修を実施するなど、より効
果的な研修の提供を開始したため評
価を「B」とする。次年度は更に推進
する予定。

➣通報及び対応件数の増加、事実
確認調査の充実、虐待防止センター
主催の研修会をはじめ団体や事業
所に向けた研修を提供する機会の増
加、また、他機関との連系や連絡な
ど昨年と比較して充実した運営が行
われたため、評価を「A」とする。次年
度は更に推進する予定。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市放課後等支援事業連絡会・
ふじさわ基幹相談支援センターえぽ
めいくと共催し、令和6年3月4日に虐
待防止セミナーを対面で開催した（25
法人、43名が参加）。また、事業所か
らの依頼等により6回の研修を実施し
た。
昨年度に作成した「障がい者虐待を
防ぐために支援者ができること（基本
編）」DVDを活用した研修の提供を開
始した。

➣障がい者虐待防止センターに3名
の相談員を配置し対応している。
・虐待通報の受理や事実確認調査、
改善に向けた支援、及び虐待に関す
る相談対応を実施。
・藤沢市虐待防止センター主催の虐
待防止研修や各団体や事業所の求
めに応じた研修の実施。
・「障がい者虐待を防ぐために支援者
ができること（基本編）」DVDを活用し
た研修機会の提供。
・虐待防止に関するリーフレット作
成、配布等による啓発活動。
・障がい者虐待防止に向けた関係各
機関との連携。
・国や県の求めに応じて統計の作
成。

主な具体的事業 障がい者虐待防止センターの運営

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 140

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課 障がい者支援課



事業の達成状況
Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣ポスターの内容を変え、2年連続で
作成したが、虐待防止啓発普及に至
らなかったため、評価を「C」とした。
次年度は、効率的かつ効果的な普及
を推進するため、各事業所への訪問
も念頭に普及に努め、虐待防止に向
け取り組む。

➣研修会の実施及び研修内容の充
実、リーフレットの作成やポスターの
配布など活発な周知活動を行ったた
め、評価を「A」とした。次年度は、さら
に効率的かつ効果的な普及を推進
するため、各事業所への訪問も念頭
に普及に努め、虐待防止に向け取り
組む。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣障がい者本人に向けた、「虐待防
止啓発ポスター（600部）」を作成し
た。
また、藤沢市放課後等支援事業連絡
会・ふじさわ基幹相談支援センターえ
ぽめいくと共催し、令和6年3月4日に
虐待防止セミナーを対面で開催し
た。

➣障がい者虐待防止に係る研修の
実施とDVDを活用した研修機会の提
供や虐待防止に関するリーフレット、
ポスターの配布といった障がい者虐
待に関する啓発活動を行った。

主な具体的事業 障がい者虐待防止に関する啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 141

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課 障がい者支援課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コア会議を起点とし、各関係機関と
の連携に重きを置いた活動をしたた
め評価を「B」とした。今後更に障がい
者ご本人の最善の利益並びにウエ
ルビーイング（Well-being)を標榜す
る。

➣コア会議を起点とし、各関係機関と
の連携に重きを置いた活動をしたた
め評価を「B」とした。今後更に障がい
者ご本人の最善の利益並びにウエ
ルビーイング（Well-being)を標榜す
る。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣虐待通報、心配情報が寄せられた
際には、当該障がい者の状況把握
のため、サービス等利用計画並びに
個別支援計画に係る担当各課、関係
機関との連携を行った。福祉施設従
事者の虐待に関しては、施設並びに
運営法人の協力の下、障がい者の
支援向上に向けたアプローチをした。

➣虐待通報、心配情報が寄せられた
際には、当該障がい者の状況把握と
支援のため、サービス等利用計画並
びに個別支援計画に係る担当各課、
関係機関との連携を行った。
福祉施設従事者の虐待に関しては、
施設並びに運営法人の協力の下、
障がい者の支援向上に向けたアプ
ローチをした。

主な具体的事業 関連機関との連携

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 142

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課 障がい者支援課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣体罰調査のアンケートは、今後も
紙と電子を併用し、広く声が聞かれる
よう努める。
➣研修や担当者会等、あらゆる機会
を通じ、教職員の人権感覚を磨く実
践的な取組を推進していく。

➣各種取組を通じて、被害の早期発
見に努めることができたため、評価を
「B」とする。
➣体罰調査のアンケートは、今後も
電子と紙を併用し、広く声が聞かれる
よう努める。
➣研修や担当者会等、あらゆる機会
を通じ、教職員の人権感覚を磨く実
践的な取組を推進していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣体罰調査を教職員対象、および児
童生徒・保護者対象に実施した。教
職員調査は学校から実施報告書を
提出してもらうようにした。児童生徒・
保護者調査は、主に電子アンケート
で実施し、広く声が聞けるようにし
た。また、調査後の対応について、学
校と連携して迅速な対応につながる
よう整理した。
➣小学校1年生に向け、暴力行為の
未然防止を図るため「アンガーマネジ
メント」についてのリーフレットを配付
した。学校で実情に応じて活用できる
よう、活用例や授業用スライドを合わ
せて送付した。

➣体罰調査を教職員対象、および児
童生徒・保護者対象に実施した。教
職員調査は学校から実施報告書を
提出してもらうようにした。児童生徒・
保護者調査は、オンラインシステム
等の電子媒体や、郵送用回答用紙
にて回答を収集し、広く声が聞けるよ
うにした。また、調査後の対応につい
て、学校と連携して迅速な対応につ
ながるよう整理した。
➣小学校1年生に向け、暴力行為の
未然防止を図るため「アンガーマネジ
メント」についてのリーフレットを配付
した。学校の実情に応じて活用でき
るよう、授業用スライドや教材活用例
を合わせて送付した。

主な具体的事業 児童・生徒を体罰（暴力）から守るための情報共有

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 143

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣藤沢市要保護児童対策地域協議
会の構成機関を中心とした関係機関
と連携を図り、新規相談件数の増加
に繋がったため、児童虐待の早期発
見という一定の効果があったものと
捉え、評価を「B」とする。
➣啓発研修の実施により、関係機関
の児童虐待に対する理解が深まり、
新規相談件数の増加に繋がったもの
と考えられる。引き続き啓発研修を
行っていく。

➣藤沢市要保護児童対策地域協議
会の構成機関を中心とした関係機関
と連携を図り、新規相談件数の増加
に繋がったため、児童虐待の早期発
見という一定の効果があったものと
捉え、評価を「B」とする。
➣啓発研修の実施により、関係機関
の児童虐待に対する理解が深まり、
新規相談件数の増加に繋がったもの
と考えられる。引き続き啓発研修等
の周知啓発活動を行っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣児童虐待の早期発見と迅速な対
応に繋がるよう、日常的に子どもの
様子や変化を把握することのできる
児童の所属機関を中心に、各関係機
関と連携を行った。
・関係機関からの新規相談件数 522
件（うち児童虐待303件　要支援児童
等219件）
➣児童虐待防止に関する研修を実
施し、関係機関に対して啓発活動を
行った。
・啓発研修等の開催　3回実施　76人
参加

➣児童虐待の早期発見と迅速な対
応に繋がるよう、日常的に子どもの
様子や変化を把握することのできる
児童の所属機関を中心に、各関係機
関と連携を行った。
・関係機関からの新規相談件数 602
件（うち児童虐待251件　要支援児童
等351件）
➣児童虐待防止に関する研修を実
施し、関係機関に対して啓発活動を
行った。
・啓発研修等の開催　1回実施　42人
参加

主な具体的事業 子どもに関係する機関との連携

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 144

事業コード
事業名

42 被害の早期発見の促進 担当課
こども家庭センター/教育指導
課



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 145

事業コード
事業名

43
子ども・青少年に対する暴力を認めない
社会づくりへの理解促進 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 デートDVなどの防止に向けた啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣湘南台公民館ギャラリーでの国際
女性の日パネル展（3/4～3/15）でポ
スターの掲出を行い、啓発に努め
た。
➣デートＤＶ啓発チラシを作成し、市
立中学校2年生への全員配布を行っ
た。

➣デートＤＶ啓発チラシを作成し、市
立中学校2年生への全員配布を行っ
た。
➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」136
号において、「性暴力について知って
おこう～4月は「若年層の性暴力被害
予防月間」です～」をタイトルとして、
性犯罪・性被害に関する相談先を紹
介するとともに、身近な人が被害に
あった場合の対応方法を掲載した。

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣パネル展でのチラシ等の掲出・配
布実績に鑑み、評価を「A」とする。
➣今後もパネル展示や市立中学校
へのチラシ配布をとおして、デートDV
などの防止啓発に努める。

➣チラシ等の掲出・配布実績に鑑
み、評価を「A」とする。
➣今後も市立中学校へのチラシ配布
等をとおして、子ども・青少年に対す
るデートDVなどの防止啓発に努め
る。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 146

事業コード
事業名

43
子ども・青少年に対する暴力を認めない
社会づくりへの理解促進 担当課 保育課

主な具体的事業
保育園などにおけるジェンダー平等の視点からの成長段階に応じた指導・
育成

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣子ども自身が個々の違いを認め合
い、互いの人格や人権を尊重する心
が育つような保育を提供し、子どもの
性差や個人差についても配慮した。
また、職員・保護者へ、子どもたちの
成長・発達段階に合わせた対応や、
性別による固定的な役割分担意識を
植え付けないよう、特に言葉かけな
どに気をつけるように、啓発を行っ
た。

➣暴力は絶対に許されないということ
に気づけるよう、子ども自身が個々
の違いを認め合い、互いの人格や人
権を尊重する心が育つような保育を
提供した。また、職員・保護者へ、子
どもたちの成長・発達段階に合わせ
た対応や、子どもたちが感情を上手
にコントロールできるよう、特に言葉
かけなどに気をつけるように、啓発を
行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣取り組みは継続して実施している
が、評価は「B」とする。子どもに関わ
る職員等がさらに高い意識を持ち、
職場全体で保育の振り返りや啓発を
継続する。

➣暴力を容認しない社会づくりに向
けて、ジェンダー平等の視点で保育
を実施できたことから、評価は「B」と
する。子どもに関わる職員等がさらに
高い意識を持ち、職場全体で保育の
振り返りや啓発を継続する。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 147

事業コード
事業名

43
子ども・青少年に対する暴力を認めない
社会づくりへの理解促進 担当課 青少年課

主な具体的事業 さまざまな青少年事業を通じた啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣街頭指導パトロール…藤沢市青少年指
導員・街頭等指導員・特別街頭指導員等に
よる市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲
酒・怠学等を指導した。（通年）
・実施回数　青少年指導員315回　昼間街
頭指導員1,329回　夜間特別街頭指導員75
回
・指導回数　昼間　のべ145件(内女子42件)
夜間のべ1,643件(内女子731件)
➣年末特別街頭指導キャンペーン・春季特
別街頭指導キャンペーン…青少年指導員
を中心に、青少年の非行・被害防止を広く
市民へ周知するため、街頭放送を実施し
た。
・7月3日　藤沢駅31人参加
・7月4日　湘南台駅33人参加
・12月4日　藤沢駅23人参加
・12月4日　辻堂駅13人参加
・12月5日　湘南台駅26人参加
・3月14日　藤沢駅21人参加
➣非行防止ポスター展…非行防止ポスター
作品を募集し、応募作品の展示を行った。
（10月20日～11月7日65作品を展示）
➣社会環境実態調査…7月に実施
➣書店・古書店の有害図書類の区分陳列
立入調査…12月実施。（調査店舗数延べ3
件）

➣街頭指導パトロール…藤沢市青少年指
導員・街頭等指導員・特別街頭指導員等に
よる市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲
酒・怠学等を指導した。（通年）
・実施回数　青少年指導員291回　昼間街
頭指導員1,224回　夜間特別街頭指導員75
回
・指導回数　昼間　のべ126件(内女子22件)
夜間のべ1,726件(内女子785件)
➣特別街頭指導キャンペーン…青少年指
導員を中心に、青少年の非行・被害防止を
広く市民へ周知するため、街頭放送を実施
した。
・7月1日　　藤沢駅　　雨天中止
・7月2日　　辻堂駅　　24人参加
・12月2日　藤沢駅　　 30人参加
・12月3日　湘南台駅　32人参加
・3月13日　藤沢駅　　 20人参加
➣非行防止ポスター展…非行防止ポスター
作品を募集し、応募作品の展示を行った。
（10月29日～11月4日・11月12日～19日71
作品を展示）
➣社会環境実態調査…7月に実施
➣書店・古書店の有害図書類の区分陳列
立入調査…2月実施。（調査店舗数延べ2
件）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣青少年指導員協議会等と連携・協
力し、街頭キャンペーンによる啓発活
動を実施したため、評価は「B」とす
る。今後も、地域のパトロールを行
い、青少年の見守りや声かけをする
ことで、問題行動の早期発見に努め
る。

➣青少年指導員協議会等と連携・協
力し、街頭キャンペーンによる啓発活
動を実施したため、評価は「B」とす
る。今後も、地域のパトロールを行
い、青少年の見守りや声かけをする
ことで、問題行動の早期発見に努め
る。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣学校生活全体を通して、児童生徒
が人間として尊重されるよう、担当者
会や研修、リーフレットなどで周知す
ることができたため、評価を「B」とす
る。
➣今後、ジェンダー平等の視点を含
め、さらに個を尊重し合えるよう、児
童生徒と教員の両方に働きかけてい
く。

➣暴力を容認しない社会づくりに向
けて、学校生活全体を通して、児童
生徒が人間として尊重されるよう、担
当者会や研修、リーフレットなどで周
知することができたため、評価を「B」
とする。
➣今後、ジェンダー平等の視点を含
め、さらに個を尊重し合えるよう、児
童生徒と教員の両方に働きかけてい
く。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣教員が児童生徒の人権への理解
を深め、学校生活のあらゆる機会を
とらえ、児童生徒が性差によることな
く、人間として尊重されることを軸とし
て、ジェンダー平等の視点から、互い
に協力しあい、思いやりをもって生活
することの大切さを指導できるよう、
各種担当者会や4年経験者研修の機
会に指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、男女平等の視点からも人権尊重
の意識啓発に努めた。

➣教員が児童生徒の人権への理解
を深め、学校生活のあらゆる機会を
とらえ、児童生徒が性差によることな
く、人間として尊重されることを軸とし
て、ジェンダー平等の視点から、互い
に協力しあい、思いやりをもって生活
することの大切さを指導できるよう、
各種担当者会や１年・4年経験者研
修の機会に指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配付
し、ジェンダー平等の視点からも人権
尊重の意識啓発に努めた。

主な具体的事業 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 148

事業コード
事業名

43
子ども・青少年に対する暴力を認めない
社会づくりへの理解促進 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣リーフレットをデータ化するととも
に、二次元コードにより一人一台端
末でも活用できるようにしたので評価
を「B」とした。
➣リーフレットの内容については、今
後も検討していく。

➣昨今のSNS等におけるトラブルの
低年齢化の状況をふまえ小学生向
けリーフレットにおいてもSNSトラブル
の未然防止について掲載したので評
価を「B」とした。リーフレットの内容に
ついては、今後も検討していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣児童生徒のセクシュアル・ハラスメ
ント等防止に向けて、小学校4年生用
「楽しい学校生活を送るために」、中
学校1年生用「STOP！！スクール・
セクハラ／　デートDV／SNS等を通じ
た被害」リーフレットをデータで作成
し、6月に配付した。

➣児童生徒のセクシュアル・ハラスメ
ント等防止に向けて、小学校4年生用
「楽しい学校生活を送るために」、中
学校1年生用「STOP！！スクール・
セクハラ／デートDV／SNS等を通じ
た被害」リーフレットを作成しデータで
配付した。

主な具体的事業
児童・生徒に向けたセクシュアルハラスメント（スクールハラスメント）防止及
びデートDV防止に関するリーフレット等の作成・配布

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 149

事業コード
事業名

43
子ども・青少年に対する暴力を認めない
社会づくりへの理解促進 担当課 教育指導課



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 150

事業コード
事業名

44 相談機能の整備・充実 担当課 生活援護課

主な具体的事業 女性相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣相談者のプライバシーと個人情報
に配慮するため、原則、面談室での
面談を行った。相談内容が多岐に及
ぶ場合には、関係各課と連携し、相
談者が移動することなく、各相談員
が初期相談窓口に移動することで、
DV被害者の情報の保護と安全の確
保に努めた。

➣相談者のプライバシーと個人情報
に配慮するため、原則、面談室での
面談を行った。相談内容が多岐に及
ぶ場合には、関係各課と連携し、相
談者が移動することなく、各相談員
が初期相談窓口に移動することで、
DV被害者の情報の保護と安全の確
保に努めた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣女性相談業務において、適切な対
応を取ったため評価を「B」とする。今
後もDV被害者の情報の保護と安全
の確保を優先し、相談に臨む体制を
継続していく。

➣女性相談業務において、適切な対
応を取ったため評価を「B」とする。今
後もDV被害者の情報の保護と安全
の確保を優先し、相談に臨む体制を
継続していく。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 151

事業コード
事業名

44 相談機能の整備・充実 担当課 地域福祉推進課

主な具体的事業 福祉保健総合相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣福祉・保健の総合的な相談窓口と
して、福祉サービスなどに関する相
談・情報提供や、世帯の中に課題を
抱える人が複数存在する、福祉以外
の分野にまたがる課題がある、など
さまざまな相談に対して、関係各課
等と連携し、支援を行った。

➣福祉・保健の総合的な相談窓口と
して、福祉サービスなどに関する相
談・情報提供や、世帯の中に課題を
抱える人が複数存在する、福祉以外
の分野にまたがる課題がある、など
さまざまな相談に対して、関係各課
等と連携し、支援を行った。
・相談件数
福祉総合相談支援センター：830件
北部福祉総合相談室：212件
計：1,042件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣相談者に寄り添った支援を行うこ
とができたため、評価を「B」とする。
➣今後より複雑化・複合化していく生
活課題に対応していくために、関係
各課や地域の相談支援機関等と連
携し、相談機能の充実を図っていく。

➣相談者に寄り添った支援を行うこ
とができたため、評価を「B」とする。
➣今後より複雑化・複合化していく生
活課題に対応していくために、関係
各課や地域の相談支援機関等と連
携し、相談機能の充実を図っていく。



主な具体的事業 高齢者虐待専門相談窓口の実施

実施方式

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 152

事業コード
事業名

44 相談機能の整備・充実 担当課
地域福祉推進課/高齢者支援
課

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コロナ禍以降、適切に関係機関と
協力しながら虐待相談対応ができた
ため、評価を「B]とする。
➣市民や介護従事者においても高
齢者虐待の認識は広がっており、継
続して地域包括支援センターや関係
機関等と連携を図り、高齢者虐待防
止に向けた相談・支援を行っていく。

➣適切に関係機関と協力しながら虐
待相談対応ができたため、評価を
「B」とする。
➣市民や介護従事者においても高
齢者虐待の認識は広がっており、継
続して地域包括支援センターや関係
機関等と連携を図り、高齢者虐待防
止に向けた相談・支援を行っていく。
令和7年度は専門相談員を1名増員
し、体制の強化を図る。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣福祉総合相談支援センター
・相談件数　12件（虐待暴力相談）
➣関係各課や地域の相談支援機関
との連携を図った。
➣養護者支援の立場から、自立に向
けた支援を展開した。
➣専門相談員、基幹型地域包括支
援センターの職員による虐待相談へ
の対応を行った。（158番と重複）
・新規相談件数：160件
・対応件数：305件
・終結件数：117件

➣福祉総合相談支援センター
・相談件数　13件（虐待暴力相談）
➣関係各課や地域の相談支援機関
との連携を図った。
➣養護者支援の立場から、自立に向
けた支援を展開した。
➣専門相談員、基幹型地域包括支
援センターの職員による虐待相談へ
の対応を行った。（158番と重複）
・新規相談件数：181件
・対応件数：369件
・終結件数：171件



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣個別ケース検討会議の開催の増
加が、関係機関と密な連携を図るこ
とで支援の充実に結び付いたものと
判断し、評価を「B」とする。
➣今後も、児童虐待の早期発見と迅
速な対応に繋がるよう、日常的に子
どもの様子や変化を把握することを
目指し、藤沢市要保護児童対策地域
協議会の充実を図っていく。

➣個別ケース検討会議の開催の増
加が、関係機関と密な連携を図るこ
とで支援の充実に結び付いたものと
判断し、評価を「B」とする。
➣今後も、児童虐待の早期発見と迅
速な対応に繋がるよう、日常的に子
どもの様子や変化を把握することを
目指し、藤沢市要保護児童対策地域
協議会の充実を図っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市要保護児童対策地域協議
会の構成機関が、それぞれの専門
性を活かして連携し、児童の面前で
のDVを含む児童虐待の早期発見と
支援内容の検討を行った。
・個別ケース検討会議（104回）の開
催
➣子ども・子育ての相談に対して専
門相談員による助言や情報提供を行
い、必要に応じて関係機関に引継
ぎ、対象者の育児負担の軽減による
虐待防止に務めた。

➣藤沢市要保護児童対策地域協議
会の構成機関が、それぞれの専門
性を活かして連携し、児童の面前で
のDVを含む児童虐待の早期発見と
支援内容の検討を行った。
・個別ケース検討会議（103回）の開
催
➣子ども・子育ての相談に対して専
門相談員による助言や情報提供を行
い、必要に応じて関係機関に引継
ぎ、対象者の育児負担の軽減による
虐待防止に務めた。

主な具体的事業 要保護児童の支援を目的としたネットワークの充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 153

事業コード
事業名

44 相談機能の整備・充実 担当課 こども家庭センター



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣昨年度以上に支援対象児童が増
加する中、迅速かつ適切な対応に努
めることができたため、評価を「B」と
する。
➣引き続き、児童虐待の防止及び早
期発見に努め、関係機関と連携・協
力し、迅速な対応に取り組む。また、
こども家庭センターが令和6年度から
設置されるため、社会資源を活用し
た切れ目のない包括的な支援を実施
していく。

➣昨年度以上に支援対象児童が増
加する中、迅速かつ適切な対応に努
めることができたため、評価を「B」と
する。
➣引き続き、児童虐待の防止及び早
期発見に努め、関係機関と連携・協
力し、迅速な対応に取り組む。また、
こども家庭センターとして社会資源を
活用した切れ目のない包括的な支援
を実施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣引き続き関係機関と連携・協力し
ながら、児童虐待の予防、早期発見
を心がけ、発生後の迅速かつきめ細
やかな対応に務めた。

〇児童虐待及び要支援児童等相談
新規件数：522件（うち、児童虐待件
数：303件、要支援児童等件数219
件）
・身体：83件
・心理：146件
・ネグレクト：72件
・性的：2件
・要支援等：219件

➣引き続き関係機関と連携・協力し
ながら、児童虐待の予防、早期発見
を心がけ、発生後の迅速かつきめ細
やかな対応に務めた。

〇児童虐待及び要支援児童等相談
新規件数：602件（うち、児童虐待件
数：251件、要支援児童等件数351
件）
・身体：80件
・心理：139件
・ネグレクト：32件
・性的：0件
・要支援等：351件

主な具体的事業 子ども・子育て相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 154

事業コード
事業名

44 相談機能の整備・充実 担当課 こども家庭センター



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➢DVが疑われる相談の場合は、相
談先の紹介等の情報提供は行うこと
ができているため、評価を「B」とす
る。今後も一般相談を実施していく中
でDVが疑われる場合は、同様の取
組を行い、連携を図っていく。

➢DVが疑われる相談の場合は、相
談先の紹介等の情報提供は行うこと
ができているため、評価を「B」とす
る。今後も一般相談を実施していく中
でDVが疑われる場合は、同様の取
組を行い、連携を図っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➢DVが疑われる相談については、
最寄りの警察署、かながわ男女共同
参画センターを紹介するとともに、市
役所内の相談先（生活援護課等）を
紹介し、連携を図るための情報提供
を行った。

➢DVが疑われる相談については、
最寄りの警察署、かながわ男女共同
参画センターを紹介するとともに、市
役所内の相談先（生活援護課等）を
紹介し、連携を図るための情報提供
を行った。

主な具体的事業
市政相談、一般相談をはじめとする各種相談の実施及び相談に関する情
報提供

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 155

事業コード
事業名

44 相談機能の整備・充実 担当課 市民相談情報課



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 156

事業コード
事業名

45
相談時におけるプライバシーの保護と
安全の確保 担当課

生活援護課/市民窓口セン
ター/市民相談情報課/こども
家庭センター

主な具体的事業
相談者に関する情報の保護・管理の徹底並びに関係各課等との連携によ
る相談時及び移動時等における安全確保に向けた体制づくり

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣相談員に対する個人情報保護の
意識の徹底を図るとともに、相談を実
施する際には個別の相談室にて実
施をし、安全確保を行っている。
➣市民窓口センターの支援措置業務
においては、必ず個室での対応を
行った。また、生活援護課で保護す
るＤＶ等被害者がマイナンバーカード
や住民票・戸籍謄本等の証明書を必
要とする時は、市民窓口センター職
員が生活援護課に出向き、個室での
対応を行うなど被害者の安全確保に
努めた。児童相談から女性相談に切
り替わった際は、子ども家庭課と連
携し、情報共有を行い被害者の相談
を受けた。被害者が最初に出向いた
課に相談員が行くことを基本とし、そ
こで得た相談内容については情報の
保護及び管理を徹底し、被害者の安
全確保のためにも移動は最小限とし
た。
➣相談内容については情報の保護
及び管理を徹底した。

➣相談員に対する個人情報保護の
意識の徹底を図るとともに、相談を実
施する際には個別の相談室にて実
施をし、安全確保を行っている。
➣市民窓口センター職員に対する個
人情報保護の意識の徹底を図るとと
もに、支援措置業務の面談は、必ず
個室での対応を行った。また、生活
援護課で保護するＤＶ等被害者がマ
イナンバーカード・住民票・戸籍謄本
等の証明書を必要とする時は、市民
窓口センター職員が生活援護課に出
向き、個室で対応を行うなど被害者
のの安全確保に努めた。児童相談か
ら女性相談に切り替わった際は、こ
ども家庭センターと連携し、情報共有
を行い被害者の相談を受けた。被害
者が最初に出向いた課に相談員が
行くことを基本とし、そこで得た相談
内容については情報の保護及び管
理を徹底し、被害者の安全確保のた
めにも移動は最小限とした。
➣相談内容については情報の保護
及び管理を徹底した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣関係各課と適切に相談業務の連
携を図ったため評価を「B」とする
➣今後も、DV等被害者のプライバ
シー保護と安全確保を最優先に考
え、関係各課と連携を取りながら相
談に臨む体制を引き続き継続してい
く。また、個別相談室を活用し安全確
保を図る。

➣関係各課と適切に相談業務の連
携を図ったため評価を「B」とする
➣今後も、DV等被害者のプライバ
シー保護と安全確保を最優先に考
え、関係各課と連携を取りながら相
談に臨む体制を引き続き継続してい
く。また、個別相談室を活用し安全確
保を図る。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 157

事業コード
事業名

45
相談時におけるプライバシーの保護と
安全の確保 担当課 地域福祉推進課

主な具体的事業 福祉保健総合相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣福祉・保健の総合的な相談窓口と
して、福祉サービスなどに関する相
談・情報提供や、世帯の中に課題を
抱える人が複数存在する、福祉以外
の分野にまたがる課題がある、など
さまざまな相談に対して、プライバ
シーの保護や安全の確保に配慮しな
がら、関係各課等と連携し支援を
行った。

➣福祉・保健の総合的な相談窓口と
して、福祉サービスなどに関する相
談・情報提供や、世帯の中に課題を
抱える人が複数存在する、福祉以外
の分野にまたがる課題がある、など
さまざまな相談に対して、プライバ
シーの保護や安全の確保に配慮しな
がら、関係各課等と連携し支援を
行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣相談者のプライバシー保護や安全
の確保に配慮し支援を行うことがで
きたため評価を「B」とする。
➣相談者のプライバシーの保護や安
全の確保のためには、相談や支援を
行う職員の対応が重要となるため、
引き続き職員の意識向上に努める。

➣相談者のプライバシー保護や安全
の確保に配慮し支援を行うことがで
きたため評価を「B」とする。
➣相談者のプライバシーの保護や安
全の確保のためには、相談や支援を
行う職員の対応が重要となるため、
引き続き職員の意識向上に努める。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コロナ禍以降において、相談・支援
件数は増加にしているが、虐待対応
支援ができたため、評価を「B」とす
る。
➣秘匿情報の取り扱いになるため、
窓口及び家庭訪問の面接場面及び
関係機関とのやりとりについても、プ
ライバシーの保護と個人情報の管理
についても常に留意し、今後も徹底
を図っていく。

➣コロナ禍以降において、相談・支援
件数は増加しているが、虐待対応支
援ができたため、評価を「B」とする。
➣秘匿情報の取り扱いになるため、
窓口及び家庭訪問の面接場面及び
関係機関とのやりとりについても、プ
ライバシーの保護と個人情報の管理
についても常に留意し、今後も徹底
を図っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣プライバシーの保護と個人情報の
管理に留意し、関係各課・関係機関
との連携を図り支援を行った。

➣プライバシーの保護と個人情報の
管理に留意し、関係各課・関係機関
との連携を図り支援を行った。

主な具体的事業 高齢者虐待専門相談窓口の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 158

事業コード
事業名

45
相談時におけるプライバシーの保護と
安全の確保 担当課 高齢者支援課



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 159

事業コード
事業名

46 一時保護、安全の確保に向けた支援 担当課 生活援護課

主な具体的事業 神奈川県配偶者暴力相談支援センター等との連携強化

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣DV被害者の一時保護が円滑に進
むよう連携を図った。また、神奈川県
配偶者暴力相談支援センターが発行
する証明書の申請・交付の支援を
行った。

➣DV被害者の一時保護が円滑に進
むよう連携を図った。また、神奈川県
配偶者暴力相談支援センターが発行
する証明書の申請・交付の支援を
行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣一時保護業務について、適切に対
応したため、評価を「B」とする。今後
も一時保護について関係機関と連携
を図り、必要な手続きに対して速や
かに対応する。

➣一時保護業務について、適切に対
応したため、評価を「B」とする。今後
も一時保護について関係機関と連携
を図り、必要な手続きに対して速や
かに対応する。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 160

事業コード
事業名

46 一時保護、安全の確保に向けた支援 担当課 生活援護課

主な具体的事業 一時保護における同行支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣DV被害者に対する女性相談員の
同行支援に加え、必要時には福祉事
務所職員も同行支援を実施した。

➣DV被害者に対する女性相談員の
同行支援に加え、必要時には福祉事
務所職員も同行支援を実施した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣一時保護施設の入所に向け、適
切に対応したため、評価を「B」とす
る。引き続き、一時保護を必要とする
DV被害者に対し安全に配慮した同
行支援を行う。

➣一時保護施設の入所に向け、適
切に対応したため、評価を「B」とす
る。引き続き、一時保護を必要とする
DV被害者に対し安全に配慮した同
行支援を行う。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣心理的なケアが必要と判断した子
どもについて、要保護児童対策地域
協議会の構成機関を中心とし、時に
は心理専門職と連携して対応できた
ため、一定の成果があったと判断し、
評価を「Ｂ」とする。
➣今後も、心理的なケアが必要な児
童への対応について、関係機関と連
携強化を図る。

➣心理的なケアが必要と判断した子
どもについて、要保護児童対策地域
協議会の構成機関を中心とし、時に
は心理専門職と連携して対応できた
ため、一定の成果があったと判断し、
評価を「Ｂ」とする。
➣今後も、心理的なケアが必要な児
童への対応について、関係機関と連
携強化を図る。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣関係各課、児童相談所と連携し、
心理的虐待を受けた子どものケアの
充実を図った。
必要に応じて、心理専門職による子
どものケアを行った。

➣関係各課、児童相談所と連携し、
心理的虐待を受けた子どものケアの
充実を図った。
必要に応じて、心理専門職による子
どものケアを行った。

主な具体的事業 児童相談所等と連携した心理的虐待を受けた児童へのケアの充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 161

事業コード
事業名

47 DV被害者の子どもへの支援 担当課 こども家庭センター



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 162

事業コード
事業名

47 DV被害者の子どもへの支援 担当課 親子すこやか課

主な具体的事業 母子保健事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣妊娠届出、藤沢市こんにちは赤
ちゃん事業ハローべビィ訪問、乳幼
児健康診査等の事業を横断的に実
施し、支援の必要な子どもの対応を
行った。

➣妊娠届出時面談から、妊娠後期の
アンケート、出産後の藤沢市こんにち
は赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査等
の切れ目のない母子保健事業を実
施する中で、支援の必要な親子に他
機関と連携し対応を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣支援の必要な子どもに、柔軟に対
応しているため、評価を「B」とする。
令和5年度より子ども家庭センターを
設置し、児童福祉部門との一体的相
談を行うことで、より連携の強化を
図っていく。

➣こども家庭センターや他機関と連
携し、乳幼児健康診査等の母子保健
事業を受けられるよう対応しており、
評価を「B」とする。今後も他機関と連
携し、対応を行う。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 163

事業コード
事業名

47 DV被害者の子どもへの支援 担当課 保育課

主な具体的事業 保育所等入所申請手続きや利用についての支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣保育所の入所申請手続きについ
て、生活援護課・子ども家庭課等と連
携して対応を行った。また、入所児童
の安全確保について所属の保育園と
も連携して対応を行った。

➣保育所の入所申請手続きについ
て、生活援護課・子ども家庭課等と連
携して対応を行った。また、入所児童
の安全確保について所属の保育園と
も連携して対応を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣取組は概ね行えているが、引き続
き、関係課と連携を密にして対応を
行っていくこととし、評価は「B」とす
る。

➣取組は概ね行えているが、引き続
き、関係課と連携を密にして対応を
行っていくこととし、評価は「B」とす
る。



主な具体的事業 子どもの教育を受ける権利の保障に向けた就学手続き等の支援

実施方式

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 164

事業コード
事業名

47 DV被害者の子どもへの支援 担当課 学務保健課

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣事案があった際は必要に応じて関
係各課と連携した実績があったた
め、評価を「B」とする。引き続き、子
どもの教育を受ける権利が保障され
るよう就学支援に取り組む。

➣事案があった際は必要に応じて関
係各課と連携した実績があったた
め、評価を「B」とする。引き続き、子
どもの教育を受ける権利が保障され
るよう就学支援に取り組む。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣関係各課等で緊密な連携を図りな
がら、子どもの教育を受ける権利が
保障されるよう就学支援に取り組ん
だ。

➣関係各課等で緊密な連携を図りな
がら、子どもの教育を受ける権利が
保障されるよう就学支援に取り組ん
だ。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 165

事業コード
事業名

48 推進体制の充実 担当課
人権男女共同平和国際課/生
活援護課

主な具体的事業 県、近隣市町村及び警察との情報共有・情報交換を通じた連携の強化

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ＤＶ相談等の状況に応じて県、近
隣市町及び警察との情報共有・情報
交換を行い連携の強化を図った。
➣令和6年3月に「令和5年度地域ＤＶ
対策情報交換会」を書面開催し、「配
偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護等に関する法律の一部を改
正する法律」や「困難な問題を抱える
女性への支援に関する法律」の施行
に伴う取組状況等について意見交換
を行った。
　令和5年度は、2市1町の人権男女
所管部署職員、神奈川県共生推進
本部室職員、かながわ男女共同参
画センター相談課職員、児童相談所
職員等で実施した。

➣ＤＶ相談等の状況に応じて県、近
隣市町及び警察との情報共有・情報
交換を行い連携の強化を図った。
➣令和7年3月に「令和6年度地域ＤＶ
対策情報交換会」を書面開催し、各
機関におけるＤＶ対応について情報
交換を行った。
　令和6年度は、2市1町の人権男女
所管部署職員、神奈川県共生推進
本部室職員、かながわ男女共同参
画センター相談課職員、児童相談所
職員等で実施した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年度は会議開催を行ったこ
とから、評価を「B」とする。
➣今後も、情報共有・情報交換を密
に行い、関係機関との連携を強化す
る。

➣ＤＶ被害者に対してより充実した支
援を行うことができるよう、会議等を
通じて関係機関と情報共有・情報交
換を行うことができたことから、評価
を「B」とする。
➣今後も、情報共有・情報交換を密
に行い、関係機関との連携を強化す
る。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 166

事業コード
事業名

48 推進体制の充実 担当課
人権男女共同平和国際課/生
活援護課

主な具体的事業
女性の一時保護施設等の運営やDV相談を実施している民間団体との情報
交換等を通じた連携の強化

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣民間団体と情報交換を行い、必要
に応じて紹介等を行った。

➣民間団体と情報交換を行い、必要
に応じて紹介等を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DV被害者の状況を把握し、状況に
見合った情報を提供できたため、評
価を「B」とする。引き続き民間団体と
情報交換を行い、DV被害者に対して
適切な情報提供ができる体制を維持
する。

➣DV被害者の状況を把握し、状況に
見合った情報を提供できたため、評
価を「B」とする。引き続き民間団体と
情報交換を行い、DV被害者に対して
適切な情報提供ができる体制を維持
する。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 167

事業コード
事業名

48 推進体制の充実 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 庁内連絡会議（庁内DV対応ネットワーク会議）の開催

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣庁内DV対応ネットワーク会議を開
催し、各課によるＤＶ・ストーカー被害
者に関する対応状況・情報共有を
図った。また、「困難な問題を抱える
女性への支援に関する法律」の施行
に向け、情報共有を行った。

➣庁内DV対応ネットワーク会議を開
催し、各課によるＤＶ・ストーカー被害
者に関する対応状況・情報共有を
図った。また、「困難な問題を抱える
女性への支援に関する法律」に基づ
く市基本計画の策定に向け、情報共
有を行った。
➣新たに庁内DV実務担当者会議を
設置し、主にマイナポータルを通じて
加害者に被害者の居所情報が漏れ
ないよう、対応を検討した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣会議開催の実績に鑑み、評価を
「B」とする。今後も、会議の当該会議
の開催を通して、関係各課との連携
を図る。

➣会議開催を通じて、連携して迅速
に対応できる体制の確認を行ったた
め、評価を「B」とする。今後も、当該
会議の開催を通して、関係各課との
連携を図る。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 168

事業コード
事業名

48 推進体制の充実 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 DV対応マニュアルの作成

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣事務実態に合わせ、関係課と調整
のうえ、「庁内ＤＶ対応マニュアル」の
改定を行った。

➣事務実態に合わせ、関係課と調整
のうえ、「庁内ＤＶ対応マニュアル」の
改定を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DV対応マニュアルの検討を随時
行ったため、評価を「B」とする。
➣今後も、関係課がスムーズに連携
できるようマニュアルの内容を適宜
確認し、必要に応じて改定する。

➣DV対応マニュアルの検討を随時
行い、関係課が連携して迅速に対応
できる体制の充実を図ったため、評
価を「B」とする。
➣今後も、関係課がスムーズに連携
できるようマニュアルの内容を適宜
確認し、必要に応じて改定する。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 169

事業コード
事業名

48 推進体制の充実 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 職員に対する研修の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣県が主催する各種DV被害者支援
研修について庁内DV対応ネットワー
ク会議の委員に情報提供し、関係課
等が参加した。

➣県が主催する各種DV被害者支援
研修について庁内DV対応ネットワー
ク会議の委員に情報提供し、関係課
等が参加した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣県が主催する研修等について庁
内各課に情報提供を行った結果、関
係課が研修に参加したため、評価を
「B」とする。
➣今後も、職員研修等について庁外
から案内があった際は、関係各課に
対し情報提供を行う。

➣県が主催する研修等に庁内各課
が参加し、DV被害者への対応力の
向上が図られたため、評価を「B」とす
る。
➣今後も、職員研修等について庁外
から案内があった際は、関係各課に
対し情報提供を行う。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 170

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 生活援護課

主な具体的事業 女性保護シェルター等との連携による住まいの確保に向けた支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各機関との連携を図り、DV被害者
の住まいの確保に努めた。

➣各機関との連携を図り、DV被害者
の住まいの確保に努めた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DV被害者の住まい確保のため、
相談時から適切に対応したため、評
価を「B」とする。今後も各機関と連携
を図り、住まいの確保に取り組む。

➣DV被害者の住まい確保について、
相談時から適切に対応したため、評
価を「B」とする。今後も各機関と連携
を図り、住まいの確保に取り組む。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 171

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 生活援護課

主な具体的事業
ジョブスポットふじさわ（ハローワーク常設相談窓口）、就労支援員との連携
による就労の支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ジョブスポットふじさわや就労支援
相談員と連携を図り、個々のDV被害
者の状況に応じた支援を行った。

➣ジョブスポットふじさわや就労支援
相談員と連携を図り、個々のDV被害
者の状況に応じた支援を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣就労可能な世帯に対して、求職活
動における就労支援を行っているた
め、評価を「B」とする。引き続きDV被
害者であるが就労可能な世帯につい
ては、ジョブスポットふじさわ、就労支
援相談員と連携した就労支援を行
う。

➣就労可能な世帯に対して、求職活
動における就労支援を行っているた
め、評価を「B」とする。引き続きDV被
害者であるが就労可能な世帯につい
ては、ジョブスポットふじさわ、就労支
援相談員と連携した就労支援を行
う。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 172

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 生活援護課

主な具体的事業 必要に応じた生活保護の申請支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣DV被害者の経済状況を聞き取り、
必要に応じ生活保護申請の意思を
確認した上で、申請支援を行った。

➣DV被害者の経済状況を聞き取り、
必要に応じ生活保護申請の意思を
確認した上で、申請支援を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣経済的に厳しいDV被害者に対し
て、適切な生活保護の申請支援を
行ったため、評価を「B」とする。今後
も経済状況に応じた申請支援を行
い、DV被害者が安全で安心した生活
が送れるよう支援を行う。

➣経済的に厳しいDV被害者に対し
て、適切な生活保護の申請支援を
行ったため、評価を「B」とする。今後
も経済状況に応じた申請支援を行
い、DV被害者が安全で安心した生活
が送れるよう支援を行う。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 173

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 子育て給付課

主な具体的事業 母子生活支援施設への入所支援

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣入所世帯はなかったものの、複数
の関係機関から入所に関する問い合
わせ及び入所希望の連絡があった。
その都度、関係機関と支援の方向性
について協議し、より適切な支援や
環境設定に努めた。また、本人には
母子生活支援施設の入所までの流
れ及び生活についてのメリット・デメ
リットを併せて伝え、イメージの確保
に努めた。

➣入所世帯はなかったものの、関係
機関や本人から入所に関する問い合
わせ及び入所希望の連絡があった。
その都度、関係機関と支援の方向性
について協議し、より適切な支援や
環境設定に努めた。また、本人には
母子生活支援施設の入所までの流
れ及び生活についてのメリット・デメ
リットを併せて伝え、イメージの確保
に努めた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣在宅生活を視野に入れた母子世
帯へのアセスメントが不足したまま、
関係機関から入所依頼を受けるた
め、評価は「B」とする。母子生活支援
施設へ入所が必要な世帯について
の認識（情報）不足を改善するような
周知が必要である。

➣母子生活支援施設へ入所が必要
な世帯についての認識（情報）不足を
改善する周知を関係機関に行った結
果、アセスメント不足が生じることは
無くなった。しかしながら、本人がイン
ターネット検索で見つけ、連絡が入
り、状況を確認し説明すると本人の
希望するものとの乖離が生じている
ため評価は「B」とする。
➣今後も関係機関への必要な情報
の周知に努める。



主な具体的事業 市営住宅入居申込時における優遇制度の実施

実施方式

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 174

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 住まい暮らし政策課

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DV被害者世帯の居住の安定と自
立支援を図ることを目的として、優先
入居（当選率の優遇による優先入
居）に取り組んだことから評価を「B」
とする。今後も、事業主体として、入
居者選考に際し、国の承認を得なが
ら優先入居を継続していく。

➣DV被害者世帯の居住の安定と自
立支援を図ることを目的として、優先
入居（当選率の優遇による優先入
居）に取り組んだことから評価を「B」
とする。今後も、事業主体として、入
居者選考に際し、国の承認を得なが
ら優先入居を継続していく。

変更事項

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市営住宅入居申込時における優
遇制度を設けると共に、入居者の選
考時に藤沢市営住宅運営審議会と
の連携により、入居選考基準の適切
な対応を図るよう努めた。
➣令和5年度は、54戸の市営住宅の
空き家を提供し、257世帯の応募が
あった。内、優遇抽選の該当世帯は
113世帯で、特に支援が必要なＤＶ被
害者世帯の応募は令和5年度中は無
かった。
➣配偶者暴力防止法が改正された
ため、藤沢市市営住宅条例の一部
改正を行うとともに、新たな保護命令
制度について市営住宅の住宅だより
で周知することを決定した。

➣市営住宅入居申込時における優
遇制度を設けると共に、入居者の選
考時に藤沢市営住宅運営審議会と
の連携により、入居選考基準の適切
な対応を図るよう努めた。
➣令和6年度は、50戸の市営住宅の
空き家を提供し、275世帯の応募が
あった。内、優遇抽選の該当世帯は
107世帯で、特に支援が必要なＤＶ被
害者世帯の応募は令和6年度中は1
件あった。
➣令和6年度7月発行の市営住宅だ
よりで保護命令制度の概要を周知し
た。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DV等被害者に対して支援措置制
度の説明を行うだけでなく、その方の
状況に応じた住民基本台帳事務にお
ける身の安全確保に向けた説明等を
丁寧に行った。今後も担当者一人一
人の支援措置制度への理解を深め、
被害者の確実な安全確保に努めて
いく。

➣DV等被害者に対して支援措置制
度の説明を行い、状況に応じた住民
基本台帳事務における身の安全確
保に向けた説明等を丁寧に行ったた
め「Ａ」評価とする。今後も担当者一
人一人の支援措置制度への理解を
深め、確実な安全確保に努めてい
く。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣住民基本台帳制度におけるDV等
の被害者を保護するための支援措
置を行った。

➣住民基本台帳制度におけるDV等
の被害者を保護するための支援措
置を行った。

主な具体的事業 住民基本台帳制度における支援措置の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 175

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 市民窓口センター



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 176

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 納税課

主な具体的事業 課税・納税情報等に係る支援の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣DV被害者を保護するための支援
措置として、本人からの申立てに基
づく税証明の本人以外への発行停
止ができる体制を維持した。
　また、適切な連携のもと組織的な対
応を図るため庁内DV対応ネットワー
ク会議に出席した。

➣令和5年度に引き続き、DV被害者
を保護するための支援措置として、
本人からの申立てに基づく税証明の
本人以外への発行停止ができる体
制を維持した。
　庁内DV対応ネットワーク会議及び
庁内ＤＶ実務担当者会議に出席し、
関係課との情報共有を行った。

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣庁内DV対応ネットワーク会議に出
席し、取扱いについて、庁内・課内で
の共有を図り、引き続き発行停止が
できる体制を維持する。また、証明発
行停止に関する情報を関係各課へ
共有する。

➣ＤＶ被害者への支援を適切に実施
したため、評価を「Ａ」とする。
➣庁内DV対応ネットワーク会議へ引
き続き出席し、庁内共有を図る他、実
務担当者間において不開示措置申
出に関する打ち合わせを行い、より
綿密な支援を行えるよう体制づくりを
行う。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 177

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 保険年金課

主な具体的事業 国民健康保険、国民年金、後期高齢者医療など各種制度における支援

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣国民健康保険・・・他市町村に住民
登録をしているが、藤沢市内に避難
しているDV被害者が本市で国民健
康保険の加入を希望する場合に、被
保険者として国民健康保険証を交付
した。なお、対象者の情報は課内で
共有できるように、基幹系システムに
もDVとわかるように表示しており、個
人情報の取扱い等慎重に対応した。
➣国民年金・・・DVに関することは、
本人から藤沢年金事務所に届出を
することになっており、届出すること
によって画面表示で該当者であるこ
とが確認できる。該当者が来庁した
際は、画面で確認して藤沢年金事務
所へ案内した。
➣後期高齢者医療・・・本人からの申
出により、神奈川県後期高齢者医療
広域連合に報告することで、情報提
供制限者であることを画面表示し注
意した。あわせて送付先の変更を
行った。

➣国民健康保険・・・他市町村に住民
登録をしているが、藤沢市内に避難
しているDV被害者が本市で国民健
康保険の加入を希望する場合に、被
保険者として国民健康保険証を交付
した。なお、対象者の情報は課内で
共有できるように、基幹系システムに
もDVとわかるように表示しており、個
人情報の取扱い等慎重に対応した。
➣国民年金・・・DVに関することは、
本人から直接年金事務所に相談・届
出をすることになっている。年金事務
所に届出をすることによって、貸与さ
れているパソコンの画面表示にて市
でも該当者であることが確認できる。
該当者が来庁した際は、画面表示で
確認をした上で年金事務所を案内し
た。
➣後期高齢者医療・・・本人からの申
出により、神奈川県後期高齢者医療
広域連合に報告することで、情報提
供制限者であることを画面表示し注
意した。あわせて送付先の変更を
行った。

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣DVの根絶・被害者の自立支援の
ため、制度における支援を実施し、
効果が得られたため、評価は「A」とし
た。今後も継続して取組を行い、あら
ゆる暴力の根絶を目指していく。

➣DVの根絶・被害者の自立支援の
ため、制度における支援を実施し、
効果が得られたため、評価は「A」とし
た。今後も継続して取組を行い、あら
ゆる暴力の根絶を目指していく。



主な具体的事業 選挙人名簿の閲覧制限によるプライバシーの保護

実施方式

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 178

事業コード
事業名

49 住まい、就労などの経済的支援 担当課 選挙管理委員会事務局

直接実施

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣目標を達成することができたが、
今後も職員一人ひとりのプライバ
シー保護に対する意識の定着が必
要であるため、職員の意識向上を
図っていきたい。

➣選挙人名簿の閲覧により、個人情

報が流失する等の事故は発生してい
ないことから、目標の達成に資するこ
とができたものと考えている。今後も
職員一人ひとりのプライバシー保護
に対する意識の定着が必要であるた
め、職員の意識向上を図っていきた
い。

変更事項

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣選挙人名簿の閲覧制限申出者に
ついて、個人情報を閲覧させないよう
注意している（閲覧制度の利用は、
殆どが政治・選挙に関する世論調査
が目的であり、利用者名も公表して
いる）。

➣選挙人名簿の閲覧制限申出者に
ついて、個人情報を閲覧させないよう
注意している（閲覧制度の利用は、
殆どが政治・選挙に関する世論調査
が目的であり、利用者名も公表して
いる）。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 179

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 情報紙やホームページ等を活用した啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣セクシュアルマイノリティ啓発パン
フレットの中で、「パワーハラスメント
防止のための指針（厚生労働省）」に
SOGIハラスメントやアウティングがパ
ワーハラスメントと明記されたことを
掲載し、周知を図った。
➣市役所本庁舎1階ロビーでの藤沢
市ジェンダー平等推進週間パネル展
（6/14～6/30）において、「パワーハ
ラスメント防止のための指針（厚生労
働省）」にSOGIハラスメントやアウティ
ングがパワーハラスメントを明記され
たことが記載されたポスターを掲出
し、周知を図った。

➣令和6年度に作成した企業向けセ
クシュアルマイノリティ啓発リーフレッ
トの中で、「パワーハラスメント防止
のための指針（厚生労働省）」におい
て、SOGIハラスメントやアウティング
がパワーハラスメントであることを掲
載し、周知を図った。
➣市役所本庁舎1階ロビーでの藤沢
市ジェンダー平等推進週間パネル展
（6/14～6/27）において、SOGIハラス
メントやアウティングがパワーハラス
メントであることが記載されたポス
ターを掲出し、周知を図った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣パンフレットの配布及びパネル展
をとおして周知を図ることができたた
め、「B」評価とする。今後もさまざま
な角度からハラスメント防止に向けた
啓発を進める。

➣パンフレットの配布及びパネル展
をとおして、ハラスメント防止に向け
た意識啓発を推進することができた
ため、「B」評価とする。今後もさまざ
まな機会を捉えて、ハラスメント防止
に向けた啓発を進める。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣目標の中核となる具体的な事業が
実施できたため、「Ｂ」の評価とした。
今後他の階層別研修等への展開に
ついて、引き続き検討を進めていく。

➣目標の中核となる具体的な事業が
実施できたため、「Ｂ」の評価とした。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各課等の長宛に「ハラスメントの防
止について」の依頼をポータル掲示
し、周知徹底を図った。
➣全職員を対象に「ハラスメントのな
い職場づくりを目指して～今日からで
きる職場のハラスメント対策～」を
テーマに研修を実施し、周知・啓発を
行った。（e-ラーニング）

➣全職員を対象に「ハラスメントのな
い職場づくりを目指して～今日からで
きる職場のハラスメント対策～」を
テーマに研修を実施し、周知・啓発を
行った。（e-ラーニング）
➣管理職向けに「職場のメンタルヘ
ルスとハラスメント防止」について資
料研修を実施した。
➣新採用職員向けに「職員としての
健康管理」としてハラスメント防止を
含む内容の研修を実施した。

主な具体的事業 市職員に対するハラスメントの防止に向けた周知・啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 180

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 職員課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣引き続き、相談窓口や、ハラスメン
ト防止等に資する周知啓発に努めた
い。

➣ハラスメントに関する相談窓口を
設置し適切に対応したことから、評価
を「A」とする。
➣引き続き、相談窓口や、ハラスメン
ト防止等に資する周知啓発に努めた
い。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「藤沢市職員の職場におけるハラ
スメントの防止等に関する要綱」に基
づくハラスメントに関する苦情相談に
対応した。
・件数：1件（対応中）

➣「藤沢市職員の職場におけるハラ
スメントの防止等に関する要綱」に基
づく苦情申出には至らなかったが、セ
クシュアルハラスメントに関する相談
に対応した。
・件数：3件

主な具体的事業 市職員に対する相談窓口の整備・充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 181

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 職員課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣労働相談の実施により、ハラスメン
トに関する相談体制の確保と問題解
消を図ったため、評価は「B」とする。
継続して相談体制の確保に努める。

➣労働相談の実施により、ハラスメン
トに関する相談体制の確保と問題解
消を図ったため、評価は「B」とする。
継続して相談体制の確保に努める。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣社会保険労務士による労働相談を
行った（火：市民相談情報課、土：Fプ
レイス）
なお、毎月第2土曜日は女性の社会
保険労務士が相談に対応し、女性の
労働相談体制の充実を図った。
101回実施、相談人数延べ242人

➣社会保険労務士による労働相談を
行った（火：市民相談情報課、土：Ｆプ
レイス）
なお、毎月第2土曜日は女性の社会
保険労務士が相談に対応し、女性の
労働相談体制の充実を図った。
97回実施、相談人数延べ260人（うち
女性157人）

主な具体的事業 一般労働相談の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 182

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 産業労働課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年から開催場所を1か所増やし
ての開催となり、多くの相談者の問
題解決を図るとともに労働問題に起
因する啓発活動も実施したことから、
評価は「B」とする。今後も引き続き実
施することとする。

➣多くの相談者の問題解決を図ると
ともに労働問題に起因する啓発活動
も実施した。また、女性相談者が全
体相談者の半数以上を占めたため、
評価は「B」とする。今後も引き続き街
頭労働相談を実施する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣かながわ労働センター湘南支所及
び社会保険労務士会と街頭労働相
談を実施した。
実施日：Mr.MAX湘南藤沢店5月11
日、辻堂駅5月16日、藤沢駅10月31
日、湘南台駅11月6日
相談人数延べ286人

➣かながわ労働センター湘南支所及
び社会保険労務士会と街頭労働相
談を実施した。
実施日：辻堂駅5月16日・藤沢駅6月
20日・辻堂駅10月31日・湘南台駅11
月19日
相談人数延べ399人（うち女性249
人）

主な具体的事業 街頭労働相談の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 183

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 産業労働課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣勤労ふじさわにて職場におけるハ
ラスメント防止に向けて、事業主や労
働者へ周知、啓発が図られた。今後
も引き続き、勤労ふじさわ等で周知・
啓発を行っていく。

➣勤労ふじさわにて職場におけるハ
ラスメント防止に向けて、事業主や労
働者へ周知、啓発が図られたため、
評価を「B」とする。今後も引き続き、
勤労ふじさわ等で周知・啓発を行って
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣勤労ふじさわを発行し、様々なハラ
スメント防止に向けて事業主。労働
者への意識向上を図った。
5月号・11月号（各月約1,800部発行）

➣勤労ふじさわを発行し、様々なハラ
スメント防止に向けて事業主・労働者
への意識向上を図った。
6月号・11月号（各月約1,800部発行）

主な具体的事業 市内企業に対する啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 184

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 産業労働課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣昨年度以上に支援対象児童が増
加する中、迅速かつ適切な対応に努
めることができたため、評価を「B」と
する。
➣引き続き、児童虐待の防止及び早
期発見に努め、関係機関と連携・協
力し、迅速な対応に取り組む。また、
こども家庭センターを令和6年度から
設置しているため、社会資源を活用
した包括的な支援を実施していく。

➣昨年度以上に支援対象児童が増
加する中、迅速かつ適切な対応に努
めることができたため、評価を「B」と
する。
➣引き続き、児童虐待の防止及び早
期発見に努め、関係機関と連携・協
力し、迅速な対応に取り組む。また、
こども家庭センターとして、社会資源
を活用した包括的な支援を実施して
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣引き続き関係機関と連携・協力し
ながら、児童虐待の予防、早期発見
を心がけ、発生後の迅速かつきめ細
やかな対応に務めた。

〇児童虐待及び要支援児童等相談
新規件数：522件
（うち、児童虐待件数：303件、要支援
児童等件数219　件）
・身体：83件
・心理：146件
・ネグレクト：72件
・性的：2件
・要支援等：219件

➣引き続き関係機関と連携・協力し
ながら、児童虐待の予防、早期発見
を心がけ、発生後の迅速かつきめ細
やかな対応に務めた。

〇児童虐待及び要支援児童等相談
新規件数：602件
（うち、児童虐待件数：251件、要支援
児童等件数351件）
・身体：80件
・心理：139件
・ネグレクト：32件
・性的：0件
・要支援等：351件

主な具体的事業 児童虐待防止対策の強化や子ども・子育て相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 185

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 こども家庭センター



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣要保護児童対策地域協議会の構
成機関等の関係機関と連携して対応
することによって、迅速な対応及び適
切な支援を行うことができたと判断し
たため、評価を「B」とする。
➣適切な支援を遂行できるよう、関
係機関等との連携強化を図る。

➣要保護児童対策地域協議会の構
成機関等の関係機関と連携して対応
することによって、迅速な対応及び適
切な支援を行うことができたと判断し
たため、評価を「B」とする。
➣適切な支援を遂行できるよう、関
係機関等との連携強化を図る。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣児童虐待に関する相談や通告を
受け、児童の安全確認、要保護児童
対策地域地域協議会の構成機関等
への調査及び家庭訪問等による保
護者への指導や継続的支援を実施
した。

➣児童虐待に関する相談や通告を
受け、児童の安全確認、要保護児童
対策地域地域協議会の構成機関等
への調査及び家庭訪問等による保
護者への指導や継続的支援を実施
した。

主な具体的事業 児童虐待に関する情報収集、調査、対応の充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 186

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 こども家庭センター



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コロナ禍以降、適切に関係機関と
協力しながら虐待相談対応ができた
ため、評価を「B」とする。
➣市民や介護従事者においても高
齢者虐待の認識は広がっており、継
続して地域包括支援センターや関係
機関等と連携を図り、高齢者虐待防
止に向けた相談・支援を行っていく。

➣コロナ禍以降、適切に関係機関と
協力しながら虐待相談対応ができた
ため、評価を「B」とする。
➣市民や介護従事者においても高
齢者虐待の認識は広がっており、継
続して地域包括支援センターや関係
機関等と連携を図り、高齢者虐待防
止に向けた相談・支援を行っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣専門相談員、基幹型地域包括支
援センターの職員による虐待相談へ
の対応を行った。
・新規相談件数：160件
・対応件数：305件
・終結件数：117件

➣専門相談員、基幹型地域包括支
援センターの職員による虐待相談へ
の対応を行った。
・新規相談件数：181件
・対応件数：369件
・終結件数：171件

主な具体的事業 高齢者虐待相談窓口の充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 187

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 高齢者支援課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣ネットワーク会議を通じて、顔の見
える関係が構築できており、関係各
課、関係機関と高齢者虐待の課題共
有を図ることができたため、評価を
「B」とする。
➣高齢者虐待防止ネットワーク会議
の委員である弁護士、医師、警察、
民生委員やケアマネジャーで虐待防
止の課題や事例を協議することによ
り、連携が強化され、安心安全な街
づくりを推進していく一助としていく。

➣ネットワーク会議を通じて、顔の見
える関係が構築できており、関係各
課、関係機関と高齢者虐待の課題共
有を図ることができたため、評価を
「B」とする。
➣高齢者虐待防止ネットワーク会議
の委員である弁護士、医師、警察、
民生委員やケアマネジャーで虐待防
止の課題や事例を協議することによ
り、連携が強化され、安心安全なまち
づくりを推進していく一助としていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣3回開催し、相談情報や事業の進
捗状況の報告及び事例の意見交換
を行った。
・第1回　5月25日「令和4年度相談状
況業務の報告等」
・第2回　10月12日「8050問題　分離
を図った後に、再統合したケースに
ついて（事例）」
・第3回　1月25日「養介護施設従事
者等による虐待について（事例）」

➣3回開催し、相談情報や事業の進
捗状況の報告及び事例の意見交換
を行った。
・第1回　7月18日「令和5年度相談状
況業務の報告等」
・第2回　10月3日「相互依存関係が
あり、精神疾患の疑いがある親子の
ケース（事例）」
・第3回　1月16日「自殺企図の疑い
があり他機関の連携が課題となった
ケース（事例）」

主な具体的事業 高齢者虐待防止ネットワーク会議の開催

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 188

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 高齢者支援課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣講演会や研修会の実施により、意
識啓発や虐待予防の視点を持って
支援にあたる機会となったため、評
価を「B」とする。
➣講演会を通じて、虐待のとらえ方
や予防の観点等、虐待に関する関す
る共通認識ができ、支援者のスキル
アップにつながった。引き続き、講演
会等の実施により、意識啓発や予防
措置について周知していく機会を作
り、市民や関係機関の理解を深めて
いく。

➣講演会や研修会の実施により、意
識啓発や虐待予防の視点を持って
支援にあたる機会となったため、評
価を「B」とする。
➣講演会を通じて、虐待のとらえ方
や予防の観点等、虐待に関する関す
る共通認識ができ、支援者のスキル
アップにつながった。引き続き、講演
会等の実施により、意識啓発や予防
措置について周知していく機会を作
り、市民や関係機関の理解を深めて
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣【児童虐待防止】
・児童虐待防止に関する研修会を実
施、市民や関係機関向けの啓発活
動を行った。
・市民及び関係機関向け児童虐待防
止研修会　3回実施　76人参加
➣【高齢者虐待】
・講演会
1月18日「高齢者虐待防止に向けて
私たちができること～虐待対応の考
え方と課題について～」
高齢者施設従事者、介護保険事業
者従事者58人参加

➣【児童虐待防止】
・児童虐待防止に関する研修会を実
施、関係機関向けの啓発活動を行っ
た。
・関係機関向け児童虐待防止研修会
1回実施　42人参加
➣【高齢者虐待】
・講演会
2月17日「認知症のケアについて一
緒に学びませんか～ユマニチュード
Ⓡの第一歩～」
高齢者施設従事者、介護保険事業
者従事者56人参加。

主な具体的事業 研修会の開催及び啓発活動の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 189

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課

こども家庭センター/高齢者支
援課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣通報件数の増加、なかでも相談、
警察通報の増加から虐待の相談先
としての周知が進んでいると考え、評
価を「B」とした。今後も相談技術の向
上に努め、相談者の真のニーズを把
握し、必要とするサービスにつなげ、
虐待防止に向けて取り組んでいく。

➣通報件数のさらなる増加、なかで
も相談、警察通報の増加から虐待の
相談先としての周知が進んでいると
考え、評価を「B」とした。今後も相談
技術の向上に努め、相談者の真の
ニーズを把握し、必要とするサービス
につなげ、虐待防止に向けて取り組
んでいく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣障がい者虐待防止センターに3名
の相談員を配置し、虐待に関する相
談窓口、電話相談の充実を図った。
養護者の高齢化により、心身の負担
が大きくなることは自明のことであ
る。養護者の負担軽減の一環とし
て、福祉サービスの利用に向け、地
区担当ケースワーカーとの連携や地
域障がい者地域相談支援センターへ
つなぐ取り組みを行った。

➣障がい者虐待防止センターに3名
の相談員を配置し、対面や電話等で
虐待に関する相談窓口の充実を図っ
た。
養護者は高齢化等も含め様々な要
因から心身の負担が大きくなりがち
である。養護者の負担軽減を目的と
した福祉サービスの利用に向け、地
区担当ケースワーカーとの連携や障
がい者地域相談支援センターへつな
ぐ取り組みを行った。

主な具体的事業
障がい者虐待防止センターの運営を通じた相談窓口の充実と養護者への
支援

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 190

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 障がい者支援課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣市内の団体や事業所への研修提
供を通して虐待防止普及啓発ができ
たため評価を「B」とした。
今後も市民講座の参加、ポスターの
普及を推進し、市民への啓発、虐待
防止に向け取り組む。

➣市内の団体や事業所への研修機
会の提供やチラシポスターの配布を
通して虐待防止普及啓発ができたた
め評価を「A」とした。
今後も研修機会の増進や、チラシの
配布等により虐待防止に向け市民へ
の啓発に取り組む。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣障がい者本人に向けた、「虐待防
止啓発ポスター（600部）」を作成し
た。
また、藤沢市放課後等支援事業連絡
会・ふじさわ基幹相談支援センターえ
ぽめいくと共催し、令和6年3月4日に
虐待防止セミナーを対面で開催し
た。
市内の団体や事業所等から虐待防
止研修の依頼があり学習の機会を
提供した。

➣藤沢市障がい者虐待防止センター
主催で入所施設や共同生活援助事
業所等の職員を対象とした虐待防止
研修を2月に対面で実施。

➣藤沢市放課後等支援事業連絡会
を3月、住まいと暮らしの連絡会、市
社協主催の市民後見人養成講座を
10月に実施。
市内相談支援事業所連絡会等に向
けた研修を12月に実施。

➣「障がい者虐待を防ぐために支援
者ができること（基本編）」DVDを活用
した研修機会の提供。

➣虐待防止に関するリーフレット（425
部）を作成、ポスターとともに配布。

主な具体的事業 障がい者虐待防止に関する啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 191

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 障がい者支援課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣学校生活全体を通して、児童生徒
が人間として尊重されるよう、担当者
会や研修、リーフレットなどで周知す
ることができたため、評価を「B」とす
る。
➣今後、児童生徒同士でもスクール
セクハラを防止し、お互いを大切にで
きるよう、引き続き働きかけていく。

➣ハラスメントの防止に向けて、学校
生活全体を通して、児童生徒が人間
として尊重されるよう、担当者会や研
修、リーフレットなどで周知することが
できたため、評価を「B」とする。
➣今後も引き続き、児童生徒同士で
も性別にかかわらずお互いを大切に
できるよう、担当者会や研修を通して
働きかけていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣教職員が学校生活のあらゆる機
会をとらえ、児童生徒が性差によるこ
となく、人権尊重を基盤とした男女平
等観の形成を促進するため、ジェン
ダー平等の視点から、互いに協力し
あい、思いやりをもって生活すること
の大切さを指導できるよう、担当者会
や4年経験者研修の機会に理解を深
めるよう啓発に努めた。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、6月にデータで
配布し、男女平等の視点からも人権
尊重の意識啓発に努めた。

➣教職員が学校生活のあらゆる機
会をとらえ、児童生徒が性差によるこ
となく、人権尊重を基盤としたジェン
ダー平等観の形成を促進するため、
ジェンダー平等の視点から、互いに
協力しあい、思いやりをもって生活す
ることの大切さを指導できるよう、担
当者会や4年経験者研修の機会に理
解を深めるよう啓発に努めた。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、ジェンダー平等の視点からも人権
尊重の意識啓発に努めた。

主な具体的事業 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 192

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣リーフレットをデータ化し、二次元
コードを付けることで一人一台端末で
活用しやすいものにしたため評価を
「B」とした。
➣今後もリーフレットの内容やその活
用等について、毎年検討していく。

➣リーフレットをデータ化し一人一台
端末で活用しやすいものにするととも
に、子どもの権利を４つの柱で整理し
たため評価を「B」とした。今後もリー
フレットの内容やその活用等につい
て検討していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学校4年生用「楽し
い学校生活を送るために」、中学校1
年生用「STOP！！スクール・セクハ
ラ／デートDV／SNS等を通じた被害」
を、データで作成し配付した。
➣子どもの権利条約について周知す
るために、小学校1年生、4年生、中
学校1年生に子どもの権利条約リー
フレットをデータで作成し配付すると
ともに、同学年の担任には教師用指
導資料も併せて配付した。

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学校4年生用「楽し
い学校生活を送るために」、中学校1
年生用「STOP！！スクール・セクハ
ラ／デートDV／SNS等を通じた被害」
を、データで作成し配付した。
➣子どもの権利条約について周知す
るために、小学校1年生、4年生、中
学校1年生に子どもの権利条約リー
フレットを作成しデータで配付すると
ともに、同学年の担任には教師用指
導資料も併せて配付した。

主な具体的事業 セクシュアルハラスメント（スクールハラスメント）の防止に向けた周知・啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 193

事業コード
事業名

50
セクシュアルハラスメントや虐待の防止
に向けた意識啓発・相談の充実 担当課 教育指導課



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 194

事業コード
事業名

51
性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた
意識啓発 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 性犯罪・性暴力防止に向けた啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市役所本庁舎1階ロビーでの藤沢
市ジェンダー平等推進週間パネル展
（6/14～6/30）及び湘南台公民館
ギャラリーでの国際女性の日パネル
展（3/4～3/15）においてポスターの
掲出を行い、啓発に努めた。
➣デートＤＶ啓発チラシを作成し、市
立中学校2年生への全員配布を行っ
た。

➣市役所本庁舎1階ロビーでの藤沢
市ジェンダー平等推進週間パネル展
（6/14～6/27）及び善行市民センター
での国際女性の日パネル展（3/3～
3/9）においてポスターの掲出を行
い、啓発に努めた。
➣デートＤＶ啓発チラシを作成し、市
立中学校2年生への全員配布を行っ
た。
➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」136
号において、「性暴力について知って
おこう～4月は「若年層の性暴力被害
予防月間」です～」をタイトルとして、
性犯罪・性被害に関する相談先を紹
介するとともに、身近な人が被害に
あった場合の対応方法を掲載した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣パネルでのポスター掲出やチラシ
配布を通して、広く市民に対して啓発
を行った実績に鑑み、評価を「B」とす
る。
➣今後も、性暴力・性犯罪防止に対
する理解の促進を図るため、周知・
啓発に努める。

➣性暴力・性犯罪の防止に向けた取
組を行い、性犯罪などの暴力は「犯
罪である」という意識を広めることが
できたため、評価を「B」とする。
➣引き続き、性暴力・性犯罪防止に
対する理解の促進を図るため、周
知・啓発に努める。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 195

事業コード
事業名

51
性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた
意識啓発 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 関係機関との連携

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣令和6年3月に書面開催された「令
和5年度地域ＤＶ対策情報交換会」に
参加し、2市1町の人権男女所管部署
職員、神奈川県共生推進本部室職
員、かながわ男女共同参画センター
相談課職員、児童相談所職員等と意
見交換を行った。

➣令和7年3月に書面開催された「令
和6年度地域ＤＶ対策情報交換会」に
参加し、2市1町の人権男女所管部署
職員、神奈川県共生推進本部室職
員、かながわ男女共同参画センター
相談課職員、児童相談所職員等と情
報交換を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣令和5年度は会議開催を行ったこ
とから、評価を「B」とする。
➣今後も、関係各所との連携を図
る。

➣各機関との情報交換により、性犯
罪などの暴力を容認しない社会づくり
を推進することができたため、評価を
「B」とする。
➣今後も、関係各所との連携を図
る。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 196

事業コード
事業名

51
性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた
意識啓発 担当課 保育課

主な具体的事業 園児等を性犯罪から守るための情報共有や啓発活動の促進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣日々の保育の中で、保育士等が
園内の環境設定や子どもの関わりの
中で意識を持ち、子どもに寄り添い、
言葉に耳を傾けることで、日頃と変
わった様子や不安に感じていること
などを察知し、早期発見や対応に努
めた。

➣日々の保育の中で、保育士等が
園内の環境設定や子どもの関わりの
中で意識を持ち、子どもに寄り添い、
言葉に耳を傾けることで、日頃と変
わった様子や不安に感じていること
などを察知し、早期発見や対応に努
めた。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣保育士等が常に社会状況や家庭
状況の変化に気づき対応する中で、
取組は概ね行えているため、評価を
「B」とする。子どもに対しては理解で
きる言葉に替えて必要に応じて啓発
していく。

➣保育士等が常に社会状況や家庭
状況の変化に気づき対応する中で、
取組は概ね行えているため、評価を
「B」とする。子どもに対しては理解で
きる言葉に替えて必要に応じて啓発
していく。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 197

事業コード
事業名

51
性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた
意識啓発 担当課 青少年課

主な具体的事業 さまざまな青少年活動を通じた啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣街頭指導パトロール…藤沢市青少年指
導員・街頭等指導員・特別街頭指導員等に
よる市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲
酒・怠学等を指導した。（通年）
・実施回数　青少年指導員315回　昼間街
頭指導員1,329回　夜間特別街頭指導員75
回
・指導回数　昼間　のべ145件(内女子42件)
夜間のべ1,643件(内女子731件)
➣年末特別街頭指導キャンペーン・春季特
別街頭指導キャンペーン…青少年指導員
を中心に、青少年の非行・被害防止を広く
市民へ周知するため、街頭放送を実施し
た。
・7月3日　藤沢駅31人参加
・7月4日　湘南台駅33人参加
・12月4日　藤沢駅23人参加
・12月4日　辻堂駅13人参加
・12月5日　湘南台駅26人参加
・3月14日　藤沢駅21人参加
➣非行防止ポスター展…非行防止ポスター
作品を募集し、応募作品の展示を行った。
（10月20日～11月7日65作品を展示）
➣社会環境実態調査…7月に実施
➣書店・古書店の有害図書類の区分陳列
立入調査…12月実施。（調査店舗数延べ3
件）

➣街頭指導パトロール…藤沢市青少年指
導員・街頭等指導員・特別街頭指導員等に
よる市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲
酒・怠学等を指導した。（通年）
・実施回数　青少年指導員291回　昼間街
頭指導員1,224回　夜間特別街頭指導員75
回
・指導回数　昼間　のべ126件(内女子22件)
夜間のべ1,726件(内女子785件)
➣特別街頭指導キャンペーン…青少年指
導員を中心に、青少年の非行・被害防止を
広く市民へ周知するため、街頭放送を実施
した。
・7月1日　　藤沢駅　　雨天中止
・7月2日　　辻堂駅　　24人参加
・12月2日　藤沢駅　　 30人参加
・12月3日　湘南台駅　32人参加
・3月13日　藤沢駅　　 20人参加
➣非行防止ポスター展…非行防止ポスター
作品を募集し、応募作品の展示を行った。
（10月29日～11月4日・11月12日～19日71
作品を展示）
➣社会環境実態調査…7月に実施
➣書店・古書店の有害図書類の区分陳列
立入調査…2月実施。（調査店舗数延べ2
件）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣青少年指導員協議会等と連携・協
力し、街頭キャンペーンによる啓発活
動を実施したため、評価は「B」とす
る。今後も、地域のパトロールを行
い、青少年の見守りや声かけをする
ことで、問題行動の早期発見に努め
る。

➣青少年指導員協議会等と連携・協
力し、街頭キャンペーンによる啓発活
動を実施したため、評価は「B」とす
る。今後も、地域のパトロールを行
い、青少年の見守りや声かけをする
ことで、問題行動の早期発見に努め
る。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣学校生活全体を通して、児童生徒
が人間として尊重されるよう、担当者
会や研修、リーフレットなどで周知す
ることができたため、評価は「B」とす
る。
➣今後も、児童生徒が性犯罪の被害
者にも加害者にも、そして傍観者にも
ならないよう、児童生徒と教員の両
方に働きかけていく。

➣学校生活全体を通して、児童生徒
が人間として尊重され、性犯罪・性暴
力の当事者とならないよう、担当者
会や研修、リーフレットなどで周知す
ることができたため、評価は「B」とす
る。
➣今後も、性別にかかわらずお互い
を大切にできるよう、児童生徒と教員
の両方に働きかけていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣教員が授業の場面をはじめとし
て、学校生活のあらゆる機会をとら
え、児童生徒が性差によることなく、
人間として尊重されることを軸とし
て、ジェンダー平等の視点から、互い
に協力しあい、思いやりをもって生活
することの大切さを指導できるよう、
担当者会や4年経験者研修の機会に
指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、男女平等の視点からも人権尊重
の意識啓発に努めた。

➣教員が授業の場面をはじめとし
て、学校生活のあらゆる機会をとら
え、児童生徒が性差によることなく、
人間として尊重されることを軸とし
て、ジェンダー平等の視点から、互い
に協力しあい、思いやりをもって生活
することの大切さを指導できるよう、
担当者会や4年経験者研修の機会に
指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、男女平等の視点からも人権尊重
の意識啓発に努めた。

主な具体的事業 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 198

事業コード
事業名

51
性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた
意識啓発 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣性犯罪等の被害者にも加害者にも
ならないよう、各種リーフレット及び担
当者会等により、性に関する意識啓
発に努めたため、評価を「B」とした。
引き続き、「生命（いのち）の安全教
育」やセクシュアルハラスメント防止
に努めたい。

➣昨今のSNS等におけるトラブルの
低年齢化の状況をふまえ、小学生に
向けリーフレットにおいても、SNSの
利用に際して性犯罪等の被害者にも
加害者にもならないよう注意を促す
内容を掲載したので、評価を「B」とし
た。引き続き、「生命（いのち）の安全
教育」やセクシュアルハラスメント防
止に努めたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学4年生用「楽しい
学校生活を送るために」、中学1年生
用「STOP！！スクール・セクハラ／
デートDV／SNS等を通じた被害」を
データで作成し、配付した。また、二
次元コードを添付することで、一人一
台端末でも活用しやすいようにした。
➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施し、第1回のオンライン
研修では「データDV」や「セクハラ」の
防止に向けた意識啓発に努めた。

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学4年生用「楽しい
学校生活を送るために」、中学1年生
用「STOP！！スクール・セクハラ／
デートDV／SNS等を通じた被害」を
作成し、データで配付した。また、二
次元コードを添付することで、一人一
台端末でも活用しやすいようにした。
➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施し、第1回のオンライン
研修では「インターネット・SNS等によ
る人権侵害」や「人権尊重の視点に
立った学校づくり」について情報発信
し、人権意識啓発に努めた。

主な具体的事業 心身の発育・発達と性に関わる教育の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 199

事業コード
事業名

51
性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた
意識啓発 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣性犯罪等の被害者にも加害者にも
ならないよう、各種リーフレット及び担
当者会等により、性に関する意識啓
発に努めたため、評価を「B」とした。
引き続き、「生命（いのち）の安全教
育」やセクシュアルハラスメント防止
に努めたい。

➣昨今のSNS等におけるトラブルの
低年齢化の状況をふまえ、小学生に
向けリーフレットにおいても、SNSの
利用に際して性犯罪等の被害者にも
加害者にもならないよう注意を促す
内容を掲載したので、評価を「B」とし
た。引き続き、「生命（いのち）の安全
教育」やセクシュアルハラスメント防
止に努めたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学4年生用「楽しい
学校生活を送るために」、中学1年生
用「STOP！！スクール・セクハラ／
デートDV／SNS等を通じた被害」を
データで作成し、配付した。また、二
次元コードを添付することで、一人一
台端末でも活用しやすいようにした。
➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施し、第1回のオンライン
研修では「デートDV」や「セクハラ」の
防止に向けた意識啓発に努めた。

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学4年生用「楽しい
学校生活を送るために」、中学1年生
用「STOP！！スクール・セクハラ／
デートDV／SNS等を通じた被害」を
作成し、データで配付した。また、二
次元コードを添付することで、一人一
台端末でも活用しやすいようにした。
➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施し、第1回のオンライン
研修では「インターネット・SNS等によ
る人権侵害」や「人権尊重の視点に
立った学校づくり」について情報発信
し、人権意識啓発に努めた。

主な具体的事業 児童・生徒を性犯罪から守るための情報共有や啓発活動の促進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 200

事業コード
事業名

51
性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた
意識啓発 担当課 教育指導課



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 201

事業コード
事業名

52
メディアにおける性表現・暴力表現の防
止、性の商品化の防止 担当課 人権男女共同平和国際課

主な具体的事業 情報紙やホームページ等を活用した啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」夏号
（133号）に、「AV出演被害防止・救済
法」に関する記事を掲載し、AV（アダ
ルドビデオ）出演契約をめぐるトラブ
ルについて周知を図るとともに、相談
窓口（ワンストップ支援センター）の紹
介を行った。

➣ジェンダー平等・男女共同参画に
関するWeb記事「かがやけ地球」136
号において、「性暴力について知って
おこう～4月は「若年層の性暴力被害
予防月間」です～」の記事を掲載し、
SNSを利用した性暴力等の被害に
あった場合の相談先を周知した。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣Web記事をとおして周知が図られ
たので、評価を「B」とする。今後も引
き続き、メディアにおける性表現・暴
力表現の防止、性の商品化の防止
に向け、情報提供を行う。

➣SNS等においては、青少年の健全
な成長を阻害するような性表現・暴
力表現がなされている場合があるこ
とを踏まえ、相談先の情報提供を行
い、周知が図られたことから、評価を
「B」とする。
➣引き続き、被害にあった場合の相
談窓口等の情報提供を行う。



重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 202

事業コード
事業名

52
メディアにおける性表現・暴力表現の防
止、性の商品化の防止 担当課 青少年課

主な具体的事業 青少年のための社会環境浄化活動と非行防止活動の推進

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣街頭指導パトロール…藤沢市青少年指
導員・街頭等指導員・特別街頭指導員等に
よる市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲
酒・怠学等を指導した。（通年）
・実施回数　青少年指導員315回　昼間街
頭指導員1,329回　夜間特別街頭指導員75
回
・指導回数　昼間　のべ145件(内女子42件)
夜間のべ1,643件(内女子731件)
➣年末特別街頭指導キャンペーン・春季特
別街頭指導キャンペーン…青少年指導員
を中心に、青少年の非行・被害防止を広く
市民へ周知するため、街頭放送を実施し
た。
・7月3日　藤沢駅31人参加
・7月4日　湘南台駅33人参加
・12月4日　藤沢駅23人参加
・12月4日　辻堂駅13人参加
・12月5日　湘南台駅26人参加
・3月14日　藤沢駅21人参加
➣非行防止ポスター展…非行防止ポスター
作品を募集し、応募作品の展示を行った。
（10月20日～11月7日65作品を展示）
➣社会環境実態調査…7月に実施
➣書店・古書店の有害図書類の区分陳列
立入調査…12月実施。（調査店舗数延べ3
件）

➣街頭指導パトロール…藤沢市青少年指
導員・街頭等指導員・特別街頭指導員等に
よる市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲
酒・怠学等を指導した。（通年）
・実施回数　青少年指導員291回　昼間街
頭指導員1,224回　夜間特別街頭指導員75
回
・指導回数　昼間　のべ126件(内女子22件)
夜間のべ1,726件(内女子785件)
➣特別街頭指導キャンペーン…青少年指
導員を中心に、青少年の非行・被害防止を
広く市民へ周知するため、街頭放送を実施
した。
・7月1日　　藤沢駅　　雨天中止
・7月2日　　辻堂駅　　24人参加
・12月2日　藤沢駅　　 30人参加
・12月3日　湘南台駅　32人参加
・3月13日　藤沢駅　　 20人参加
➣非行防止ポスター展…非行防止ポスター
作品を募集し、応募作品の展示を行った。
（10月29日～11月4日・11月12日～19日71
作品を展示）
➣社会環境実態調査…7月に実施
➣書店・古書店の有害図書類の区分陳列
立入調査…2月実施。（調査店舗数延べ2
件）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣青少年指導員協議会等と連携・協
力し、街頭キャンペーンによる啓発活
動を実施したため、評価は「B」とす
る。今後も、地域のパトロールを行
い、青少年の見守りや声かけをする
ことで、問題行動の早期発見に努め
る。

➣青少年にとって安全で安心して生
活できる環境を整えるため、青少年
指導員協議会等と連携・協力し、街
頭キャンペーンによる啓発活動を実
施したため、評価は「B」とする。今後
も、地域のパトロールを行い、青少年
の見守りや声かけをすることで、問題
行動の早期発見に努める。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣学校生活全体を通して、児童生徒
が人間として尊重されるよう、担当者
会や研修、リーフレットなどで周知す
ることができたため、評価は「B」とす
る。
➣今後も、児童生徒が性犯罪の被害
者にも加害者にも、そして傍観者にも
ならないよう、児童生徒と教員の両
方に働きかけていく。

➣担当者会や研修、リーフレットなど
を通して、被害の未然防止に向けて
周知することができたため、評価は
「B」とする。
➣今後も、児童生徒が性犯罪の被害
者にも加害者にも、そして傍観者にも
ならないよう、児童生徒と教員の両
方に働きかけていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣教員が授業の場面をはじめとし
て、学校生活のあらゆる機会をとら
え、児童生徒が性差によることなく、
人間として尊重されることを軸とし
て、ジェンダー平等の視点から、互い
に協力しあい、思いやりをもって生活
することの大切さを指導できるよう、
担当者会や4年経験者研修の機会に
指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、男女平等の視点からも人権尊重
の意識啓発に努めた。

➣教員が授業の場面をはじめとし
て、学校生活のあらゆる機会をとら
え、児童生徒が性差によることなく、
人間として尊重されることを軸とし
て、ジェンダー平等の視点から、互い
に協力しあい、思いやりをもって生活
することの大切さを指導できるよう、
担当者会や4年経験者研修の機会に
指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、男女平等の視点からも人権尊重
の意識啓発に努めた。

主な具体的事業 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 203

事業コード
事業名

52
メディアにおける性表現・暴力表現の防
止、性の商品化の防止 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣児童生徒が、性犯罪の被害者にも
加害者にも、そして傍観者にもならな
いよう、性に関する情報提供等に努
めたため。引き続き「生命（いのち）の
安全教育」の推進に努めたい。

➣児童生徒が、性犯罪の被害者にも
加害者にも、そして傍観者にもならな
いよう、性に関する情報提供等に努
めたため評価を「B」とした。引き続き
「生命（いのち）の安全教育」の推進
に努めたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣教育活動全体を通して、児童生徒
が性差によることなく、人間として尊
重されることを軸として、ジェンダー平
等の視点から、互いに協力しあい、
思いやりをもって生活することの大切
さを指導できるよう、担当者会や研修
において、指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、男女平等の視点からも人権尊重
の意識啓発に努めた。
➣「生命（いのち）の安全教育」の情
報提供を行った。

➣教育活動全体を通して、児童生徒
が性差によることなく、人間として尊
重されることを軸として、ジェンダー平
等の視点から、互いに協力しあい、
思いやりをもって生活することの大切
さを指導できるよう、担当者会や研修
において、指導・助言した。
➣児童生徒用の子どもの権利条約
リーフレットや、スクールセクハラ・
デートＤＶ・SNS等を通じた被害等防
止リーフレットを作成、データで配布
し、ジェンダー平等の視点からも人権
尊重の意識啓発に努めた。
➣「生命（いのち）の安全教育」の情
報提供を行った。

主な具体的事業 心身の発育・発達と性に関わる教育の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 204

事業コード
事業名

52
メディアにおける性表現・暴力表現の防
止、性の商品化の防止 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣性犯罪等の被害者にも加害者にも
ならないよう、各種リーフレット及び担
当者会等により、性に関する意識啓
発に努めたため、評価を「B」とした。
引き続き、「生命（いのち）の安全教
育」やセクシュアルハラスメント防止
に努めたい。

➣児童生徒が、性犯罪の被害者にも
加害者にも、そして傍観者にもならな
いよう、性に関する情報提供等に努
めたため評価を「B」とした。引き続き
「生命（いのち）の安全教育」の推進
に努めたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学4年生用「楽しい
学校生活を送るために」、中学1年生
用「STOP！！スクール・セクハラ／
デートDV／SNS等を通じた被害」を
データで作成し、配付した。また、二
次元コードを添付することで、一人一
台端末でも活用しやすいようにした。
➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施し、第1回のオンライン
研修では「デートDV」や「セクハラ」の
防止に向けた意識啓発に努めた。

➣セクシュアル・ハラスメント防止リー
フレットとして、小学4年生用「楽しい
学校生活を送るために」、中学1年生
用「STOP！！スクール・セクハラ／
デートDV／SNS等を通じた被害」を
データで作成し、配付した。また、二
次元コードを添付することで、一人一
台端末でも活用しやすいようにした。
➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施し、第1回のオンライン
研修では「インターネット・SNS等によ
る人権侵害」や「人権尊重の視点に
立った学校づくり」について情報発信
し、人権意識啓発に努めた。

主な具体的事業 児童・生徒を性の商品化から守るための情報共有や啓発活動の促進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ４　あらゆる暴力の根絶 通番 205

事業コード
事業名

52
メディアにおける性表現・暴力表現の防
止、性の商品化の防止 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各種会議の実施、意識啓発等の
取組をとおして、委員及び市職員と
の連携を図ることができたため、評価
を「B」とする。
➣今後も、様々な会議や啓発活動を
とおして、人権意識の向上に努める。

➣各種会議の実施、意識啓発等の
取組をとおして、セクシュアルマイノリ
ティを理解し支援する風土を醸成す
ることができたため、評価を「B」とす
る。
➣今後も、様々な会議や啓発活動を
とおして、人権意識の向上に努める。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市人権施策推進指針に関す
る事業実績調査を行い、総合的な人
権施策の推進について確認した。
➣職員の人権意識啓発のため、各
課ごとにテーマ設定を行い、これに
基づき各課で意識啓発の取組を行っ
た。
➣ふじさわ人権協議会を3回開催し、
藤沢市の人権施策についての意見
聴取及び審議を行った。
➣D&I推進会議（各部長で構成）を開
催し、各部との情報共有及び連絡調
整等を行った。

➣職員の人権意識啓発のため、多
様な性をはじめとしたテーマ設定を
各課ごとに行い、これに基づき各課
で意識啓発の取組を行った。
➣ふじさわ人権協議会を3回開催し、
多様な性に関する事項を含め、藤沢
市の人権施策についての意見聴取
及び審議を行った。
➣D&I推進会議（各部長で構成）を開
催し、各部との情報共有及び連絡調
整等を行った。
➣時代の変化に対応し、重点的な取
組を推進していくため、令和7年度人
権施策推進方針を策定し、全庁に向
けて発出した。

主な具体的事業 藤沢市人権施策推進指針による着実な推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 206

事業コード
事業名

53
差別や偏見をなくすための啓発や研修
の実施 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各種啓発事業・研修等の実施をと
おして、市民及び市職員に対する人
権啓発を行うことができたことから、
評価を「B」とする。
➣引き続き目標達成に向けて、各種
事業を実施していく。

➣各種啓発事業・研修等の実施をと
おして、セクシュアルマイノリティをは
じめとした多様性を尊重する人権意
識の醸成を図ることができたことか
ら、評価を「B」とする。
➣引き続き目標達成に向けて、各種
事業を実施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣人権団体主催の講演会及び研修
会に職員が参加し、人権意識啓発を
図った。（第34回かながわ国際人権
集会シンポジウム「セクシュアル・マ
イノリティの人権を考える」6人）
➣人権メッセージパネル展の実施、
人権啓発リーフレットの作成・配布に
より人権意識啓発を図った。
➣庁内研修を開催し、職員の人権意
識啓発を図った。
・新採用職員を対象とした研修の実
施
・人権eラーニング研修の実施

➣人権団体主催の講演会及び研修
会に職員が参加し、人権意識啓発を
図った。
➣人権メッセージパネル展の実施、
人権啓発リーフレットの作成・配布に
より人権意識啓発を図った。
➣庁内研修を開催し、職員の人権意
識啓発を図った。
・新採用職員を対象とした研修の実
施
・人権eラーニング研修の実施

主な具体的事業 人権教育及び人権啓発に関する施策の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 207

事業コード
事業名

53
差別や偏見をなくすための啓発や研修
の実施 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣各種啓発事業・研修等の実施をと
おして、市民及び市職員に対する人
権啓発を行うことができたことから、
評価を「B」とする。

➣各種啓発事業・研修等の実施をと
おして、市民及び市職員に対し、セク
シュアルマイノリティに対する理解の
促進を図ることができたことから、評
価を「B」とする。
➣セクシュアルマイノリティに対する
差別や偏見に基づく嫌がらせなどが
生じないよう、啓発に取り組む。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣片瀬中学校との共催により、講演
会を実施した。
・テーマ：「幸せの多様性～幸せのカ
タチはみんな違っていいんだよ～」
・開催日：令和6年3月14日（木）
・講師：吉井　奈々氏（コミュニケー
ション講師）
➣庁内研修を開催し、職員の人権意
識啓発を図った。
・新採用職員を対象とした研修の実
施
・人権eラーニング研修の実施

➣ジェンダー平等・男女共同参画講
演会の開催
・テーマ：「多様な性ってなんだろう？
～すべての人にとって安心・安全な
職場づくり～」
・開催日：令和6年11月19日（火）
・講師：三戸 花菜子 氏（認定特定非
営利活動法人ReBit）
・参加者数：138人
➣辻堂公民館との共催により、講演
会を実施
・テーマ：「性はグラデーション 性の
多様性について理解を深めよう」
・開催日：令和6年12月14日（土）
・講師：遠藤 まめた 氏（一般社団法
人にじーず代表）
・参加者数：31人
➣庁内研修を開催し、職員の人権意
識啓発を図った。
・新採用職員を対象とした研修の実
施
・人権eラーニング研修の実施

主な具体的事業 人権啓発講演会、研修会の開催

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 208

事業コード
事業名

53
差別や偏見をなくすための啓発や研修
の実施 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣eラーニング等を活用した職員向け
の研修を実施できたため、評価を
「Ｂ」とする。「藤沢市職員のための性
の多様性に関するハンドブック～多
様な性を尊重する社会づくりに向け
て～」が有効に活用されるよう手法を
検討するとともに、今後当事者による
講演会の開催についても検討を行
う。

➣職員向けの啓発・研修の実施によ
り、性的指向や性自認に対する認識
を深めることができたため、評価を
「B」とする。
➣「藤沢市職員のための性の多様性
に関するハンドブック～多様な性を尊
重する社会づくりに向けて～」が有効
に活用されるよう、引き続き手法を検
討する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣eラーニングによる人権研修におい
て、セクシュアルマイノリティに関する
項目を設け、理解浸透を図った。ま
た、職員向けに作成した「藤沢市職
員のための性の多様性に関するハン
ドブック～多様な性を尊重する社会
づくりに向けて～」について、職員
ポータルに掲出し、いつでも閲覧でき
るようにするとともに、周知を行った。

➣eラーニングによる人権研修におい
て、セクシュアルマイノリティに関する
項目を設け、理解浸透を図った。ま
た、職員向けに作成した「藤沢市職
員のための性の多様性に関するハン
ドブック～多様な性を尊重する社会
づくりに向けて～」について、職員
ポータルに掲出し、いつでも閲覧でき
るようにするとともに、周知を行った。
➣職員向け研修の開催
・テーマ：「多様な性ってなんだろう？
～すべての人にとって安心・安全な
職場づくり～」
・開催日：令和6年11月19日（火）
・講師：三戸 花菜子 氏（認定特定非
営利活動法人ReBit）
・参加者数：121人

主な具体的事業
市職員に対するセクシュアルマイノリティへの理解に向けた啓発及び研修
の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 209

事業コード
事業名

53
差別や偏見をなくすための啓発や研修
の実施 担当課

職員課/人権男女共同平和国
際課



重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 210

事業コード
事業名

53
差別や偏見をなくすための啓発や研修
の実施 担当課 職員課

主な具体的事業 市職員に対する相談窓口の整備・充実

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「藤沢市職員の職場におけるハラ
スメントの防止等に関する要綱」に基
づくハラスメントに関する苦情相談に
対応した。
・件数：1件（対応中）

➣「藤沢市職員の職場におけるハラ
スメントの防止等に関する要綱」に基
づく苦情申出には至らなかったが、セ
クシュアルハラスメントに関する相談
に対応した。
・件数：3件

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣引き続き、相談窓口や、ハラスメン
ト防止等に資する周知啓発に努めた
い。

➣ハラスメントに関する相談窓口を
設置し適切に対応したことから、評価
を「A」とする。
➣引き続き、相談窓口や、ハラスメン
ト防止等に資する周知啓発に努めた
い。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣勤労ふじさわにて職場におけるハ
ラスメント防止に向けて、事業主や労
働者へ周知、啓発が図られた。今後
も引き続き、勤労ふじさわ等で周知・
啓発を行っていく。

➣勤労ふじさわにて職場におけるハ
ラスメント防止に向けて、事業主や労
働者へ周知、啓発が図られたため、
評価を「B」とする。今後も引き続き、
勤労ふじさわ等で周知・啓発を行って
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣勤労ふじさわを発行し、様々なハラ
スメント防止に向けて事業主・労働者
への意識向上を図った。
5月号・11月号（各月約1,800部発行）

➣勤労ふじさわを発行し、セクシュア
ルハラスメントを含めた様々なハラス
メント防止に向けて事業主・労働者へ
の意識向上を図った。
6月号・11月号（各月約1,800部発行）

主な具体的事業
企業・団体等に対するセクシュアルマイノリティへの理解に向けた意識啓発
及び情報提供の促進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 211

事業コード
事業名

53
差別や偏見をなくすための啓発や研修
の実施 担当課 産業労働課



重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 212

事業コード
事業名

53
差別や偏見をなくすための啓発や研修
の実施 担当課

生涯学習総務課・市民セン
ター

主な具体的事業 セクシュアルマイノリティをテーマとした講座等の開催

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣公民館事業として、セクシュアルマ
イノリティをテーマとした事業の実施
はなかった。

➣セクシュアルマイノリティをテーマと
した講座等を1公民館で1事業実施し
た。
・参加者31人
【実施公民館及びテーマ、参加人数】
・辻堂「人権講演会『性はグラデー
ション　性の多様性について理解を
深めよう』」31人

事業の達成状況
Ｄ　重点目標を踏まえた取組ができ
なかった。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣セクシュアルマイノリティへの理解
を深めるための事業を実施できな
かったため、差別や偏見をなくすため
の啓発や研修事業を実施していきた
い。

➣セクシュアルマイノリティへの理解
を深めるための事業を1公民館にお
いて実施できたため、評価を「B」とす
る。来年度以降も、差別や偏見をなく
すための啓発や研修事業を実施した
い。



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣引き続き、職員が性別による固定
的な意識（色や服装、職業など）を持
たないで、子どもの主体性を大切に
した保育を行い、保護者にも伝わる
ようにしていく。

➣ジェンダー平等の視点から、性に
関してきめ細やかな対応を図れたた
め、評価を「B」とする。
➣引き続き、職員が性別による固定
的な意識（色や服装、職業など）を持
たないで、子どもの主体性を大切に
した保育を行い、保護者にも伝わる
ようにしていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣職員が性別による固定的な意識
（名前の呼び方、色や服装、職業な
ど）を持たない保育を行うことで、子
どもたちに性別による固定的な役割
分担意識を持たせないように配慮を
行った。一部の園では、年中・年長の
園児に自分と相手の体を大切にし、
ジェンダー平等の視点も含め一人一
人が個性を大切にできるよう意識づ
けた。

➣職員が性別による固定的な意識
（名前の呼び方、色や服装、職業な
ど）を持たない保育を行うことで、子
どもたちに性別による固定的な役割
分担意識を持たせないように配慮を
行った。一部の園では、年中・年長の
園児に自分と相手の体を大切にし、
ジェンダー平等の視点も含め一人一
人が個性を大切にできるよう意識づ
けた。

主な具体的事業 園児等へのジェンダー平等に関する意識づけ

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 213

事業コード
事業名

54
子ども・青少年に対する心身の発育・発
達と性に関わる教育の推進 担当課 保育課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣取組は概ね行えているが、セク
シュアルマイノリティの理解について
は、継続した取組が実施が必要なた
め評価は「B」とする。職場全体で、日
ごろから社会状況と保育現場での環
境を照らし合わせ、当たり前の配慮
ができるよう、引き続き、保育の振り
返りや啓発を行っていく。

➣取組は概ね行えているが、セク
シュアルマイノリティの理解について
は、継続した取組が実施が必要なた
め評価は「B」とする。職場全体で、日
ごろから社会状況と保育現場での環
境を照らし合わせ、当たり前の配慮
ができるよう、引き続き、保育の振り
返りや啓発を行っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣子どもたちの成長・発達段階に合
わせた保育を行う中で、職員・保護
者へ、性別による固定的な役割分担
意識（色や服装、職業など）を持たせ
ないよう配慮した言葉かけや態度で
接するよう、随時、保育の振り返りを
行い、啓発を行った。

➣子どもたちの成長・発達段階に合
わせた保育を行う中で、職員・保護
者へ、性別による固定的な役割分担
意識（色や服装、職業など）を持たせ
ないよう配慮した言葉かけや態度で
接するよう、随時、保育の振り返りを
行い、啓発を行った。

主な具体的事業
保育に関わる職員、保護者に対するセクシュアルマイノリティへの理解に向
けた意識啓発及び情報提供の促進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 214

事業コード
事業名

54
子ども・青少年に対する心身の発育・発
達と性に関わる教育の推進 担当課 保育課



重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 215

事業コード
事業名

54
子ども・青少年に対する心身の発育・発
達と性に関わる教育の推進 担当課 青少年課

主な具体的事業 さまざまな青少年活動を通じた啓発

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣青少年にとってよい環境を考える
つどい「犯罪心理学者が教える子ど
もを呪う言葉・救う言葉」
・実施日　令和5年7月7日
・参加者　248人
・内容　犯罪心理学の視点から、犯
罪の発生しやすい環境や犯罪を生み
出さない青少年への声かけの仕方を
テーマとして講演を行った。

➣青少年にとってよい環境を考える
つどい「どう守る？デジタルネイティ
ブの子どもの脳」
・実施日　令和6年7月10日
・参加者　290人
・内容　デジタルネイティブである子
どもたちのデジタル依存をテーマとし
て講演を行った。

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣青少年がおかれている現状及びそ
の背景を認識し、青少年問題への市
民の意識の高揚を図ることができた
ため、評価は「B」とする。今後も青少
年問題への市民の意識高揚を図る
ため、啓発活動は行っていく。

➣青少年の心身の発育・発達に関わ
る教育の一環として講演会を実施
し、青少年がおかれている現状及び
その背景を認識し、青少年問題への
市民の意識の高揚を図ることができ
たため、評価は「B」とする。今後も青
少年問題への市民の意識高揚を図
るため、啓発活動を行っていく。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣日常的に性別にとらわれない、
個々を大切にした教育の実践に努め
たため、評価を「B」とした。
➣今後も児童生徒が、性犯罪の被害
者にも加害者にも、そして傍観者にも
ならないよう、児童生徒と教員の両
方に働きかけていく。

➣日常的に性別にとらわれない、
個々を大切にした教育の実践に努め
たため、評価を「B」とした。
➣今後も、性別にかかわらずお互い
を大切にできるよう、児童生徒と教員
の両方に働きかけていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣各学校において、あらゆる学習活
動の中で男女平等教育を実施した。
また、日常的に児童・生徒の性別に
とらわれない、個々を大切にした教
育を実践した。
➣文科省が進める「生命（いのち）の
安全教育」の内容を意識した教育活
動が展開されるよう、担当者会等で
情報発信に努めた。

➣各学校において、あらゆる学習活
動の中で男女平等教育を実施した。
また、日常的に児童・生徒の性別に
とらわれない、個々を大切にした教
育を実践した。
➣文科省が進める「生命（いのち）の
安全教育」の内容を意識した教育活
動が展開されるよう、担当者会等で
情報発信に努めた。

主な具体的事業 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 216

事業コード
事業名

54
子ども・青少年に対する心身の発育・発
達と性に関わる教育の推進 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣計画訪問等で指導助言を行ったた
め、評価を「B」とする。今後も引き続
き教育活動を通して取り組むことの
必要性について助言する。

➣計画訪問等で指導助言を行ったた
め、評価を「B」とする。今後も引き続
き教育活動を通して取り組むことの
必要性について助言する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣体育科の保健領域では、「体の発
育・発達」、保健体育科（保健分野）
では、「心身の発達と心の健康」にお
いて、男女の心身について学び、互
いの性などについて理解する授業に
取り組んだ。また、保健指導、特別活
動をはじめ、教育活動全体を通して、
互いを尊重しあえるようにした。

➣体育科の保健領域では、「体の発
育・発達」、保健体育科（保健分野）
では、「心身の発達と心の健康」、理
科では「生命のつながり」において、
男女の心身について学び、互いの性
などについて理解する授業に取り組
んだ。また、特別の教科道徳、保健
指導、特別活動をはじめ、教育活動
全体を通して、互いを尊重しあえるよ
うにした。

主な具体的事業 心身の発育・発達と性に関わる教育の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 217

事業コード
事業名

54
子ども・青少年に対する心身の発育・発
達と性に関わる教育の推進 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣担当者会の実施や研修講座での
周知を行ったため評価を「B」とした。
今後、セクシュアルマイノリティの児
童・生徒への支援、居場所づくりとい
う視点で、より充実していくよう働きか
けていく。

➣担当者会の実施や研修講座での
周知を行ったため評価を「B」とした。
引き続き、セクシュアルマイノリティの
児童・生徒への支援、居場所づくりと
いう視点で、より充実していくよう働き
かけていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣人権・環境・平和教育担当者会を2
回実施した。第1回では、本市の人権
施策の紹介及び協力の呼びかけを
行うとともに、ジェンダー平等社会の
実現に向けた教育・啓発の推進につ
いて確認した。第2回の集合研修で
は、「子どもの人権と安心できる学級
づくり～人的環境のユニバーサルデ
ザイン」のテーマで子どもの居場所づ
くりについて講演会を行った。
➣教育文化センター主催の研修講座
では、「思春期教育・性教育」をテー
マに藤沢市医師会に講師を依頼し研
修講座を行った。

➣「人権・環境・平和教育担当者会」
を年2回実施した。第1回のオンライン
開催では、本市で進める様々な人権
施策をはじめ、ジェンダー平等やス
クールセクハラ等の人権課題につい
て情報提供し、教職員として子どもた
ちへの対応や日々の教育活動の中
でいかしていけるよう周知した。
➣教育文化センター主催の研修講座
では、「思春期教育・性教育」をテー
マに藤沢市医師会に講師を依頼し研
修講座を行った。

主な具体的事業 セクシュアルマイノリティの児童・生徒への支援と居場所づくり

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 218

事業コード
事業名

54
子ども・青少年に対する心身の発育・発
達と性に関わる教育の推進 担当課 教育指導課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣制度導入以降、継続的に宣誓実
績があるほか、自治体間連携の拡大
にも取り組んでいることから、評価を
「A」とする。
➣引き続き、同制度への理解促進に
取り組む。

➣制度導入以降、継続的に宣誓実
績があるほか、自治体間連携の拡大
にも取り組んでいることから、評価を
「A」とする。
➣引き続き、同制度への理解促進に
取り組む。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣セクシュアルマイノリティをはじめと
する多様性への理解が進み、差別や
偏見のない、自分らしい生き方がで
きる社会の実現をめざし、令和3年4
月1日から、藤沢市パートナーシップ
宣誓制度を導入した。
【宣誓件数】
54件（令和3年4月1日～令和6年3月
31日）
➣パートナーシップ宣誓者の異動に
よる負担軽減のため、令和5年11月1
日から横浜市及び伊勢原市と自治体
間連携を開始した。

➣セクシュアルマイノリティをはじめと
する多様性への理解が進み、差別や
偏見のない、自分らしい生き方がで
きる社会の実現をめざし、令和3年4
月1日から、藤沢市パートナーシップ
宣誓制度の運用を開始した。
【宣誓件数】
68件（令和3年4月1日～令和7年3月
31日）
➣パートナーシップ宣誓者の異動に
よる負担軽減のため、令和7年3月1
日から海老名市と自治体間連携を開
始した。

主な具体的事業 パートナーシップ宣誓制度の導入

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 219

事業コード
事業名

55
セクシュアルマイノリティの支援に向け
た制度の検討・導入 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣ふじさわ人権協議会において、市
の人権施策等について審議いただく
など団体との連携を図っていることか
ら、評価を「B」とする。

➣セクシュアルマイノリティの支援充
実に向け、各協議会において審議い
ただくなど、関連団体との連携を図っ
ていることから評価を「B」とする。
➣生きづらさを抱えるセクシュアルマ
イノリティの方々が自分らしい生き方
ができるよう、引き続き関係団体との
連携を推進する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ふじさわ人権協議会において、神
奈川人権センター及びSHIPの参画を
得るなど、関連団体と継続して連携
を図った。

➣神奈川人権センターにはふじさわ
人権協議会、特定非営利活動法人
SHIPにはふじさわ人権協議会及びふ
じさわジェンダー平等プラン推進協議
会への参画を得るなど、関連団体と
継続して連携を図った。

主な具体的事業
人権関連団体及びセクシュアルマイノリティを支援する団体等との連携強
化

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ５　多様な性を尊重する社会づくり 通番 220

事業コード
事業名

56 関係機関との連携強化 担当課 人権男女共同平和国際課



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 221

事業コード
事業名

57
ひとり親家庭及び養育者家庭などへの
支援 担当課 子育て給付課

主な具体的事業 母子・父子自立支援員によるひとり親家庭相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣母子・父子自立支援員等が、ひと
り親家庭の悩み・問題の聞き取りを
行った。必要に応じて同行や訪問を
行うことで、問題解決に必要な情報
提供及び課題の整理を行い、信頼関
係の構築に努めた。
・相談件数　延べ6,088件

➣母子・父子自立支援員等が、ひと
り親家庭の悩み・問題の聞き取りを
行った。必要に応じて同行や訪問を
行うことで、問題解決に必要な情報
提供及び課題の整理を行い、信頼関
係の構築に努めた。
・相談件数　延べ4,419件

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣支援員間で密に情報共有を行った
ほか定期的に事例検討会を開催し、
資質の向上に努め、自ら助けを求め
ることのできない対象者へも支援を
広げられることができたため、評価は
「A」とする。
➣より一層の目標達成に向け、DV等
に対する支援知識の定着や自立促
進に向けた相談支援の充実に努め
る。

➣支援員間で密に情報共有を行った
ほか定期的に事例検討会を開催し、
資質の向上に努め、自ら助けを求め
ることのできない対象者へも支援を
広げられることができたため、評価は
「A」とする。
➣ひとり親家庭の子育てや生活に関
する様々な相談からニーズや課題を
把握し、バックアップふじさわ等と連
携し、相談者に寄り添った継続的な
支援を行う。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 222

事業コード
事業名

57
ひとり親家庭及び養育者家庭などへの
支援 担当課 子育て給付課

主な具体的事業 ひとり親家庭等日常生活支援事業の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ひとり親家庭等の方が、疾病や生
活環境の激変等の事由により日常
生活に支障が生じた際に、一定期間
の家事育児支援を行った。
・派遣時間数　延べ92時間

➣ひとり親家庭等の方が、疾病や生
活環境の激変等の事由により日常
生活に支障が生じた際に、一定期間
の家事育児支援を行った。
・派遣時間数　延べ17時間

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣事業の対象となる事由により利用
希望したひとり親家庭に対し、負担軽
減を図るため家事育児支援を行っ
た。また、事業の対象にならない利
用者に対しても、ほかの事業を紹介
する等により支援したため評価は
「A」とする。
➣利用希望日時に沿えるよう委託先
の確保に努める必要がある。

➣事業の対象となる事由により利用
希望したひとり親家庭に対し、負担軽
減を図るため家事育児支援を行っ
た。また、事業の対象にならない利
用者に対しても、ほかの事業を紹介
する等により支援したため評価は
「A」とする。
➣事業の対象となる家庭環境等の状
況を的確に捉え、必要な支援が行え
るように努める。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 223

事業コード
事業名

57
ひとり親家庭及び養育者家庭などへの
支援 担当課 子育て給付課

主な具体的事業 ひとり親家庭などへの医療費の助成

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣18歳までの児童（一部20歳未満）
がいる母子・父子・養育者家庭に対
し、医療費の助成を行った。（所得制
限あり。）
・対象者数　延べ59,354人
・助成件数　78,118件
・助成額　210,426,119円

➣18歳までの児童（一部20歳未満）
がいる母子・父子・養育者家庭に対
し、医療費の助成を行った。（所得制
限あり。）
・対象者数　延べ58,499人
・助成件数　77,843件
・助成額　207,282,985円

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣医療費に係る経済負担の軽減に
より、ひとり親家庭等の生活の安定と
健康の増進が図られたため、評価は
「A」とする。
➣ひとり親相談や広報等の機会を捉
えて、引き続き、制度の周知を図ると
ともに、安心して医療の給付が受け
られるように申請の案内を行ってい
く。

➣医療費に係る経済的負担の軽減
により、ひとり親家庭等の生活の安
定と健康の増進が図られたため、評
価は「A」とする。
➣申請漏れのないよう、広報等によ
る制度周知のほか、住民異動手続と
の連携やひとり親家庭相談時の制度
周知に努める。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 224

事業コード
事業名

57
ひとり親家庭及び養育者家庭などへの
支援 担当課 子育て給付課

主な具体的事業 ひとり親家庭への自立支援給付金事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣母子家庭の母又は父子家庭の父が厚生
労働省指定の教育訓練を受講したときに、
受講料の40％又は60％の支給を行った。
　（1）自立支援教育訓練給付金
・対象者　6人　　・支給額　497,507円
➣母子家庭の母または父子家庭の父の就
職が有利になるような資格を取得すること
により生活の安定を図るため給付金の支給
を行った。
　（1）高等職業訓練促進給付金
・対象者　43人　・支給額　44,824,500円
　（2）高等職業訓練修了支援給付金
・対象者　12人　・支給額　475,000円
➣最終学歴が中学校卒業であるひとり親家
庭の親又は子が、高等学校卒業程度認定
試験の合格に向けた講座を受講する際、受
講料の一部を助成するもの。
1人につき、受講開始時40％、受講修了時
30％、試験合格時30％を支給（それぞれ上
限あり）。
　（1）高等学校卒業程度認定試験合格支援
事業給付金
　　・対象者　0人

➣母子家庭の母又は父子家庭の父が厚生
労働省指定の教育訓練を受講したときに、
受講料の40％又は60％の支給、さらに受講
修了後1年以内に資格取得し就職等した場
合に、受講料の85％の支給を行った。
　（1）自立支援教育訓練給付金
・対象者　10人　　・支給額　3,208,374円
➣母子家庭の母または父子家庭の父の就
職が有利になるような資格を取得すること
により生活の安定を図るため給付金の支給
を行った。
　（1）高等職業訓練促進給付金
・対象者　41人　・支給額　46,429,500円
　（2）高等職業訓練修了支援給付金
・対象者　18人　・支給額　750,000円
　（3）特定高等職業訓練促進給付金
・対象者　21人　・支給額　7,200,000円
➣最終学歴が中学校卒業であるひとり親家
庭の親又は子が、高等学校卒業程度認定
試験の合格に向けた講座を受講する際、受
講料の一部を助成するもの。
1人につき、受講開始時40％、受講修了時
30％、試験合格時30％を支給（それぞれ上
限あり）。
　（1）高等学校卒業程度認定試験合格支援
事業給付金
　　・対象者　0人

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣ひとり親家庭の親に対して給付金
を支給することによって、ひとり親家
庭の生活の安定と自立の促進が図
られたため、評価は「A」とする。
➣児童扶養手当の現況届の提出の
際の面談等の機会を捉え、制度の周
知・案内を行っていくことが必要であ
る。

➣ひとり親家庭の親に対して給付金
を支給することによって、ひとり親家
庭の生活の安定と自立の促進が図
られたため、評価は「A」とする。
➣就労に関する相談から家庭状況
や課題を的確に把握し、ジョブスポッ
トふじさわ等の関係機関と連携し、よ
り安定した生活基盤を築くための就
労にの確保に向けて継続的な支援を
行う。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 225

事業コード
事業名

57
ひとり親家庭及び養育者家庭などへの
支援 担当課 子育て給付課

主な具体的事業 児童扶養手当の給付

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣父又は母と生計を同じくしていない
18歳に達する日以後最初の3月31日
までの児童を監護している母、父又
は養育者の所得に応じて、児童扶養
手当を支給した。
・受給者数　2,006人（令和6年3月31
日時点）
・年間支給額　1,051,829,010円

➣父又は母と生計を同じくしていない
18歳に達する日以後最初の3月31日
までの児童を監護している母、父又
は養育者の所得に応じて、児童扶養
手当を支給した。
・受給者数　1,992人（令和7年3月31
日時点）
・年間支給額　1,066,289,340円

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣ひとり親家庭及び養育者家庭に手
当を支給し、経済的支援を行い目標
は達成できたため、評価は「Ａ」とし
た。
➣新規対象者については制度周知
に努め、受給者についてはひとり親
状況を確認し適正な執行に努める。

➣ひとり親家庭及び養育者家庭に手
当を支給し、経済的支援を行い目標
は達成できたため、評価は「Ａ」とし
た。
➣申請漏れのないよう、広報等によ
る制度周知のほか、住民異動手続と
の連携やひとり親家庭相談時の制度
周知に努める。受給者については、
ひとり親家庭の状況を確認し適正な
執行に努める。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 226

事業コード
事業名

57
ひとり親家庭及び養育者家庭などへの
支援 担当課 子育て給付課

主な具体的事業 養育者支援金の給付

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣孫などの児童を養育している養育
者が公的年金を受給している場合
は、児童扶養手当が一部又は全部
支給されないため、児童扶養手当相
当額を支援金として支給した。
・対象者数　5人
・支給件数　延べ24件
・支給額　1,925,590円

➣孫などの児童を養育している養育
者が公的年金を受給している場合
は、児童扶養手当が一部又は全部
支給されないため、児童扶養手当相
当額を支援金として支給した。
・対象者数　7人
・支給件数　延べ33件
・支給額　3,163,480円

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣養育者家庭に手当を支給し、経済
的支援を行い目標は達成できたため
評価は「Ａ」とした。
➣広報による周知やひとり親相談等
の機会を捉えて制度案内を行い申請
漏れを防ぐとともに、受給者について
は年金額を確認し適正な執行に努め
る。

➣養育者家庭に手当を支給し、経済
的支援を行い目標は達成できたため
評価は「Ａ」とした。
➣広報による周知やひとり親家庭相
談等の機会を捉えて制度案内を行い
申請漏れを防ぐとともに、受給者につ
いては年金額を確認し適正な執行に
努める。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 227

事業コード
事業名

58 生活に困難がある人々への支援 担当課 地域福祉推進課

主な具体的事業 自立相談支援事業の実施

実施方式 その他

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市直営と社会福祉協議会への委
託による自立相談事業は、地域で
様々な困難を抱える方々の暮らしを
支えるため個々の状況に応じた支援
プランを作成し、自立に向けた包括
的、継続的な支援やサービスの利用
調整を行った。
[相談件数]
・市直営　880件
・社会福祉協議会委託　1,018件

➣市直営と社会福祉協議会への委
託による自立相談事業は、地域で
様々な困難を抱える方々の暮らしを
支えるため個々の状況に応じた支援
プランを作成し、自立に向けた包括
的、継続的な支援やサービスの利用
調整を行った。
[相談件数]
・市直営　885件
・社会福祉協議会委託　888件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コロナ禍の収束後における生活困
窮者の相談先としての役割を担うこ
とができたため、評価を「B」とする。
➣今後については、社会情勢の変化
もあり、相談者の課題が複雑で多様
化してきているため、引き続き関係機
関と連携しながら、課題を整理し生活
状況の改善に向け支援を行ってい
く。

➣コロナ禍の収束後における生活困
窮者の相談先としての役割を担うこ
とができたため、評価を「B」とする。
➣今後については、社会情勢の変化
もあり、相談者の課題が複雑で多様
化してきているため、引き続き関係機
関と連携しながら、課題を整理し生活
状況の改善に向け支援を行ってい
く。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 228

事業コード
事業名

58 生活に困難がある人々への支援 担当課 地域福祉推進課

主な具体的事業 就労準備支援事業の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣長期離職やひきこもりなどにより早
期一般就労が難しい方に対し、生活
リズムの見直し、人間関係の構築、
社会活動への参加をなどを通じて就
労に必要な技能の習得をサポートす
ることで、就労に結びつくよう支援を
行った。
[支援件数]40件
・就労に結び付いた件数　12件
・ボランティア体験延べ　124件

➣長期離職やひきこもりなどにより早
期一般就労が難しい方に対し、生活
リズムの見直し、人間関係の構築、
社会活動への参加をなどを通じて就
労に必要な技能の習得をサポートす
ることで、就労に結びつくよう支援を
行った。
[支援件数]40件
・就労に結び付いた件数　9件
・ボランティア体験延べ　108件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣様々な背景や複合化した生活課
題を抱える方に対して、その個別性
を尊重した丁寧な支援を行うことがで
きたため、評価を「B」とする。
➣今後はCSW、ささえあいセンターを
はじめ、地域に根差した多様な他機
関との連携を深め、ニーズの発掘か
ら居場所づくり、アフターフォロー体
制を拡充する。

➣様々な背景や複合化した生活課
題を抱える方に対して、その個別性
を尊重した丁寧な支援を行うことがで
きたため、評価を「B」とする。
➣今後はCSW、ささえあいセンターを
はじめ、地域に根差した多様な他機
関との連携を深め、ニーズの発掘か
ら居場所づくり、アフターフォロー体
制を拡充する。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 229

事業コード
事業名

58 生活に困難がある人々への支援 担当課 地域福祉推進課

主な具体的事業 家計改善支援事業の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣一時的な金銭給付や貸付による
困窮状態の解消を図るのではなく、
家計収支全体の改善を図り、最終的
には健全な家計状態を取り戻しその
管理を自己の力で行うことができるよ
う、家計診断及び伴走的な相談支援
を行う。

支援件数：54件　支援終結：14件

➣一時的な金銭給付や貸付による
困窮状態の解消を図るのではなく、
家計収支全体の改善を図り、最終的
には健全な家計状態を取り戻しその
管理を自己の力で行うことができるよ
う、家計診断及び伴走的な相談支援
を行う。

支援件数：46件　支援終結：20件

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣健全な家計状態に向けて、個別性
を重視した丁寧な支援を行うことがで
きたため、評価を「B」とする。
➣今後の取組としては、家計をきっ
かけとして複合的な課題が見える場
合も多いため、関係機関で連携しな
がら支援を行っていく。

➣健全な家計状態に向けて、個別性
を重視した丁寧な支援を行うことがで
きたため、評価を「B」とする。
➣今後の取組としては、家計をきっ
かけとして複合的な課題が見える場
合も多いため、関係機関で連携しな
がら支援を行っていく。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 230

事業コード
事業名

58 生活に困難がある人々への支援 担当課 地域福祉推進課

主な具体的事業 地域福祉プラザの運営

実施方式 補助金・負担金

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣既存の社会参加の機会において、
環境に配慮を要する対象者（ひきこ
もり等）に対する居場所の提供を行う
とともに、交流や社会貢献、ボラン
ティア活動等への社会参加に関する
支援を行った。また、当該対象者及
びその家族等に対して専門相談の機
会を設けることで、社会参加支援の
充実を図った。
・実活動者数　20件
・活動実回数　574回
・専門相談実施回数　定期12回・随
時4回

➣地域福祉活動センター
障がい者をはじめとする当事者会及
びその家族会等への相談・情報提
供・自主活動支援に関する事業を
行った。
・当事者会の登録団体数33団体
・活動室の利用率　　53.8％

➣既存の社会参加の機会において、
環境に配慮を要する対象者（ひきこ
もり等）に対する居場所の提供を行う
とともに、交流や社会貢献、ボラン
ティア活動等への社会参加に関する
支援を行った。また、当該対象者及
びその家族等に対して専門相談の機
会を設けることで、社会参加支援の
充実を図った。
・実活動者数　23件
・活動実回数　776回
・専門相談実施回数　定期12回・随
時1回
 
➣地域福祉活動センター
障がい者をはじめとする当事者会及
びその家族会等への相談・情報提
供・自主活動支援に関する事業を
行った。
・当事者会の登録団体数34団体
・活動室の利用率　　47.3％

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣地域福祉プラザの運営に対する補
助を通じて、多様な地域生活課題を
抱える当事者及びその家族への支
援を継続して実施することができたた
め、その目標を概ね達成したものとし
て評価を「B」とする。
➣コロナ禍解消に伴い、地域福祉プ
ラザの利用が増加傾向にあることか
ら、共有スペースの利用の見直しな
ど、利用の拡充に向けた運営方法を
検討する。

➣地域福祉プラザの運営に対する補
助を通じて、多様な地域生活課題を
抱える当事者及びその家族への支
援を継続して実施することができたた
め、その目標を概ね達成したものとし
て評価を「B」とする。
➣コロナによる活動室の利用制限が
なくなったが、より稼働率が上がるよ
うな工夫を検討する。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣母子世帯、父子世帯の居住の安
定と自立支援を図ることを目的とし
て、優先入居（当選率の優遇による
優先入居）に取り組んだことから評価
を「B」とする。今後も、事業主体とし
て、入居者選考に際し、国の承認を
得ながら優先入居を継続していく。

➣母子世帯、父子世帯の居住の安
定と自立支援を図ることを目的とし
て、優先入居（当選率の優遇による
優先入居）に取り組んだことから評価
を「B」とする。今後も、事業主体とし
て、入居者選考に際し、国の承認を
得ながら優先入居を継続していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣市営住宅入居申込時における優
遇制度を設けると共に、ひとり親世帯
の公営住宅に係る優遇入居を通じ、
居住の安定を支援した。令和5年度
は、54戸の市営住宅の空き家を提供
し、市営住宅の空き家には257世帯
の応募があったが、ひとり親世帯とし
て優遇抽選の該当となった世帯は12
世帯であった。

➣市営住宅入居申込時における優
遇制度を設けると共に、ひとり親世帯
の公営住宅に係る優遇入居を通じ、
居住の安定を支援した。令和6年度
は、50戸の市営住宅の空き家を提供
し、市営住宅の空き家には275世帯
の応募があったが、ひとり親世帯とし
て優遇抽選の該当となった世帯は16
世帯であった。

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 231

事業コード
事業名

58 生活に困難がある人々への支援 担当課 住まい暮らし政策課

主な具体的事業 母子・父子世帯への市営住宅入居申込時における優遇制度の実施

実施方式 直接実施



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣多言語、やさしい日本語による情
報提供を継続して行ったほか、新た
に「生活ガイドmini」を発行することが
できたため、評価を「B」とする。今後
も提供する情報に過不足がないか
等、随時検討を行っていく。

➣多言語、やさしい日本語による情
報提供を継続して行ったほか、デザ
イン改訂等をとおし、よりわかりすく
情報を提供できるよう努めたため、評
価を「B」とした。今後も提供する情報
に過不足がないか等、随時検討を
行っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「くらしの情報ガイド～休日・夜間な
どの急患診療～」を7言語（スペイン
語、ポルトガル語、英語、中国語、韓
国・朝鮮語・ベトナム語）とふりなが付
き日本語で毎月発行した。
➣外国につながりのある市民が藤沢
市での生活に必要な情報を案内する
ための冊子「ふじさわ生活ガイド 令
和5年度版」を7言語で発行した。
➣外国につながりのある市民が藤沢
市での生活に特に必要な情報を案内
するための冊子「ふじさわ生活ガイド
mini」をやさしい日本語で発行した。
➣外国につながりのある市民へボラ
ンティアの日本語教室を紹介するた
めの冊子「藤沢市日本語教室MAP」
を7言語で発行した。

➣「くらしの情報ガイド～休日・夜間な
どの急患診療～」を7言語（スペイン
語、ポルトガル語、英語、中国語、韓
国・朝鮮語・ベトナム語、やさしい日
本語）で毎月発行した。
➣外国につながりのある市民が藤沢
市での生活に必要な情報を案内する
ための冊子「ふじさわ生活ガイド 令
和6年度版」を7言語で発行した。
➣外国につながりのある市民へボラ
ンティアの日本語教室を紹介するた
めの冊子「藤沢市日本語教室MAP」
を7言語で発行した。

主な具体的事業 多言語、やさしい日本語による情報提供

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 232

事業コード
事業名

59
外国につながりのある市民への生活支
援 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣コロナ禍で実施を取りやめていた
ステージを復活させるなどして、国際
交流の場を設け、異文化理解を図る
ことができたため、評価を「B」とした。
➣より交流が図れるような催し及び
効果的な周知・集客方法について、
引き続き検討する。

➣周知方法の拡大等により、外国に
つながりのある市民の集客数を増や
し、異文化理解を図ることができたた
め、評価を「B」とした。
➣より交流が図れるような催し及び
効果的な周知・集客方法について、
引き続き検討する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣子どもたちを中心とした、外国につ
ながりのある市民と地域住民の国際
交流の場として、「第14回ＭＩＮＴＯＭ
Ｏ交流会」を実施した。

➣子どもたちを中心とした、外国につ
ながりのある市民と地域住民の国際
交流の場として、「第15回ＭＩＮＴＯＭ
Ｏ交流会」を実施した。

主な具体的事業 外国につながりのある市民の居場所づくり

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 233

事業コード
事業名

59
外国につながりのある市民への生活支
援 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣日本語支援ネットワーク会議の開
催、日本語教室会場の優先確保を継
続して行い、日本語ボランティアに係
る講座についても、ボランティアの要
望に応じて実施することができたた
め、評価を「Ｂ」とした。今後も日本語
教室の質の向上を図るとともに円滑
に運営できるよう支援する。

➣日本語支援ネットワーク会議の開
催、日本語教室会場の優先確保を継
続して行い、日本語ボランティアに係
る講座についても、ボランティアの要
望に応じて実施することができたた
め、評価を「Ｂ」とした。今後も日本語
教室の質の向上を図るとともに円滑
に運営できるよう支援する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣日本語支援ネットワーク会議を開
催し、日本語教室と市、教室同士の
顔の見えるつながりを築き、共催事
業として教室の課題や市の多文化共
生推進事業について意見交換を行っ
た。
➣市と日本語支援ネットワーク会議
が共催し、日本語教室会場の優先確
保を実施した。
➣市と日本語教室が連携し、外国に
つながりのある市民に対する日本語
習得支援に関する取り組みを進める
ため、新たに日本語ボランティアとし
ての活動を希望する受講者に向け
て、藤沢市日本語教室ボランティア
入門講座を実施した。

➣日本語支援ネットワーク会議を開
催し、日本語教室と市、教室同士の
顔の見えるつながりを築き、共催事
業として教室の課題や市の多文化共
生推進事業について意見交換を行っ
た。
➣市と日本語支援ネットワーク会議
が共催し、日本語教室会場の優先確
保を実施した。
➣市と日本語教室が連携し、外国に
つながりのある市民に対する日本語
習得支援に関する取組みを進めるた
め、既に日本語ボランティアとして活
動している受講者に向けて、藤沢市
日本語教室ボランティアブラッシュ
アップ講座を実施した。

主な具体的事業 外国につながりのある市民を支援する各種団体との連携

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 234

事業コード
事業名

59
外国につながりのある市民への生活支
援 担当課 人権男女共同平和国際課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣遅滞なく会議を開催し、委員の意
見を反映させた「ふじさわ生活ガイド
mini」を発行する等、外国につながり
のある市民の意見等を施策に反映
することができたため、評価を「B」と
する。

➣遅滞なく会議を開催し、来年度の
提言提出に向けた意見交換を実施
できたほか、委員の意見を反映させ
た「ふじさわ生活ガイド動画」を作成
する等、外国につながりのある市民
の意見等を施策に反映することがで
きたため、評価を「B」とした。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣「藤沢市外国人市民会議」を開催
し、行政に対する意見交換、提言の
提出に対するフィードバックを実施し
た。また市内のNPO団体と連携し、
外国につながりのある市民と日本人
市民が協力してごみ拾いや意見交換
するアクション活動も実施した。
➣令和4年度に提出された提言に基
づき、「ふじさわ生活ガイドmini」の内
容や構成について会議内で意見交
換をし、発行することができた。

➣「藤沢市外国人市民会議」を開催
し、行政の取組及び提言の提出に向
けた意見交換を実施した。また村岡
公民館小学生学級「きらりっこ」と連
携し、子どもたちにやさしい日本語に
ついて紹介するアクション活動も実施
した。
➣令和4年度に提出された提言に基
づき、藤沢市で生活するうえで必要
な情報を紹介する「ふじさわ生活ガイ
ド動画」の内容や構成について会議
内で意見交換をし、作成することがで
きた。

主な具体的事業
藤沢市外国人市民会議を運営し、外国につながりのある市民の意見等を
施策に反映

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 235

事業コード
事業名

59
外国につながりのある市民への生活支
援 担当課 人権男女共同平和国際課



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 236

事業コード
事業名

59
外国につながりのある市民への生活支
援 担当課 市民相談情報課

主な具体的事業 外国人相談事業の充実

実施方式 直接実施

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➢スペイン語・ポルトガル語による相
談業務の実施（本庁：電話・面談によ
り月～金の毎日実施、湘南台文化セ
ンター：面談のみを月・火・金実施）
・相談者数：2,618人
・相談件数：5,668件

➢スペイン語・ポルトガル語による相
談業務の実施（本庁：電話・面談によ
り月～金の毎日実施、湘南台文化セ
ンター：面談のみを月・火・金実施）
・相談者数：2,386人
・相談件数：5,094件

事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➢昨年比同程度の相談者数および
相談件数を実施したことから評価を
「A」とする。外国語相談員の業務内
容を見直し、今後も外国人相談事業
を行っていく。

➢昨年比同程度の相談者数および
相談件数を実施したことから評価を
「A」とする。外国語相談員の業務内
容を見直し、今後も外国人相談事業
を行っていく。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣窓口では日常的に案内をしている
ほか、新入学生についても書面にて
就学案内をしたため、評価を「B」とす
る。引き続き、住民登録窓口及び本
課にて外国籍の子どものいる家庭に
対し、就学手続きを案内していく。

➣窓口では日常的に案内をしている
ほか、新入学生についても書面にて
就学案内をしたため、評価を「B」とす
る。引き続き、住民登録窓口及び本
課にて外国籍の子どものいる家庭に
対し、就学手続きを案内していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣住民登録窓口で住民登録の手続
きをする際に、学齢期の外国籍の子
どもがいる場合は、就学の希望を確
認し、希望する方に本課での就学手
続きを案内した。
➣また、小学校、中学校へ入学する
学齢の外国籍児童、生徒の保護者
あてに、多言語対応をした書面での
就学案内を行った。

➣住民登録窓口で住民登録の手続
きをする際に、学齢期の外国籍の子
どもがいる場合は、就学の希望を確
認し、希望する方に本課での就学手
続きを案内した。
➣また、小学校、中学校へ入学する
学齢の外国籍児童、生徒の保護者
あてに、多言語対応をした書面での
就学案内を行った。

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 237

事業コード
事業名

59
外国につながりのある市民への生活支
援 担当課 学務保健課

主な具体的事業 外国人市民の子どもたちの就学に向けた支援

実施方式 直接実施



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣妊娠届出時面談の実施により、
個々の状況に合わせた支援を行うこ
とができるよう、個別プランを示すこ
とができ、情報提供が充実した。面談
未実施者へは複数回に渡るアプロー
チを行うことでとりこぼしのない関わ
りができるようになったことにより、評
価を「A」とする。

➣妊娠届出時面談の実施により、
個々の状況に合わせた支援を行うこ
とができるよう、個別プランを示すこ
とができ、情報提供が充実した。面談
未実施者へは複数回に渡るアプロー
チを行うことでとりこぼしのない関わ
りができるようになっており、評価を
「A」とする。今後も、面談未実施者を
減らせるよう、対応方法を検討してい
く。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣令和5年度母子健康手帳発行数：
2,920件

➣令和6年度母子健康手帳発行数：
2,822件

主な具体的事業 母子健康手帳の交付

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 238

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣夫やパートナーの教室参加を再開
し、また、10月から対象や内容を見
直したことで、実績も増えたため、評
価を「B」とした。
今後は参加形態や人数等、教室の
運営の仕方を検討予定。

➣どちらのコースも対象や定員を拡
大し実施し、参加人数も増加したた
め評価を「A」とした。
食事と歯の健康コースについては、
前年度より参加人数が大幅に増加し
た。
妊娠から産後の生活コースについて
は、毎回申込が定員に達する等、
ニーズの高さが伺えるため、今後も
参加形態や回数、人数等、教室運営
の方法について検討予定。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

【4～9月】
平日2日間コース　9コース171人
土曜コース　　　　　6コース185人
【10月～3月】※コース名・開催形態
の変更実施
食事と歯の健康　　　　6コース64人
妊娠から産後の生活　6コース275人
ホームページ動画配信視聴数　463
回

食事と歯の健康　　12回209人
妊娠から産後の生活　12回637人
ホームページ動画配信視聴数　227
回

主な具体的事業 両親学級（マタニティクラス）の開催

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 239

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣訪問を通してすべての産婦とその
乳児に必要な虐待予防を含めた保
健指導を行うとともに、育児情報の提
供に努めており、評価を「B」とする。

➣訪問を通してすべての産婦とその
乳児に必要な虐待予防を含めた保
健指導を行うとともに、育児情報の提
供に努めており、評価を「B」とする。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣生後4か月までのすべての産婦と
乳児を対象として、生後4か月までに
保健師、助産師、看護師が家庭訪問
する事業：2,936人

➣生後4か月までのすべての産婦と
乳児を対象として、生後4か月までに
保健師、助産師、看護師が家庭訪問
する事業：2,740人

主な具体的事業 こんにちは赤ちゃん事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 240

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣訪問や相談など個々に合わせた
方法で支援を実施したため評価を
「B」とする。対象者が訪問を望まない
場合は、対象者の意向に沿いなが
ら、簡易的な訪問、電話相談、他事
業との連携を図り支援する。

➣訪問や相談など個々に合わせた
方法で支援を実施したため評価を
「B」とする。対象者が訪問を望まない
場合は、対象者の意向に沿いなが
ら、簡易的な訪問、電話相談、他事
業との連携を図り支援する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣妊産婦及び乳幼児訪問事業（こん
にちは赤ちゃん事業含む）：延べ
6,373人〔妊婦・産婦・未熟児・新生
児・乳児・幼児等の訪問対象者数〕

➣妊産婦及び乳幼児訪問事業（こん
にちは赤ちゃん事業含む）：延べ
5,928人〔妊婦・産婦・未熟児・新生
児・乳児・幼児等の訪問対象者数〕

主な具体的事業 乳幼児訪問指導の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 241

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣感染対策を講じながら通年で実施
でき、前年度並みまたは上回る参加
者数であったため、評価を「A」とす
る。
➣今後も基本的な感染対策は継続し
ながら、保護者のニーズに合った内
容を検討し、離乳食に関する保護者
の不安や負担軽減につなげていく。

➣通年で実施し、前年度を上回る参
加者数であったため、評価を「A」とす
る。
➣今後も保護者のニーズに合った内
容を検討し、離乳食に関する保護者
の不安や負担軽減につなげていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣離乳食教室（実践編）（7か月～11
か月児）
　24回　519人
➣ぱくぱく教室（満1歳～1歳2か月
児）
　23回　202人
➣食物アレルギー教室（7か月～1歳
児）
　11回　91人

➣離乳食教室（中期・後期）（7か月11
か月児）　47回　892人
➣離乳食教室（完了期）（満1歳～1歳
3か月児）
　23回　324人
➣食物アレルギー教室（5か月～1歳
児）
　12回　151人

※令和6年度から、教室名、対象、内
容を一部変更。

主な具体的事業 離乳食教室、食事教室、食物アレルギー教室の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 242

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣感染対策を講じながら通年で実施
でき、前年度を大きく上回る参加者
数であったため、評価を「A」とする。
➣今後も基本的な感染対策は継続し
ながら、保護者のニーズに合った内
容を検討し、離乳食に関する保護者
の不安や負担軽減につなげていく。

➣通年で実施し、前年度並みの参加
者数であったため、評価を「B」とす
る。
➣今後も保護者のニーズに合った内
容を検討し、離乳食に関する保護者
の不安や負担軽減につなげていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ごっくん教室（5か月～6か月児）
　36回　840人
➣もぐもぐ教室（7か月児）
　24回　554人

➣離乳食教室（初期）（5か月～6か月
児）　47回　843人

※令和6年度から、教室名、対象、内
容を一部変更。

主な具体的事業 乳児期の教室の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 243

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣慢性疾患児をもつ家族のニーズを
検討しつつ、交流会の開催をするこ
とができたため、評価を「B」とする。
➣令和6年度は未熟児保健指導教室
を年間3回、慢性疾患講演会を年間2
回に増やし、多胎児保健指導教室を
年間1回開催することで、事業の充実
を図っていく。

➣慢性疾患児や多胎児をもつ家族
のニーズを検討しつつ、交流会や教
室の開催をすることができたため、評
価を「B」とする。
➣令和7年度は未熟児保健指導教室
を年間2回、慢性疾患講演会を年間2
回、多胎児保健指導教室を年間2回
開催することで、事業の充実を図って
いく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣慢性疾患児訪問：延べ65件
➣未熟児訪問：延べ191件
➣未熟児保健指導教室：年間2回実
施、参加児数：延べ24人
➣慢性疾患講演会：年間1回実施
対象児家族、支援者へ向けて会場の
みで開催し、参加者数75人
➣慢性疾患児家族交流会：年間2回
実施
参加者数：延べ23人（保護者12人、
児9人、きょうだい児2人）

➣慢性疾患児訪問：延べ70件
➣未熟児訪問：延べ140件
➣未熟児保健指導教室：年間3回実
施、参加児数：延べ21人
➣多胎児保健指導教室：年間1回実
施、参加者数：延べ37人（保護者14
人、児20人、妊婦1人、きょうだい児2
人）
➣慢性疾患講演会：年間2回実施
対象児家族、支援者へ向けて会場・
オンライン・アーカイブ配信で開催。
参加者数90人
➣慢性疾患児家族交流会：年間1回
実施
参加者数：延べ18人（保護者10人、
児7人、きょうだい児1人）

主な具体的事業 未熟児・慢性疾患児保健指導（教室・相談・訪問）の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 244

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣感染症対応の予約制は引き続き
継続。全体的な相談・対応数は増加
したため、評価を「B」とする。当日の
状況に応じて、相談対応を臨機応変
に実施した。感染症対策は継続しな
がら、より市民のニーズに合った相
談形態等を検討していく。

➣保健センターの健康相談について
は開催数を月2回から1回変更し延数
は減少となったが、地域に出向く健
康相談の延数は増加しており、健康
相談全体の延数としても増加してい
るため、評価は「Ｂ」とする。今後も、
より市民のニーズに合った開催方法
を検討していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣健康相談：延べ982人
（地区健康相談　614人、保健セン
ター健康相談368人）

➣健康相談：延べ1,119人
（地区健康相談：828人、保健セン
ター健康相談：291人）

主な具体的事業 お母さんと子どもの健康相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項 令和6年度から事業名を「子どもの健康相談」へ変更。

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 245

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣多様なニーズに対応できるよう、
サービス形態（訪問型）を拡充し、市
内の実施施設を増やした。利用者ア
ンケートにおいて利用回数や期間、
利用料金に対する改善を求める声は
変わらずあるものの、利用による満
足度は高かったことから評価を「B」と
する。
➣令和5年度から訪問型を拡充し、
実施施設へ出向くことができない対
象者への産後ケアサービスの提供
が可能となった。今後は利用状況を
確認しながら、利用の上限回数の見
直しを検討していく。

➣より利用しやすくするために、利用
登録制を廃止し、母子手帳交付時に
利用券を配布することとした。利用者
アンケートにおいて利用回数や期
間、利用料金に対する改善を求める
声はあるものの、利用による満足度
は高かったことから評価を「B」とす
る。
➣利用状況やアンケート等を確認
し、今後も事業を通して、産後の母子
の健康の維持及び増進に必要な支
援を行い、安心して子育てができる
支援体制を確保していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣利用登録申請数
　妊婦：946人・産婦：361人　計1307人
　※令和4年度から妊娠28週からの利用登
録が可能。
➣利用状況
　実人数：748人　延べ人数：2702人
➣事業実施施設
　10か所　（アウトリーチ１）
　※令和5年度から施設2か所と訪問型が
追加
➣利用したサービスの種類
　・宿泊（ショートステイ） ：実人数585人　延
人数 2188人
　・通所（デイサービス）6時間：実人数124人
延人数270人
　・通所（デイサービス）3時間：実人数21人
延人数37人
　・訪問（アウトリーチ）：実人数129人　延人
数207人
　※令和5年度から訪問型（アウトリーチ）を
開始。

➣利用登録制を廃止し、母子手帳交付時に
利用券を配布。
➣利用状況
　実人数：858人　延べ人数：2,970人
➣事業実施施設
　11か所　（内アウトリーチ1か所）
※年度途中で終了　1施設。
➣利用したサービスの種類
　・宿泊（ショートステイ） ：実人数628人　延
人数 2,306人
　・通所（デイサービス）6時間：実人数120人
延人数276人
　・通所（デイサービス）3時間：実人数34人
延人数58人
　・訪問（アウトリーチ）：実人数204人　延人
数330人

主な具体的事業 産後ケアの充実

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 246

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣県が令和4年度に交付決定したも
のが助成対象であったことから、件
数は前年度に比べ少ないものの、特
定不妊治療を受けた夫婦の経済的
負担を軽減することができたため、評
価を「B」とする。
➣令和4年4月から特定不妊治療が
公的医療保険の適用になったことを
受け、本市の助成事業については、
令和6年3年31日で廃止とする。

➣公的医療保険適用の不妊治療を
行う際に併用して先進医療を受けた
夫婦に対して、経済的負担を軽減す
ることができたため、評価を「B」とす
る。
➣今後も、より市民が申請しやすい
環境整備に向けて検討していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣特定不妊治療費助成件数：23件 ➣特定不妊治療費助成件数：0件
※令和6年3月31日に事業廃止。

➣不妊治療費（先進医療分）助成件
数：336件
※令和6年10月1日から開始（令和6
年4月1日以降に終了した治療が対
象）

主な具体的事業 特定不妊治療費の助成

実施方式 補助金・負担金

変更事項
特定不妊治療費助成事業については令和6年3年31日に廃止となったが、
令和6年10月1日から不妊治療費（先進医療分）助成事業を開始した。

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 247

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度を下回る件数となったが、
令和元年度から令和5年度までの平
均助成件数は2件であり、例年と同様
に、不育症の治療を受けた夫婦の経
済的負担の軽減に寄与したと判断で
きることから、評価を「B」とする。
➣今後想定される不育症治療の保
険適用化を見据えた事業の見直しを
引き続き研究していく。

➣件数は少ないが、令和2年度から
令和6年度までの平均助成件数は2
件であり、例年と同様に、不育症の
治療を受けた夫婦の経済的負担の
軽減に寄与したと判断できることか
ら、評価を「B」とする。
➣今後想定される不育症治療の保
険適用化を見据えた事業の見直しを
引き続き研究していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣不育症治療費助成件数：1件 ➣不育症治療費助成件数：3件

主な具体的事業 不育症治療費の助成

実施方式 補助金・負担金

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 248

事業コード
事業名

60
健やかな妊娠・出産や育児のための支
援の充実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➢感染対策を継続しながら、各健康
診査において健康支援や指導を実
施しており、受診率も昨年度と同様に
維持できているため、評価を[B」とす
る。
➢今後も、基本的な感染対策を継続
しながら、安心して受診できるよう体
制や環境を整えて実施していく。

➢1か月児健診の費用助成が開始
し、各健康診査において健康支援や
指導の実施、障がいの早期発見と健
康管理体制の充実に努めたため、評
価を「B」とする。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➢4か月児健康診査：2,896人
➢9～10か月児健康診査：2,977人
➢1歳6か月児健康診査：3,149人
➢2歳児歯科健康診査：2,780人
➢3歳6か月児健康診査：3,348人

➢1か月児健康診査：801人※
➢4か月児健康診査：2,698人
➢9～10か月児健康診査：2,895人
➢1歳6か月児健康診査：2,942人
➢2歳児歯科健康診査：2,786人
➢3歳6か月児健康診査：3,102人

※1か月児健康診査は令和6年10月
から費用助成を開始

主な具体的事業 乳幼児の各種健康診査の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 249

事業コード
事業名

61
障がいの早期発見と健康管理体制の充
実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣妊婦及び産婦健康診査の受診者
数に減少がみられるが、対象者も減
少していることから、受診率は横ばい
となっている。求められる効果が概ね
達成されたと考え、評価を「B」とす
る。今後も受診率向上のため、事業
周知等を図っていきたい。

➣妊婦の数が減る中、受診数も減少
しているが、割合として大きな変化は
なく、求められる効果が概ね達成さ
れたと考え、評価を「B」とする。
妊婦健診費用については、市で助成
を行っているが、妊婦自身の負担も
大きいため、助成額について増額
等、安心して健診を受けられる体制
の整備を検討する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣妊婦健康診査：延べ35,991人（多
胎追加妊婦健康診査5件含む）
※令和5年4月1日から、多胎妊婦に
対して14回を超えて受診した妊婦健
康診査5回を新たに公費負担の対象
とした。
➣産婦健康診査：
　（2週間）延べ1,520人
　（1か月）：延べ2,780人

➣妊婦健康診査：延べ33,513人（多
胎追加妊婦健康診査6件含む）
➣産婦健康診査：
　（2週間）延べ1,520人
　（1か月）：延べ2,658人

主な具体的事業 妊婦健康診査の実施

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 250

事業コード
事業名

61
障がいの早期発見と健康管理体制の充
実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣実施方法を一部新型コロナウイル
ス感染症対策前の状況に戻し、実施
した。引き続き、対象数や環境整備
等について検討をし事業を実施して
いく。

➣昨年度内科のみの数であったた
め、歯科の数を追加した。幼児健康
診査や訪問指導等の母子保健事業
から把握し、障がいの早期発見や健
やかな発育発達のフォローのための
相談を実施できており、評価を「Ｂ」と
する。令和7年度も引き続き各母子保
健事業から適切に指導や経過観察
を実施できるよう連携しながら事業を
継続していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣経過検診療養生活相談：延べ106
人

➣経過検診療養生活相談：延べ185
人

主な具体的事業 経過検診療養生活相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 251

事業コード
事業名

61
障がいの早期発見と健康管理体制の充
実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣今年度、北では6回　南では1回臨
時で相談回数を増やし臨機応変に対
応した。また、必要時、課内の各事業
や子ども家庭課等へつなぎ、途切れ
ない支援に努めている一方、充足率
が53パーセントと十分に生かされて
いないと思われるため評価を「B」とす
る。充足率が上がるよう周知に努
め、各機関と連携し事業を実施して
いく。

➣幼児健康診査や母子保健事業か
ら把握し、言葉や発達に関する相談
を実施した。必要時、課内の各事業
や子ども家庭課等へつなぐ等支援の
体制をとっており、、評価を「B」とす
る。今後も各機関と連携し事業を実
施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣心理相談経過観察：207回、197名
➣子ども家庭課への継続支援依頼
58件
➣ひよこの広場　83回　330人

➣心理相談経過観察：201回、193名
➣子ども家庭課への継続支援依頼
49件

主な具体的事業 心理相談経過観察の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 252

事業コード
事業名

61
障がいの早期発見と健康管理体制の充
実 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣チラシ等、様々な手法で健康教育
や啓発を実施できたため、評価を
「B」とする。
➣引き続き効果的な周知方法の検
討を行っていく。

➣啓発すべき対象（子育て世代の女
性）へ啓発を行うことができたため、
評価を「Ｂ」とする。
➣令和7年度に、女性の健康づくりに
関する講演会が新規事業として開始
するため、より多くの対象へ啓発を実
施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣女性特有のがん（乳がん・子宮が
ん）に焦点をあて、啓発を実施した。
・リーフレット「あなたに受けてほしい
♡女性のためのがん検診」の配布
2,050部
・若い世代への子宮頸がん検診啓発
リーフレット　985部
・大切なご自身やご家族のために～
ブレストアウェアネス～
2歳児歯科健診の帳票発送時同封
対象3,282人

➣女性特有のがん（乳がん・子宮が
ん）に焦点をあて、啓発を実施した。
・リーフレット「あなたに受けてほしい
♡女性のためのがん検診」の配布
4,910部
・大切なご自身やご家族のために～
ブレストアウェアネス～
2歳児歯科健診の帳票発送時同封
対象2,786人

主な具体的事業 女性特有のがんに関する意識啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 253

事業コード
事業名

62 生涯を通じた女性の健康づくり 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度とほぼ同様のがん検診受
診率となり、市民への検診実施と受
診啓発ができたため、評価を「B」とす
る。
➣がん検診受診率向上に向け、個別
通知の実施のほか啓発方法を検討、
実施していく。

➣前年度とほぼ同様のがん検診受
診率となり、市民への検診実施と受
診啓発ができたため、評価を「B」とす
る。
➣がん検診受診率向上に向け、個別
通知の実施のほか啓発方法を検討、
実施していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣がん検診受診率
・肺がん検診：17.7%、大腸がん検診：
15.1%、胃がんバリウム検診：1.3%、胃
がん内視鏡検診：9.1%、子宮頸がん
検診：11.4%、乳がん検診：14.0%、前
立腺がん検診：14.1%、胃がんリスク
検診：2.8%

➣がん検診受診率
・肺がん検診：18.0%、大腸がん検診：
15.3%、胃がんバリウム検診：1.2%、胃
がん内視鏡検診：9.6%、子宮頸がん
検診：11.2%、乳がん検診：14.0%、前
立腺がん検診：14.2%、胃がんリスク
検診：2.6%

主な具体的事業 がん検診の実施と受診啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 254

事業コード
事業名

62 生涯を通じた女性の健康づくり 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣健康相談実施回数、前年度を大幅
に上回ったが、その他の項目でほぼ
同様であったため、評価を「B」とす
る。
➣引き続き、対象者のニーズに合わ
せた事業の実施を行っていく。

➣健康教育、健康相談は概ね例年
通り実施できたため、評価を「B」とす
る。
➣令和7年度からは、女性の健康相
談や各地区での身体活動の促進な
ど新規事業にも取り組み、事業を展
開していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣健康教育、健康相談、健康づくり
啓発事業の実施。
・健康教育     306回　8,847人
・健康相談　 1,766回　3,162人

➣健康教育、健康相談、健康づくり
啓発事業の実施。
・健康教育     257回　 7,211人
・健康相談　 1,217回　3,508人

主な具体的事業 生涯を通じた女性の健康教育・相談の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 255

事業コード
事業名

62 生涯を通じた女性の健康づくり 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣生活習慣病予防講演会や生活習
慣病予防教室（脂質異常症・ＣＫＤ・
糖尿病）については、後日アーカイブ
配信を実施し、当日参加が難しい方
に対しても生活習慣病予防について
周知・啓発を実施することができたた
め、評価を「Ａ」とした。今後も、必要
な方へ必要な情報を伝えることがで
きるよう検討していきたい。

➣生活習慣病予防講演会や生活習慣
病予防教室（脂質異常症・ＣＫＤ・糖尿
病）については、後日アーカイブ配信を
実施し、当日参加が難しい方に対しても
生活習慣病予防について周知・啓発を
実施することができたが、人数は昨年と
比較し、やや減少。一方で、生活習慣病
予防相談は、別日の対応等工夫を行っ
たため、人数が増加した。以上を踏ま
え、評価を「B」とする。今後も、様々な年
代へのアプローチができるよう、開催方
法等工夫していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣生活習慣病予防講演会
「忙しい毎日に良質な睡眠を！～良
い睡眠で生活習慣病予防～」　19人/
アーカイブ配信　101人/動画視聴回
数　297回
「40代から必見！！～本当に困った
ことになる前の、糖尿病との向き合い
方～」　　13人/アーカイブ配信　52人
/動画再生回数　85回
「聞くなら、今！！腎臓に関する正し
い知識と慢性腎臓病（CKD）につい
て」　15人/アーカイブ配信　61人/動
画再生回数　146回
➣生活習慣病予防教室（脂質異常
症・CKD・糖尿病・糖尿病発症予防）
5回　延べ　　68名
生活習慣病予防相談　月1回　3～6
枠　67名

➣生活習慣病予防講演会
「よい睡眠が健康への第一歩」　19人
/アーカイブ配信　101人/動画視聴
回数　197回
「知っておきたい糖尿病のキホン」
14人/アーカイブ配信　52人/動画再
生回数　51回
「腎臓を守るための秘訣～健康な未
来への１ステップ～」　19人/アーカイ
ブ配信　61人/動画再生回数　108回
「知ってナットク！～大腸がん予防の
第１歩～」オンデマンド配信60人/動
画視聴回数94回
➣生活習慣病予防教室（脂質異常
症・CKD・糖尿病・糖尿病発症予防）
5回　延べ　　78名
生活習慣病予防相談　月1回　3～6
枠　　　102名

主な具体的事業 生活習慣病対策の強化

実施方式 その他

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 256

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣検（健）診の受診率は低下傾向で
あるが、がん予防啓発のイベントや
普及啓発のための広報活動を実施し
ているため、評価を「Ｂ」とする。
➣今後も、機会をとらえて対象者に
向けた周知啓発を図り、受診率向上
に向けた取り組みを進めていく。

➣検（健）診の受診率は低下傾向で
あるものもあるが、がん予防啓発の
イベントや普及啓発のための広報活
動を実施しているため、評価を「Ｂ」と
する。
➣今後も、機会をとらえて対象者に
向けた周知啓発を図り、受診率向上
に向けた取り組みを進めていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣5月末に受診券等の個別通知を行
い、受診啓発を実施した。
・後期高齢者等健康診査受診率
46.8.％
➣がん検診受診率
・肺がん検診：17.7%、大腸がん検診：
15.1%、胃がんバリウム検診：1.3%、胃
がん内視鏡検診：9.1%、子宮頸がん
検診：11.4%、乳がん検診：14.0%、前
立腺がん検診：14.1%、胃がんリスク
検診：2.8%
➣成人歯科健診実績：受診者数
4,829人　受診率　7.4%
・20、25、30、35、40、45、50、55、60、
65、70に加え80歳の市民を対象に実
施
・65、70、80歳を対象に、咀嚼能力検
査実施
・口腔がん集団検診　感染対策を考
慮し2回実施

➣5月末に受診券等の個別通知を行
い、受診啓発を実施した。
・後期高齢者等健康診査受診率
47.2％
➣がん検診受診率
・肺がん検診：18.0%、大腸がん検診：
15.3%、胃がんバリウム検診：1.2%、胃
がん内視鏡検診：9.6%、子宮頸がん
検診：11.2%、乳がん検診：14.0%、前
立腺がん検診：14.2%、胃がんリスク
検診：2.6%
➣成人歯科健診実績：受診者数
4,486人　受診率　7.0%
・20、25、30、35、40、45、50、55、60、
65、70、80歳の市民を対象に実施
・65、70、80歳を対象に、咀嚼能力検
査実施
・口腔がん集団検診2回実施

主な具体的事業 健康診査の実施と受診啓発

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 257

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣参加者アンケートでは概ね満足と
の回答があったが、募集より応募が
少ないため評価を「B」とする。今後は
募集内容や方法を見直し、より多くの
方に参加してもらえるよう継続する。
なお、R6年度から、さつき会の事業
については所管課が地域保健課に
変更となる。

➣参加者アンケートでは満足との回
答が多いが、募集人数より申込人数
が少ない講座もあり、評価を「B」とす
る。今後はInstagramを開設するな
ど、効果的な周知を図り、多くの方に
参加してもらえるよう工夫する。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣食生活改善推進員等の養成講座
修了者　5人

➣食生活改善推進事業（四ツ葉会）
公民館等の会場で調理デモンスト
レーション・講義・試食の講座を17回
実施

➣食生活改善推進事業（食育講座）
（さつき会）
SDGsの観点を踏まえた講義と実習
を含む講座を2回実施

➣食生活改善推進員等の養成講座
修了者　4人

➣食生活改善推進事業（四ツ葉会）
公民館等の会場で調理デモンスト
レーション・講義・試食の講座を17回
実施

主な具体的事業 食生活を通しての健康づくりの推進

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 258

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣講座によって参加者増減の差があ
るため、評価は「B」とする。開催時間
帯や情報発信方法の工夫を行う。

➣講座によって参加者増減の差があ
るため、評価は「B」とする。特にふじ
さわ歩くプロジェクトトクトク歩数チャ
レンジに関しては、参加者数が大きく
減少したため、内容や周知先等の工
夫を行う。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ふじさわ歩くプロジェクトトクトク歩
数チャレンジ　2,698人　市内30事業
所39チーム参加
➣健康づくりウオーキング講座4回64
人
➣ラジオ体操講習会、ラジオ体操指
導者講習会　2回110人
➣ふじさわオリジナル体操講習会　3
回76人
 ➣ふじさわオリジナル体操リーダー
講習会　1回24人
➣親子で体力づくり教室　4回92人
➣こそトレ！講座 8回37人
➣からだ動かし隊　86団体3,395人
➣からだ動かし隊団体支援回数　63
回755人
➣マップづくり講座　2回41人
➣ウオーキングマップで歩こう　2回
30人
➣かわせみ体操講習会　1回11人

➣ふじさわ歩くプロジェクトトクトク歩
数チャレンジ　2,251人 市内25事業所
38チーム参加  任意団体11チーム参
加
➣健康づくりウオーキング講座4回73
人
➣ラジオ体操講習会、ラジオ体操指
導者講習会　2回66人
➣ふじさわオリジナル体操講習会　3
回83人
 ➣ふじさわオリジナル体操リーダー
講習会　1回12人
➣こそトレ！講座 4回99人
➣からだ動かし隊　82団体2978人
➣からだ動かし隊団体支援回数　54
回757人
➣マップづくり講座　2回13人
➣ウオーキングマップで歩こう　3回
41人
➣かわせみ体操講習会　1回26人

主な具体的事業 身体活動促進のための環境整備

実施方式 委託・指定管理

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 259

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣感染対策を継続し通年で実施で
き、前年度並みまたは上回る参加者
数であったため、評価を「A」とする。
➣今後も基本的な感染対策は継続し
ながら、保護者のニーズに合った内
容を検討し、離乳食に関する保護者
の不安や負担軽減につなげていく。

➣通年で実施し、前年度並みまたは
上回る参加者数であったため、評価
を「A」とする。
➣今後も保護者のニーズに合った内
容を検討し、離乳食に関する保護者
の不安や負担軽減につなげていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣離乳食教室（実践編）（7か月～11
か月児）
　24回　519人
➣ぱくぱく教室（満1歳～1歳2か月
児）
　23回　202人
➣食物アレルギー教室（7か月～1歳
児）
　11回　91人
➣ごっくん教室（5か月～6か月児）
　36回　840人
➣もぐもぐ教室（7か月児）
　24回　554人

➣離乳食教室（初期）（5か月～6か月
児）　47回　843人
➣離乳食教室（中期・後期）（7か月11
か月児）　47回　892人
➣離乳食教室（完了期）（満1歳～1歳
3か月児）　23回　324人
➣食物アレルギー教室（5か月～1歳
児）　12回　151人

※令和6年度から、教室名、対象、内
容を一部変更。

主な具体的事業 子どもの食事教室の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 260

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 親子すこやか課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣個々に合わせて支援を実施し訪問
も昨年と同様に実施できているため、
評価を「Ｂ」とする。
➣引き続き適切に事業を実施してい
く

➣個々に合わせて支援を実施し訪問
も昨年と同様に実施できているため、
評価を「Ｂ」とする。
➣引き続き適切に事業を実施してい
く

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣訪問栄養指導実施：母子14件・成
人0件　計  14件
➣訪問歯科指導実施：母子7件・成人
220件　計227件
➣こんにちは赤ちゃん事業：2,936人
➣妊産婦及び乳幼児訪問事業（こん
にちは赤ちゃん事業含む）：延べ
6,373人

➣訪問栄養指導実施：成人0 件
➣訪問歯科指導実施：成人214件
➣訪問栄養指導実施：母子10件
➣訪問歯科指導実施：母子15件
➣こんにちは赤ちゃん事業：2,740人
➣妊産婦及び乳幼児訪問事業（こん
にちは赤ちゃん事業含む）：延べ
5,937人

主な具体的事業 訪問指導の充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 261

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 健康づくり課/親子すこやか課



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 262

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 スポーツ推進課

主な具体的事業 スポーツ教室・スポーツ事業等の開催

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣5月に新型コロナウイルス感染症
が5類に分類され引き続き感染症対
策には注意しながらも徐々に実施範
囲を拡大した。
・スポーツ教室事業数　762回
・参加者数　延べ　992,603人

➣継続して事業を実施した。
・スポーツ教室事業数　740回
・参加者数　延べ　1,012,707人

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣5月にコロナ感染症が5類に分類さ
れ、少しずつではあるが参加者が増
加しているため、評価を「B」とする。
今後は同日に複数会場で開催する
サテライト形式を模索して、広く啓発
に努める。

➣事業数は前年からやや減少したも
のの、参加者数は増加しており、ス
ポーツを通じた健康づくりが図られた
ため、評価を「Ｂ」とする。
カリキュラムを定期的に変更すること
で、リピーターとのバランスを整えて
いきたい。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 263

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 スポーツ推進課

主な具体的事業 女性のスポーツ参加の促進

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ライフスタイルが多様化していく中
でも、健康づくりに関心を持ってもら
えるようYouTubeによる動画配信等
を行った。

令和5年中総視聴回数：75,957回
【配信内容】
・おうちでエクササイズ関連動画
（R2.5～）
・ラジオ体操動画（10本）（R2.8～）
・セーリング体験動画（R2.9～）
・水中ウォーキング関連動画（4本）
（R2.11～）
・湘南藤沢市民マラソン関連動画（4
本）（R5.5～）

➣ライフスタイルが多様化していく中
でも、健康づくりに関心を持ってもら
えるようYouTubeによる動画配信等
を行った。

令和6年中総視聴回数：43,597回
【配信内容】
・おうちでエクササイズ関連動画（28
本）
・ラジオ体操動画（10本）
・セーリング体験動画（1本）
・水中ウォーキング関連動画（4本）
・湘南藤沢市民マラソン関連動画（4
本）
・みらりんカップ2025（15本）
・ふれあいスポーツ交流会ローリング
　バレー＆ボッチャ(1本)
・藤沢市駅伝競走大会（1本）

事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣新型コロナウイルスが5類へ移行
後も動画が視聴され多様なアプロー
チができたため、評価を「B」とする。
今後はSNSの活用を含め、積極的な
アプローチを図る。

➣継続して一定数の動画が視聴さ
れ、女性を含めた多様な市民にス
ポーツ参加のきっかけを提供できた
ため、評価を「B」とする。
継続したSNSの活用を含め、積極的
なアプローチを図る。



重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 264

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 スポーツ推進課

主な具体的事業 女性競技者のキャリア支援に向けた検討

実施方式 委託・指定管理

変更事項

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣令和5年度については、検討に向
けた協議の場をもつことができなかっ
た。
今後は藤沢市体育協会などと連携
し、女性競技者のキャリア支援に向
けた方策等について検討を行ってい
く。

➣指定管理者や関係団体等が実施
をしている既存事業において、女性
競技者への支援に資するような事業
の実施について、関係団体等に働き
かけを行った。

事業の達成状況
Ｄ　重点目標を踏まえた取組ができ
なかった。

Ｃ　重点目標の中核となる取組が十
分できなかった。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣スポーツ庁や日本スポーツ協会な
どの取組を参考に、市町村レベルで
実現可能な方策等について、関係団
体と連携しながら検討していく。

➣女性競技者への支援に資する事
業について、働きかけは行ったもの
のの、具体的な内容まで検討を進め
られなかったため、評価を「C」とす
る。
スポーツ庁や日本スポーツ協会等の
取組を参考に、取組可能な内容を検
討していく。



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣食の大切さを児童生徒に伝えると
ともに、「給食だより」、「食育だより」
を通じて、保護者に対しても、食育の
重要性に関して周知・啓発をすること
ができた。
➣食育については、家庭が中心とな
るが、一時的なものではなく、日々の
積み重ねになるので、学校でも積極
的に関わり、今後においても継続し
て食育の重要性に関して周知・啓発
を行い、児童生徒の健やかな成長を
支援していきたい。

➣成長期の子どもへの食育を通し
て、生涯にわたって健やかに生きる
ための基礎を培い、食の大切さを伝
えるとともに、「給食だより」、「食育だ
より」を通じて、保護者に対しても、食
育の重要性に関して周知・啓発をす
ることができた。
➣食育については、家庭が中心とな
るが、一時的なものではなく、日々の
積み重ねになるので、学校でも積極
的に関わり、今後においても継続し
て食育の重要性に関して周知・啓発
を行っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣小・特別支援学校36校において、
毎月「給食だより」を、中学校19校で
は栄養教諭が作成した「食育だより」
を年4回発行し、家庭における食育推
進を促した。さらに、小・特別支援学
校には、「大切です！食生活」を給食
だより等を活用して周知し、食育の重
要性に関する啓発を行った。
➣小学校、中学校、特別支援学校全
校において「食に関する指導の全体
計画」を作成し、学年に応じた指導を
実施した。小学校では食育授業の指
導案をまとめた「食に関する学習指
導案集」を参考にして、各学校で食育
授業の実践を進めた。中学校では朝
食アンケートの結果をもとに食育講
話を実施した。

➣小・特別支援学校36校において、
毎月「給食だより」を、中学校19校で
は栄養教諭が作成した「食育だより」
を年4回発行し、家庭における食育推
進を促した。
➣小・特別支援学校には、「大切で
す！食生活」を給食だより等を活用し
て周知し、食育の重要性に関する啓
発を行った。
➣小学校、中学校、特別支援学校全
校において「食に関する指導の全体
計画」を作成し、学年に応じた食に関
する指導を実施した。
➣中学校では朝食アンケートの結果
をもとに食育講話を実施した。

主な具体的事業 学校給食の充実

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 265

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 学校給食課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣自殺者数が前年度よりも減少し、
SOSの出し方教育は前年度よりも実
施数を増やすことができた。自殺者
数が最も多い世代である中高年層へ
の対策も取り組んでいきたい。

➣自殺者数は前年度よりも増加した
が、主に就労世代をターゲットとした
うつ病当事者・家族支援事業や講演
会の参加者は増加したため、B評価
とした。今後も自殺者数が最も多い
世代である中高年層への普及啓発
を強化していきたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣警察庁自殺統計による令和5年の
藤沢市の自殺者数は60人となってお
り、自殺死亡率は13.5となっている。
主な自殺対策事業として、自殺未遂
者緊急介入支援事業や、自殺未遂
者・家族個別支援事業、自死遺族支
援事業、うつ病当事者・家族支援事
業、メンタルチェックシステム、普及啓
発事業、児童生徒へのSOSの出し方
教育、ゲートキーパー養成研修等を
実施した。

➣警察庁自殺統計による令和6年の
藤沢市の自殺者数は68人となってお
り、自殺死亡率は15.3となっている。
主な自殺対策事業として、以下を実
施した。
・自殺未遂者緊急介入支援事業
・自殺未遂者・家族個別支援事業
・自死遺族支援事業
・うつ病当事者・家族支援事業
・メンタルチェックシステム「こころの
体温計」
・普及啓発事業（講演会・パネル展示
等）
・児童生徒へのSOSの出し方教育
・ゲートキーパー養成研修

主な具体的事業 いのちを支える自殺対策の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 266

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 保健予防課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣藤沢市精神障がい者地域支援連
絡会全体会で関係機関の支援者向
けに研修を実施し、グループワークを
行い、活発な意見交換を進める中
で、お互いの顔の見える関係の構築
に繋げることができた。今後は精神
障がい者への個別支援の向上のた
めの取組を進めていく。

➣藤沢市精神障がい者地域支援連
絡会全体会で関係機関の支援者向
けに研修を実施し、グループワーク
において活発な意見交換を進める中
で、お互いの顔の見える関係の構築
に繋げることができた。また、市民講
演会では、昨年度に比べ参加申込・
視聴回数が増えたことから、評価を
「B」とする。
➣引き続き、精神障がい者等が望む
地域での生活の実現のため、事業を
行っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣藤沢市精神障がい者地域支援連
絡会を開催し、体験利用事業等の普
及啓発、関係機関向けの研修、情報
共有等を実施することで、精神障が
い者等が望む地域での生活の実現
を目指した。

・事務局会　6回（参加団体7機関　出
席者延べ48人）
・全体会　6回（参加団体33機関　出
席者延べ192人）
・宿泊体験利用（利用なし）
・市民講演会（動画限定配信、申込
65人　149回視聴）

➣藤沢市精神障がい者地域支援連
絡会を開催し、体験利用事業等の普
及啓発、関係機関向けの研修、情報
共有等を実施することで、精神障が
い者等が望む地域での生活の実現
を目指した。

・事務局会　6回（参加団体7機関　出
席者延べ48人）
・全体会　6回（参加団体39機関　出
席者延べ201人）
→全体会において、関係機関の支援
者向け研修を3回実施。
・宿泊体験利用（利用なし）
・市民講演会（動画限定配信、申込
144人　291回視聴）

主な具体的事業 精神障がい者の地域生活支援の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 267

事業コード
事業名

63
ライフステージに応じた健康管理と健康
づくり 担当課 保健予防課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣検査実施件数、相談件数ともに前
年より増やすことができたため、評価
を「A」とする。
➣引き続き事業を継続し、性感染症
のまん延防止に努める。

➣前年度に比べ検査件数・並びに相
談件数は減少したが、夜間検査や休
日検査などさまざま周知・啓発ができ
ていたため「Ｂ」とする。
➣引き続き事業を継続し、性感染症
のまん延防止に努めるとともに、市
民への普及・啓発を行っていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣HIVおよびエイズの早期発見等、
性感染症のまん延防止を目的に、藤
沢市保健所にてHIV・梅毒検査、相談
を実施した。
［HIV・梅毒検査］
507件（男性376件、女性129件、不明
2件）
うちHIV陽性0件

［相談］
1033件（男性765件、女性264件、不
明4件）

➣HIVおよびエイズの早期発見等、
性感染症のまん延防止を目的に、藤
沢市保健所にてHIV・梅毒検査、相談
を実施した。
［HIV・梅毒検査］
476件（男性355件、女性115件、不明
6件）
うちHIV陽性1件

［相談］
966件（男性719件、女性235件、不明
12件）

主な具体的事業 検査及び相談事業の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 268

事業コード
事業名

64
HIV・エイズ、性感染症防止についての
啓発 担当課 保健予防課



事業の達成状況
Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣前年度と比べ、開催数を増やすこ
とができたため、評価は「A」とする。
➣引き続き事業の周知を行うととも
に、講演内容について検討を重ね、
啓発活動を行う。

➣開催数は前年度と変わらなかった
が、中学校の依頼が増加し、多くの
学校で講演を実施することができた
ため、評価を「A」とする。
➣引き続き、事業の実施を行い、多く
の生徒に性感染症についてわかって
もらえるよう講演内容も検討してい
く。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣保健所医師、保健師による出張講
演会の開催
・湘南台高等学校　265人
・湘南高等学校定時制　19人
・藤沢西高等学校　280人
・高浜中学校　143人
・大庭中学校　178人
・六会中学校　234人
・大清水中学校　95人
・藤ヶ岡中学校　222人

➣保健所医師、保健師による出張講
演会の開催
・湘南台高等学校　271人
・湘南高等学校定時制　54人
・高浜中学校　139人
・湘南台中学校　210人
・六会中学校　254人
・大清水中学校　116人
・御所見中学校　132人
・片瀬中学校　122人

主な具体的事業 エイズ予防等に向けた啓発活動の実施

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 269

事業コード
事業名

64
HIV・エイズ、性感染症防止についての
啓発 担当課 保健予防課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣ポスター掲示、図書館行政展示、
街頭キャンペーン等、計画どおり実
施できたため、評価は「Ｂ」とする。
➣今後の取組については、引き続
き、関係機関及び団体と協力し、でき
る限りの意識啓発に努めたい。

➣ポスター掲示、図書館行政展示、
街頭キャンペーン等、計画どおり周
知啓発ができたため、評価は「Ｂ」と
する。
➣今後の取組については、引き続
き、関係機関及び団体と協力し、でき
る限りの意識啓発に努めたい。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣4、6、9、2月に藤沢市各市民セン
ター及び市内県立高校、大学に薬物
乱用防止パンフレット、ポスターを送
付し掲示（計33箇所）を行った。
➣9、10月は市内４図書館にて行政
展示や江ノ島バスへのポスター掲示
を行った。
➣10月には藤沢駅前街頭指導キャ
ンペーンを実施し、意識啓発に努め
た。

➣4、6、9、2月に藤沢市各市民セン
ター及び市内県立高校、大学に薬物
乱用防止パンフレット、ポスターを送
付し掲示（計33箇所）を行った。
➣9、10月は市内図書館にて行政展
示や江ノ島電鉄へのポスター掲示を
行った。
➣10月には藤沢駅前街頭指導キャ
ンペーンを実施し、意識啓発に努め
た。

主な具体的事業 関係機関との連携及び情報提供や意識啓発による薬物乱用防止の推進

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 270

事業コード
事業名

65
薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題
に関する啓発 担当課 地域保健課/青少年課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣昨年度に比べて件数増加してお
り、適切な周知啓発等を実施してい
るため評価を「Ｂ」とする。
➣今後もタバコに関する知識の普及
及び受動喫煙防止の強化を継続して
いく。

➣昨年と同様の啓発を実施すること
はできたが、喫煙防止教育の実施人
数はやや減少しているため、評価を
「Ｂ」とする。
➣今年度は出張教育の周知チラシを
工夫し、実績向上に努める。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣健康増進法に伴い、「藤沢市公共
施設等受動喫煙防止を推進するた
めのガイドライン」の周知啓発等を実
施。

➣世界禁煙デーに合わせて、5/24～
5/31市役所本庁舎１階ラウンジにて
啓発展示。5/1～6/7まで受動喫煙防
止の横断幕を藤沢駅北口に設置。
5/21（日）産業フェスタにて禁煙の必
要性や受動喫煙防止の普及啓発。
➣タバコ対策講演会「見落とさないで
口腔がん！年に１度は口腔粘膜の
チェックを」11/19実施　参加者57人
➣未成年者への防煙教育　中学校、
高校、大学に対して計10回　1914人

➣健康増進法に伴い、「藤沢市公共
施設等受動喫煙防止を推進するた
めのガイドライン」の周知啓発等を実
施。

➣世界禁煙デーに合わせて、5/17～
5/31市役所本庁舎１階ラウンジにて
啓発展示。5/1～6/7まで受動喫煙防
止の横断幕を藤沢駅北口に設置。
5/26（日）産業フェスタにて禁煙の必
要性や受動喫煙防止の普及啓発。
➣タバコ対策講演会「口腔がん治療
の最前線ー口腔がんを見逃さないた
めにー」9/1実施　アーカイブ配信の
み63回視聴
➣未成年者への防煙教育　中学校、
高校、大学に対して計8回　1266人

主な具体的事業 タバコに関する知識の普及とのぞまない受動喫煙防止対策の強化

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 271

事業コード
事業名

65
薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題
に関する啓発 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣昨年に引き続き、相談支援体制の
整備を行い、相談件数も増加してい
るため、評価を「B」とする。
➣引き続き、禁煙しやすい相談支援
体制の整備を継続していく。

➣昨年に引き続き、相談支援体制の
整備を行い、相談件数も増加してい
る。特に動機づけ支援の件数が約2
倍になっているため、評価を「B」とす
る。
➣引き続き、禁煙しやすい相談支援
体制の整備を継続していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣ふじさわ禁煙サポート
実2件　延13件
保健医療財団（委託）動機づけ支援
25件　禁煙支援2件
➣5/21（日）産業フェスタにて禁煙相
談　5件
➣禁煙支援ネットワーク
医療機関68か所、歯科医療機関24
か所、薬局37か所
禁煙支援ネットワーク研修会「禁煙支
援に活かす！ニコチン依存症の正し
い知識～内服禁煙補助薬を使わな
い治療法～」　38人参加
➣禁煙支援リーフレット　8,700部配
布

➣ふじさわ禁煙サポート
実4件　延17件
保健医療財団（委託）動機づけ支援
47件
➣禁煙支援ネットワーク
医療機関68か所、歯科医療機関24
か所、薬局37か所
禁煙支援ネットワーク研修会「知って
ほしい肺の生活習慣～COPD(慢性
閉塞性肺疾患)～」　24人参加
➣禁煙支援リーフレット　1,000部配
布

主な具体的事業 禁煙しやすい相談支援体制の整備

実施方式 その他

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 272

事業コード
事業名

65
薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題
に関する啓発 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ａ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が十分得られた。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣昨年に比べ、周知啓発の件数は
増加しているため、評価を「B」とす
る。
➣引き続き、受動喫煙を受けない環
境整備に努めていく。

➣昨年より標識の周知先を拡大した
ことにより、申請数が大幅に増加した
ため、評価を「A」とする。
➣周知先の検討に加え、こちらから
標識が必要そうな対象へ配布してい
き環境整備に努めていく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣健康増進法に伴い、「藤沢市公共
施設等受動喫煙防止を推進するた
めのガイドライン」の周知啓発等を実
施。
・市民等からの意見　36件
・健康増進法に関する問い合わせ件
数　89件
・既存特定飲食提供施設からの届出
数　18件
・市内飲食店現地調査数　2,580件
➣横断幕設置（藤沢駅北口）5/1～
6/7
➣受動喫煙への配慮標識の配布
プレート4部、ラミネート32部、ステッ
カー39部
➣敷地内禁煙表示物の配布
プレート9部、ラミネート33部、A6ス
テッカー41部
➣食品衛生責任者実務講習会にて
受動喫煙防止の周知　計4回　計262
人

➣健康増進法に伴い、「藤沢市公共
施設等受動喫煙防止を推進するた
めのガイドライン」の周知啓発等を実
施。
・市民等からの意見　24件
・健康増進法に関する問い合わせ件
数　118件
・既存特定飲食提供施設からの届出
数　0件
・市内飲食店現地調査数　2,844件
➣横断幕設置（藤沢駅北口）5/1～
6/7
➣受動喫煙への配慮標識の配布
プレート52部、ラミネート56部、ステッ
カー74部
➣敷地内禁煙表示物の配布
プレート51部、ラミネート52部、A6ス
テッカー125部
➣食品衛生責任者実務講習会にて
受動喫煙防止の周知　計4回　計245
人

主な具体的事業 受動喫煙を受けない環境整備

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 273

事業コード
事業名

65
薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題
に関する啓発 担当課 健康づくり課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣大学生に向けた飲酒の健康教育
を実施することができた。また、動画
を作成し配信することで広く知っても
らう機会を得ることができた。
➣今後も、事業の継続と、健康教育
や講演会などで飲酒についての正し
い知識の普及啓発を行う。

➣初めての取組として、中学校で藤
沢断酒新生会より、当事者の体験談
を踏まえた講演を取り入れたため、
評価を「B」とする。聴取者からの反
応も良く、今後も継続して協力を仰ぎ
たい。
➣今後も、事業の継続と、健康教育
や講演会などで飲酒についての正し
い知識の普及啓発を行う。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣健康教育
・大学生に向けた飲酒の健康教育動
画配信
・大学生に向けた飲酒の健康教育：2
回　計277人
・中学生に向けた飲酒の健康教育：4
回　計969人
➣ポスター掲示（アルコール関連問
題啓発週間）

➣健康教育
・大学生に向けた飲酒の健康教育動
画配信
・大学生に向けた飲酒の健康教育：1
回　計170人
・中学生に向けた飲酒の健康教育：3
回　計441人
➣ポスター掲示（アルコール関連問
題啓発週間）
➣啓発「健康に配慮した飲酒に関す
るガイドライン」についてホームペー
ジに掲載

主な具体的事業 飲酒についての正しい知識の普及啓発

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 274

事業コード
事業名

65
薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題
に関する啓発 担当課 健康づくり課/保健予防課



事業の達成状況
Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

Ｂ　重点目標を踏まえた取組を行い、
求められる効果が概ね達成された。

評価に対する
考え
及び

今後の取組

➣依存症の相談の中でもアルコール
についての相談は最も多くなってお
り、飲酒問題に関する相談は例年多
く受けている。今後もアルコール依存
に関する相談を継続していく。

➣依存症の相談の中でもアルコール
についての相談は最も多く、飲酒問
題に関する相談は例年多く受けてい
ることを踏まえ、飲酒に関する相談支
援体制の充実を図ったため、評価を
「B」とする。今後もアルコール依存に
関する相談を継続していく。

年度 令和５年度 令和６年度

取組実績

➣精神保健福祉相談にあわせて、酒
がい相談員による相談を実施し、ア
ルコール関連問題に係る当事者、家
族への助言を行った。また、職員によ
る随時相談でも飲酒に関する相談に
対応している。
・酒がい相談件数：4件
・飲酒に関する相談件数：93件（訪問
含む）
➣藤沢断酒新生会（自主団体）への
支援
参加人数：475人

➣精神保健福祉相談にあわせて、酒
がい相談員による相談を実施し、ア
ルコール関連問題に係る当事者、家
族への助言を行った。また、職員によ
る随時相談でも飲酒に関する相談に
対応している。
・酒がい相談件数：2件
・飲酒に関する相談件数：96件（訪問
含む）
➣藤沢断酒新生会（自主団体）への
支援
参加人数：417人

主な具体的事業 飲酒に関する相談支援体制の整備

実施方式 直接実施

変更事項

重点目標 ６　誰もが安心して暮らせる社会づくり 通番 275

事業コード
事業名

65
薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題
に関する啓発 担当課 保健予防課




